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序章

1. 問題意識と研究課題

本研究の目的は、イギリスおよびヨーロッパ評議会のシティズンシップ教育の分析を通

して、多元的シティズンシップを育成する教育のカリキュラム構成原理について明らかに

することである。

シティズンシップ教育とは、国民・市民の育成に関わる教育であり、従来から、どの国

においても学校教育の基本的な役割として位置づけられ、様々な教科・領域を通して行わ

れてきた。しかし 1990年頃より、これらの教育を「シティズンシップ教育(citizenship

education) Jとして再編、再構造化していこうとする動きが起こってきている 1。シティズ

ンシップ教育への関心は、西欧諸国だけではなく、アジア太平洋地域、!日ソ連諸国、超国

家機関も含めた、世界的な流れになっている 20

この背景には、グローパル化と圏内の多文化化、福祉国家の衰退と新自由主義の台頭に

よる人々の関係性の変化などによって、これまで国民・市民の教育が前提としてきたシテ

ィズンシップ概念を再定義することが必要となっていることがある。具体的には、シティ

ズンシップの構成要素を、政治的共同体の成員としての国民・市民が平等に享受すべき諸

権利(市民権)、権利主体である国民・市民に対して求められる一定の義務の履行や市民社

会への参加(市民的資質)、および共同体への所痛感覚(アイデンティティ)とすると 3、

現在、「市民権J、「市民的資質J、「アイデンティテイJの再定義とそれに伴う教育の見直し

が求められているということである。

まず「市民権Jに関して、国籍に基づく権利付与モデ、ルの根本的な見直しが求められて

いる。これまで、主流であったシティズンシップ理論では、市民権とは、国籍保持者に対し

て国家が保障する権利を意味していた40 しかし、近年の EU市民権の創設、グローパノレ

化による居住地の国籍を持たない移民労働者の増加などによって、国籍と市民権を分離し

て考える必要性が指摘されている 5。これに加えて 従来の市民権は、「人種6J やジェン

ダーなどの集団関の差異に関わらず、個人に対して平等に付与されるものと考えられてき

た。しかし、この市民権概念は、主流派の利益にかなった社会構造を前提にしており、社

会的少数派に属する人々を不平等にしか扱わない。そのため、構造的差別や権力の不均衡

を是正し、実質的平等を確立していく必要性が主張されている 7。このように従来の「市
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民権Jについては、国籍と市民権の分離、市民権の差異化という二つの立場から、概念と

その育成方法の再考が求められている。

次に「市民的資質」に関しては、受動的な市民的資質から、より能動的な市民的資質へ

の転換が求められている。これまで主流のシティズンシップ理論では、市民的資質は、国

家から付与される権利への見返りとして求められる投票や納税など、限定的な義務として

捉えられていたペしかし、近年、若者の政治離れへの危倶、社会の共同体意識や規範意

識の低下への懸念、グ、ローパノレな問題への意識の高まり、国内外での市民のボランタリー

な活動の広がりを受けて、限定的な義務にとどまらず、政治的共同体の意思決定への参加

など、より能動的な役割を担う資質を育成すべきだとの議論が出てきた 9。その結果、政

治制度に関する知識の伝達を超えて、行動的・能動的なシティズンシップを形成する手段

としてのシティズンシップ教育への期待が高まっている 100

3つ目の「アイデンティテイj に関しては、国民的アイデンティティに代表される固定

的なアイデンティティの育成が問題となっている。これまでアイデンティティ概念は、「あ

る人の一貫性が時間的・空間的に成り立ち、それが他者や共同体からも認められているこ

とJと定義されるように 11、環境の変化に依存しない固定的なものとして捉えられてきた。

そして、特に学校教育の中で重視されてきたのは、確固とした国民としてのアイデンティ

ティの形成で、あった。しかし、 EU統合やグ、ローパル化による国境を越えた人の移動、地

域やグローパルな問題解決への社会参加の増加などに伴い、人々のアイデンティティは、

現実には国家の上位・下位レベル、複数の国家への帰属へと拡大するようになっている 120

また、前述のように、コミュニティへの所属感覚を形成するためには、文化を考慮しない

権利付与だけでは不十分であり、「人種Jやジェンダーなどの文化的アイデンティティが社

会的に承認される必要があることが認識されるようになっている 13。その結果、固定的で、

国民に限定された、文化中立的なアイデンティティ概念の再考が求められているのである。

このように、これまで教育で前提とされてきたシティズンシップ像の大きな転換が求め

られているなかで、シティズンシップ教育の再編、再構造化が議論されているのである。

シティズンシップ概念の聞い直しは、日本において 90年代以降、グローパル化や国内

の多文化化に対応したシティズンシップ教育の研究・実践を中心的に行ってきた、国際理

解教育やグローパノレ教育にも共通する課題である。第 1章で述べるように、これらの教育

の問題点として、「国民育成Jか「地球市民育成jかの二者択一に陥っているという点が指

摘されている 14。またそれに伴い、多文化共生の学習が、「日本人(マジョリティ)Jと「外
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国人(マイノリティ)Jといったアイデンティティの枠組みを固定化して捉え、そこにある

権力関係に対して無批判に行われてきたという問題点も抱えている 15。これらの問題点を

踏まえると、国家か地球かの二者択一に陥らない複数の地理的レベルを基盤としつつ、「国

民j のアイデンティティを見直した上で、共生を模索するシティズンシップ概念とその育

成方法の解明が求められているといえる。

このような問題点に取り組む上で示唆に富むものとして本研究では、「多元的シティズン

シップ(multiplecitizenship) Jとし、う概念に注目する。本研究では、多元的シティズンシ

ップの概念を、イギリスの政治学者であるヒーター (Heater，D.)にならい、国家に限定

されていた政治的意思決定の場を、地域、国家、リージョン、グ、ローパルという複数の地

理的レベルに多元化・重層化していくシティズ‘ンシップ構想、という意味で使用する 160 ま

た、その概念には、教育を通して獲得される、権利・義務についての知識、権利行使や責

任遂行のためのスキル、自己の偏見を知り他者を尊重する態度といった市民的資質も含ま

れる 170

このような多元的シティズンシップの構想を示したヒーターであるが、ヒーターの目的

は、異なるシティズンシップ構想の評価軸になりうるような、抽象的で包括的なシティズ

ンシップモデ、/レを提案することで、あった 18。そのため、多元的シティズンシップが実際の

文脈の中でどのように具体化できるのか、またそのための教育はどのようなものであるの

かについては詳細に述べていない。

以上のことより本研究は、シティズンシップ概念の再考が必要とされる現代において、

従来の国際理解教育・グ、ローパル教育の問題点に示唆を与えるシティズンシップモデ、ルと

して多元的シティズンシップ概念に注目する。そして、多元的シティズンシップ概念を具

体的な文脈の中で明確にし、それを育成する内容と方法について明らかにすることを課題

とする。

2.先行研究の検討

シティズ、ンシップ教育の具体的な内容や方法にまで言及している研究の中で、本研究の

問題関心である、多元的シティズンシップ育成に関連した研究であると解釈できるものを、

ここでは、大きく 2つに分けて整理を試みる。 1つは、既存のカリキュラムの分析を通し

て多元的シティズンシップの育成方法を明らかにしようとした研究であり、もう 1つは、
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独自の多元的シティズンシップ理論に基づきカリキュラムの提案を行った研究である。

第一の研究に、川口広美、久野弘幸の研究がある。川口は、イギリスのシティズンシッ

プ教育の教科書 WActivate!jlを分析した。これは、 3冊からなっており、各々「ローカル」

「ナショナノレJrグローパルjレベルのシティズンシップ育成を目標としたものである。そ

の結果、川口は、教科書3冊の内容は、共通する中心概念をローカル、ナショナル、グロ

ーパルの異なる地理的レベノレの社会問題に具体化したものから編成されていること、それ

らが「ローカノレJrナショナノレJrグローパノレJとしサ地理的に拡大される中で学ばれるこ

とを明らかにした 19。しかし川口は、本教科書に含まれる文化的アイデンティティを取り

上げた単元についての詳しい分析は行っていないため、多様なアイデンティティの学習と、

複数の地理的レベルへの参加の関連が明らかとなっていない。従って、本研究ではこの点

についてさらに分析を行う必要があると考えた。

久野は、ヨーロッパ共同体/ヨーロッパ連合 (ECIEU)やヨーロッパ評議会の教育政策

と、それを具体化したドイツの学校教育の計画、授業実践の分析を通して、ヨーロッパ統

合の中での国家ならびにヨーロッパ機関が教育に占める位置づけについて明らかにしよう

とした。その結果、久野は、国家とヨーロッパレベルの教育は、「補完性原理j に基づき、

住み分けともいえる形で並存していることを明らかにした 20。また、「ヨーロッパ人J像

が多様性を含みこんだものとして想定されていたと指摘する 210 これらの指摘は、本研究

にとって、大変示唆的である。しかし、久野の研究は、国家とヨーロッパの次元に関する

教育の関係にその焦点が当てられており、ヨーロッパを越えるグローパルな次元について

の教育については対象としていなかった。また久野は、本研究が対象とするヨーロッパ評

議会のシティズンシップ教育は、 EUのシティズンシップ教育のあり方を踏襲したものに

すぎないとし、 2000年前後の初期の取り組みを取り上げるにとどまっている。そのため、

ヨーロッパ評議会のシティズンシップ教育について、 2000年以降の動向をふまえつつ、更

なる検討を行って行く必要があるといえる。

第二に、独自の多元的シティズンシップ像に基づくカリキュラム開発の研究として位置

づけられるのが、吉村功太郎と藤原孝章の研究である。吉村は、国家を「公Jとし、他の

領域を「私j とする「公私二元論」を批判し、国家法である「公法j と、対等な自己と他者

が自発的に形成するルールで、ある「私法Jの両者に基づく公共空間の構成に参加させるこ

とをシティズンシップ教育の目標に据える 22。そして吉村は、この目標を具体化した授業

として、携帯電話の使用に関する「公法J(法律)と「私法J(当事者同士の合意や社会的
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マナー)を学び、これらを用いた問題解決や合意形成の過程をたどらせる実践を開発して

いる。以上のような、「公j と「私」を分離しない公共空間の担い手育成を教育目標とし、

議論による合意形成の過程をたどらせるという教育方法に基づく授業開発の試みは示唆に

富む。しかし、吉村は、「公私二元論」を、公法と私法の区別としてのみとらえており、同

じく「私的領域Jに入るとされているジェンダーや「人種」などの文化的アイデンティテ

ィを議論に盛り込むことについては考慮していなかった。この璃由として、吉村が、文化

的集団は内部の同質性を求めるため、公共空間の基盤にはなり得ないと考えていたことが

挙げられる 23。この批判は重要ではあるものの、筆者は、文化的集団内部の多様性を教授

することは可能であると考える。また吉村は、公共空間の議論をグローパノレレベルにも適

用する授業として、「グ、ローパノレ社会の諸問題を認識させ、議論によって合意を形成する過

程をたどらせるJとしづ構想、を示しているものの、具体的な授業開発には至っていない240

このため、国家レベルを超え、多様な文化的集団の存在を含めた公共空間の形成を行うた

めの具体的な内容と方法を明らかにする必要があるといえる。

一方、藤原は、「国民Jと「地球市民jを二項対立として語ることの問題点を指摘し、「地

球市民」概念を以下のように定義する。つまり、「地球市民Jとは、過渡期には、地域・国

家・地球という 3空間に並列的に存在するアイデンティティの 1つであり、最終的には、

国家レベルのアイデンティティが国家の下位レベルと上位レベルに吸収された後に残る地

域と地球レベルのアイヂンティティの 1つであるとする 25。藤原の「地球市民j概念の特

徴は、それが時間の経過の中で変化するものとしていること、法規定の無い権利ではなく、

アイデンティティに注目していることである。この「地球市民j概念に基づき藤原はカリ

キュラムを開発している。代表的な事例である『外国人労働者問題をどう教えるか26jは、

グローパル化による日本の外国人労働者の増加という主題について、移民を生み出す国家

の相互依存関係や、国の移民政策の理解と、移民労働者への共感をふまえて、多様な立場

から地域で、の移民労働者受け入れについて討議させるというものである。本カリキュラム

は、グローパルな問題と国家や地域レベルへの社会参加を結びつけて学ばせているという

点で、被数の地理的レベルにおけるシティズンシップを育成しようとする優れたカリキュ

ラムであるといえる。しかし、本カリキュラムには、移民労働者との共生を考えさせる場

面で、移民労働者を、「外国人Jあるいは「弱者Jという固定的なアイデンティティ枠組み

を通して認識させているという問題がある。実践記録の中にも、「日本人j と「外国人Jを

二項対立としてとらえる発言や、「外国人」を「思いやりJの対象として言及する発言がみ
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られる。このことから、アイデンティティを固定的にではなく、可塑性や流動性を持つも

のとして認識させることや、それらの関係を構築する原理を、「思いやり」という感情面に

のみ求めない教育内容や方法の解明が必要であるといえる。

以上の先行研究から、地域、国家、グ、ローパルとし、う複数の地理的レベルへの参加と、

多様なアイデンティティを持つ人々の尊重という視点を含み、それらの統合原理に注目し

た研究が不十分であることが明らかとなった。そこで本研究では、これらの点に注目し、

シティズンシップ教育のカリキュラム分析を行ってし、く。

3.研究の対象と方法

以上のような研究課題をふまえ、本研究が注目するのが、 1990年代以降、グローパル

化や多文化化に対応したシティズンシップ教育の改革が大規模に行われているヨーロツ

パにおけるシティズンシップ教育の動向である。その中でも本研究が対象とするのは、イ

ギリス(特にイングランド)とヨーロッパ評議会 (Councilof Europe，以下CoE) 27の

シティズンシップ教育である。その理由は、両者とも多元的シティズンシップの視点を内

包した教育プログラムであることに加え、 1990年代後半から取組みが開始されており、

分析可能なカリキュラムが入手できたことである。なおカリキュラムは、公的枠組みや教

育計画、あるいは子どもの教育経験の総体を含む多義的な言葉であるが28、本研究では

前者の意味に限定して使用する。

イギリスでは、 1998年に出された報告書に基づき、 2002年よりシティズンシップ教育

が中等教育段階の必須教科として導入されている。イギリスのシティズ、ンシップ教育が対

象とする地理的範囲は、地域、国家、 EU、国連、イギリス連邦、グ、ローパル社会であり、

現実社会の多層構造を反映させたものとなっている 290また 2007年からは、シティズン

シップ教育の内容に、多様性とアイデンティティを含めることが明示されている 300 CoE 

では、 1997年より「民主的シティズンシップのための教育と人権教育(Educationfor 

Democratic Citizenship and Human Rights Education，以下EDC圧王RE)Jとし、うプロジ

ェクトを開始している。このプロジェクトではシティズンシップは、国民国家を超えて、

地域、国家、リージョナル、グ、ローバルな共同体において想定されている 31。またこの

プロジェクトでは、異なる人権である「市民的・政治的権利Jr経済的・社会的権利Jr文

化的権利」を等しく重視し、多様性やアイデンティティに関わる文化的権利の学習を明確
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に位置づけている 320 このように、イギリスおよびCoEにおけるシティズンシップ教育

は、多元的シティズンシップの考え方を内包し、分析可能なカリキュラムが存在している

ことより、本研究の分析対象とする。

研究方法としては、まず、シティズンシップ教育の骨子となった政策文書と関連文献を

中心に、その導入背景、目的、目標について考察を行う。その際、特に、多元的シティズ

ンシップの考え方の特徴である、複数の地理的次元への参加、社会の多様性の尊重、多様

性の統合をどのように捉えているのかに注目して分析を行ってし、く。次に、シティズンシ

ップ教育の教科書、教授用指導書、学校の教育計画を分析対象とし、その構成原理、つま

り内容編成、単元構成、学習方法の原理・原則に注目して分析を行う。

本研究の意義と独創性として、次の3点を挙げることができる。

第 1点は、アイデンティティの多元性に注目し、多元的シティズンシップを育成する教

育を、カリキュラムレベルで、明らかにしたことである。前述のように、国際理解教育・グ

ローパル教育の先行研究で、開発されたカリキュラムは、複数の地理的レベルには注目して

いるものの、アイデンティティを固定的なものとして理解させようとしている点に限界が

あった。しかし本研究は、従来の固定的なアイデンティティ概念を、「個人のおかれた様々

な文脈に応じて、その都度自らが選び取」るとし、う流動的で多層的なアイデンティティ概

念(多元的アイデンティティ(multipleidentity))へと転換する必要があると考えている 330

そこで本論文では、複数の地理的レベルだけでなく アイデンティティの多元性にも注目

し、多元的シティズンシップを育成する教育の内容と方法について明らかにした。これは、

日本の国際理解教育・グローパノレ教育が抱えてきた、固定的なアイデンティティ理解とい

う課題を克服する視点を示すことにつながると考える。

第2点は、多様な個人を、どのような原理によって社会に統合するのかという点から、

多元的シティズンシップを 2つに類型化し、それぞれを育成する教育の具体例を示したこ

とである。 2つの類型化とは以下である。一つは、国家を超えるレベルに政治の場が拡大

することを否定しないが、国家レベルの民主主義を効果的に機能させるため、国民的アイ

デンティティ (nationalidentity)によって同国人の強い結びつきを形成する必要がある

とする立場である。本論文では、これを「国民的アイデンティティを統合原理とする多元

的シティズンシップj とし、これを育成する教育の具体例として、イギリスのシティズン

シップ教育を分析した。もう一つは、国民的アイデンティティではなく、国境を越えて共

有される法およびその形成過程への参加を通した人々の結びつきを重視する立場である。
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本論文では、これを「法を統合原理とする多元的シティズンシップ」とし、これを育成す

る教育の具体例として CoEのシティズンシップ教育を取り上げた。本論文は、多元的シテ

ィズンシップを類型化し、それらを育成する教育を具体的に解明しようとした点において

独創性があると考える。

第3点は、 EUとCoEの違いを明確にした上で、 CoEのシティズンシップ教育を分析対

象としたことである。これまで、ヨーロッパにおける超国家レベルのシティズンシップ教

育としては、 EU主導のシティズンシップ教育の事例が取り上げられることが多かった。

前述の久野弘幸の研究では、 CoEのシティズンシップ教育は、 EUのシティズンシップ教

育のあり方を踏襲したものにすぎないとされ、詳しくは分析されていなかった。しかし、

EUのシティズンシップ教育は、 CoEのシティズンシップ教育から影響を受けているとも

考えられる。 EUとCoEの関係は、 1980年代後半以降、緊密度を増しているといわれる

が、その理由の 1っとして、 EUが中・東欧諸国を加盟国に迎えるにあたり、早くから中・

東欧諸国の民主化に取組んできた CoEの専門知識とメカニズムを活用することを望んだ

ことがある 34。このことより本論文は、多元的シティズンシップ教育の具体例として CoE

のシティズンシップ教育に注目して分析を行った点に独創性を有すると考えられる。

4.本論文の構成と概要

以上のことより、本研究は、イギリスおよびヨーロッパ評議会のシティズンシップ教育

の分析を通して、多元的シティズンシップ教育のカリキュラム構成原理について明らかに

することを目的とする。この目的を達成するため本研究では、以下のような構成をとる。

第1章は、多元的シティズンシップを育成する教育の必要性を明らかにし、第2章以降

のカリキュラム分析の枠組みとなる類型を示す。第 1節では、シティズンシップとナショ

ナリティ概念の融合について述べる。これに基づき第2節では、日本の国際理解教育・グ

ローパル教育の特徴と問題点、について明らかにする。第3節では、日本の国際理解教育・

グローパル教育の問題点を克服するシティズンシップモデノレとして、多元的シティズンシ

ップに注目し、それを、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシッ

プJと、「法を統合原理とする多元的シティズンシップj の2つに類型化する。

第 2章では、第一の類型である、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シ

ティズンシップj を育成する教育として イギリスのシティズンシップ教育を取り上げ、
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その導入背景をふまえて目的、目標について分析を行う。第1節では、イギリスのシティ

ズンシップ教育の導入背景についての整理を行い、第2節では、政策文書の分析を通して、

教育目的と目標についての分析を行う。そこでは特に、多様な地理的レベルにおけるシテ

ィズンシップ、および社会の多様性とその統合原理をどのように学習することが求められ

ているのかという点に注目して分析をおこなう。

第 3章では、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ」を

育成する教育である、イギリスのシティズンシップ教育のカリキュラム分析を通して、そ

の具体的な内容や方法の特徴を明らかにする O 第 1節では、代表的な教科書である

WActivate!~ の分析を通して、第 2 節では、シティズンシップ教育に特化した教育実践を

行う学校の教育計画を対象として分析を行っていく o 第3節では、第 1節と第2節の分析

結果より、両者に共通する特徴についてまとめ、イギリスのシティズンシップ教育が、様々

な解釈に聞かれた国民的アイデンティティの形成を重視していることを明らかにする。

第4章では、第二の類型である「法を統合原理とする多元的シティズンシップ」を育成

する教育として、 CoEのシティズンシップ教育をとりあげ、その導入背景をふまえて、目

的、目標について分析を行う。第1節では、 EDCIHREの導入背景について整理を行う。

第2節では、 EDCIHREに関する政策文書の分析を通して、 EDCIHREの教育目的と目標

について、特に多様な地理的レベルにおけるシティズンシップ、社会の多様性と法による

統合をどのように捉えているのかという点に注目して分析をおこなう。

第 5章では、「法を統合原理とする多元的シティズンシップj を育成する教育である、

CoEのシティズンシップ教育のカリキュラム分析を通して、それを育成するための内容や

方法について明らかにしてし、く。第1節では、人権教育マニュアルである『コンパス』、第

2節では、教師用指導書である『民主主義の中に生きる』を対象として分析を行う。第 3

節では、第 1節と第2節の分析結果より、両者に共通する特徴についてまとめ、 CoEのシ

ティズンシップ教育は、国民的アイデンティティの形成ではなく、多様な人々の討議を通

した法の形成と、それに基づく社会構築による統合を学習させるものとなっていることを

明らかにする。

第6章では、第2章から第5章の分析結果を踏まえて、両者の共通点と相違点を明らか

にし、そこから得られる示唆についての考察を行う。

終章では、研究のまとめを行い、今後の課題を示す。
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第 1章多元的シティズンシップ教育の必要性と類型

本章の目的は、多元的シティズンシップ教育の必要性を確認し、 2章以降の分析に必要と

なる多元的シティズンシップの類型化の枠組みを設定することである。

第 1節では、シティズンシップとナショナリティ(国籍・国民性)の概念の融合過程と、

国民教育としての学校教育の特徴について述べた。

第 2節では、日本の国際理解教育・グローパノレ教育の考察を行い、それらの問題点とし

て、①「国民育成Jか「地球市民育成」かの二者択一に陥っていること、②一国家z 一民

族=一文化とし、う等式が強固に保持されており、「日本人(マジョリティ)J、「外国人(マ

イノリティ)Jという構図を作り出していること、③社会の統合原理とされる普遍的価値が

暖昧であることや、それが「思いやり j などの心情的理解に倭小化されているという点を

明らかにした。ここから、国際理解教育・グローパル教育の問題点を克服するための課題

として、①国家か地球かの二者択一に陥らない複数の地理的レベルの政治共同体における

成員育成のあり方の構想、②文化的同質性に基づく「国民Jの枠組みを見直し、社会の多

様性の認識を促すための方策、③多様化した社会の統合原理の明確化、の 3つを明らかに

した。

第 3節では、これらの課題に応えるものとして、国家と個人が一対ーの対応関係にある

「一元的シティズンシップJではなく、政治的意思決定の場を、国家の上位・下位レベル

に多元化・重層化するシティズンシップ構想、である「多元的シティズンシップJを位置づ

けた。また、多元的シティズンシップを 統合原理の違いによって 「国民的アイデンティ

ティを統合原理とする多元的シティズンシップ教育」と「法を統合原理とする多元的シテ

ィズンシップ教育」の2つに類型化した。
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第 1章多元的シティズンシップ教育の必要性と類型

本章では、次章以降で、シティズンシップ教育を題材に分析を進めていくに先立つて、

多元的シティズンシップ教育の必要性を確認した上で、多元的シティズンシップを類型化

するための枠組みを設定することを目的とする。

多元的シティズンシップという概念は、従来のシティズンシップ教育のどのような課題

に応えようとするものであろうか。また、それをより細かく整理するとどのように類型化

できるのであろうか。第 1節では、シティズンシップとナショナリティの融合についてま

とめ、第2節では、グ、ローパル化や多文化化に対応した教育を模索してきた国際理解教育・

グローパル教育の特徴と課題を明らかにする。第3節では、多元的シティズンシップにつ

いて議論を整理し、それが、従来のシティズンシップ教育の問題点を克服する枠組みであ

ることを示す。また、多元的シティズンシップの2つの理論的枠組みを示す。

第1節シティズンシップとナショナリティの融合

シティズンシップと、国籍・国民性を示すナショナリティ (nationality)は、現在では

ほぼ同義のものとして理解されているが、もともとは起源が異なるものであった。そこで

本節では、シティズンシップが、ナショナリティと融合するようになった過程について整

理し、それによって、シティズンシップとナショナリティを分離して考えていくための視

点をえたい。

ヒーターによると、シティズンシップには、古代ギリシア・ローマに起源を持ち義務を

中心とする市民共和主義的伝統と、市民革命以降今日まで優勢である権利を重視する自由

主義的伝統という 2つの伝統がある 1。これらの伝統はそれぞれが、間民国家との関わり

を形成してきた。

1.市民共和主義的シティズンシップとナショナリティの融合

まず、市民共和主義的シティズ、ンシップとナショナリティの融合過程をみてく。市民共

和主義的伝統は、アリストテレスの理想的な市民像に基づくものである。理想的な市民と

は、公共福祉に基づいた考えと行動(市民の徳)によってポリスの支配と被支配の役割を

交替で担う活動的な市民である 2。個人は、国家を維持する共同生活の中に入札安定し
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た国家を維持することで自由を享受することができるため、政治への参加自体が充足した

人聞として生きる方法であるとされた。

一方、ネイション(nation)は、 18世紀半ば以前、村落や近隣という単位の出自を同じく

し、言語、習慣、伝統とし、う共通の文化を持っていたが、政治的には国家組織を持たない

人々の共同体を意味していた九しかし、 18世紀半ば以降、「政治的な単位と民族的な単位

とは一致しなければならないと主張する一つの政治的原理4J としてのナショナリズムが

主流となり、市民共和主義的シティズンシップとネイションが融合していく。

市民共和主義的シティズンシップとネイションの融合過程で、強化された概念として、

ヒーターは、自由、団結、忠誠を挙げている 5。これらの概念を中心に、両者の融合する

過程についてみてし、く。まず、自由について、市民共和主義的シティズンシップは、個々

の市民たちが一国内で享受する政治的自由を重視し、ナショナリズムは、国家の独立、す

なわち諸外国に対して集団的に自己主張をする自由重視していた。これらの自由の概念は、

民族自決の理念の元に結びつき強化された6。次に、団結については、ナショナリズムと

結びついた市民共和主義的シティズンシップは、自由を擁護する国民国家の維持・強化の

ために、文化的同質性に基づく効率的な団結を求めた。また、団結の基盤である国民国家

を守る兵士として市民を育成することが重視された。さらに、忠誠については、よき市民

とは、個人的な利益に優先して国家という大きな関心に影響され行動する人々、つまり、

戦時は兵力として、平時にも戦時に備えて市民としての忠誠を尽くす人々であるとされた。

このように、市民共和主義的シティズンシップは、ナショナリズムと結びつくことで、

国民国家の維持・強化のための文化的同質性を受け入れ、兵士としての義務を積極的に負

うことなど、国民としての自覚と義務に強く結び付けられるようになったといえる 70

2.自由主義的シティズンシップとナショナリティの融合

一方の自由主義的シティズンシップは、共和主義的シティズンシップが市民に参加を要

請するのとは対照的に、市民に対して最低限の義務を要求する以外は、国家は個人の生活

に出来る限り介入しないという、国家からの自由が重視される立場である九個人は、市

民になるために個人の自己利益追求を捨てる必要はなく、公的領域と私的領域が分離され

ている。公的領域では納税などの義務が課されるものの限定的であり、そこからの離脱も

自由であると考えられた。

自由主義的シティズンシップの代表的枠組みとして参照されるのは、イギリスの政治学
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者のマーシャル (Marshall，T.H.)のシティズンシップ理論である。マーシャルによると、

シティズンシップの諸権利は、 18世紀に確立された自由権を中心とする「市民的権利j、

19世紀に確立する選挙権、被選挙権にかかわる「政治的権利J、20世紀の福祉国家成立に

より確立した福祉や教育に関する「社会的権利Jを頓に獲得するように発展してきた九

このような自由主義的シティズ、ンシップとナショナリティの融合を、マーシヤノレが特に

重視した「社会的権利j の拡大に注目して説明する。自由主義的シティズンシップとナシ

ョナリティが融合した理由を3つにまとめることができる。まず、市民の権利を国籍に基

づき国家から付与される権利であるとしたため、権利の保障者としての国家との結びつき

が密接となったことである。マーシャルは、社会的権利を福祉国家が保障する権利である

と見なしており、そこでは、国家に抵抗する権利としての公民的権利との緊張関係は考恵

されていなかった t0。次に、権利の拡大が国民統合の手段として見なされていたというこ

とである。特に、福祉国家を通した社会的権利の拡大は、教育が受けられなかったために

国民文化から排除されてきた労働者階級を国家に統合し、国家への忠誠心や国民としての

アイデンティティを高めることが意図されていた。教育や医療の拡大によって達成された

とされる社会的権利の保障は、その権利の保障のされ方に国民統合としての性格があらわ

れている。つまり、社会的権利とは、「共通の言語で共通の公共機関を通じ共通の利益を得

る権利jのことを意味していた 110 3つ目は、自由主義的シティズンシップが、公的領域

と私的領域を明確に区別し、公的領域における特定の市民のモデ〉レと結びついたことであ

る。白人、男性、異性愛者の健常者という市民のモデルは、公的領域において、そのモデ

ルから逸脱している、女性、民族的・宗教的少数派、ゲイやレズピアンなどに対して同化

を求めた 12。その結果、特定の市民モデノレである国民との結びつきが強まった。

このように、自由主義的シティズンシップは、国家を権利の保障者とし、権利の拡大を

国民統合と結びつけ、特定の市民モデ、/レに基づく国民と結びついたといえる。

3.国民育成と教育

以上みてきたように、市民共和主義的シティズンシップは、文化的同質性に基づく国民

概念と結びつき、自由主義的シティズンシップは、権利の保障主体である国家と結びつい

てきた。これらのシティズンシップの伝統は、いずれも国民国家と強く結びついてきたと

いう点で、は共通点を持っていた 130

以上のような、シティズンシップと国民国家の結び、つきを補完し、国民国家としての統
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ーに大きな役割を果たしたのが、教育、その中でも特に学校教育であった。スミス

(Smith，A.)は、国民的アイデンティティの基本的な特徴として、「歴史上の領域、もし

くは故国Jr共通の神話と歴史的記憶Jr共通の大衆的・公的な文化Jr全構成員にとっての

共通の法的権利と義務Jr構成員にとっての領域的な移動可能性のある共通の経済Jの 5

つを挙げている 14。これまで述べてきた、シティズンシップど悶民国家との結びつきは、

主に、共通の領域、法的権利と義務、共通の文化を形成するための政治的アプローチの結

果で、あった。しかし、領域や共通の法的権利・義務が制度上共有されるだけでは、国民的

アイデンティティを形成するには十分で、はない。そこで、人々の聞に文化や歴史的記憶が

共有されることを促すことで、制度を補い、国民国家統合に大きな役割を果たしたのが学

校教育であった。国家が運営する学校教育では、支配的な文化、言語、イデオロギーの習

得や、共通の高度な読み書き能力の学習のための機会が提供された 150 具体的には、共通

の歴史や言語の教授、国民的英雄、偉業、文化や伝統の創出、自民族中心主義的なアプロ

ーチ、「我々 Jと「他者」の違いの強調、国旗、国歌、国家行事といった国家の象徴の使用

とし、う手法が用いられた 160

本節では、シティズンシップ概念とナショナリティの融合過程と、そこで大きな役割を

果たした学校教育の位置づけとその特徴について述べてきた。次節では、ナショナリティ

と融合したシティズンシップの育成という学校教育の特徴について、日本の文脈の中で取

り上げて論じでして。
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第2節国際理解教育・グローバル教育の特徴と課題

前節では、ナショナリティと融合したシティズンシップの育成という学校教育の特徴に

ついて述べてきた。それでは、日本の学校教育の中にもそのような特徴がみられるのであ

ろうか。日本の学校教育制度は、 1872年の学制発布をきっかけに本格的に整備され始め、

国民育成としての教育は、 1900年の第 3次小学校令発布以後、標準的な国語を教授する

「国語科J新設、体操の必須化などの「均質な場所で、均質な内容を、均質な時間におい

て、均質に経験させるJ教育の形成過程で成立したとされている 17。以降、日本の学校教

育は、国民育成としての性格を保持している。国民育成としての教育が、特に社会系の教

科や領域を通して行われてきたことについては既にいくつかの研究の中で、論じられている

ため 18、ここでは取り上げない。本論文は、国際化・グローパル化の中で変容を求められ

ているシティズンシップ概念に焦点を当てているため 本節では、日本において国際化・

グローパル化に対応したシティズンシップ育成のあり方を模索してきたと思われる国際理

解教育やグローパノレ教育の流れに注目していく。特に、国際理解教育が持っている国民教

育としての性質や、それへの批判として提唱された多文化共生のための国際理解教育・グ

ローパル教育に焦点を当てて論じていく。

1. r世界の中の日本人j育成のための国際理解教育

日本の学校教育における国際理解教育の取り組みは、1950年代のユネスコ共同学校事業

への参加をきっかけに始まる。しかし後に述べるように、この取り組みは、一部の学校で

の実践に留まり、大きな広がりを持たないまま 1960年代末には衰退する。国際理解教育

が、学校教育に実質的な影響を与えるようになったのは、 1970年代以降である。ここでは

まず、 1970年代から 1980年代の政府主導の国際理解教育を取り上げ、それが、同質の文

化・伝統を基盤とした国民育成として特徴づけることができることを明らかにしてし、く。

1970年代は、高度経済成長に伴う企業の海外進出による、現地での摩擦や海外・帰国子

女への教育保障といった国際化への対応が政府レベルで初めて取り上げられるようになっ

た時期である。 1974年の中央教育審議会答申『教育・学術・文化における国際交流につい

て』では、戦後、日本は、欧米諸国の知識・技術を吸収することを重視してきたが、諸外

国と相互理解を構築する努力が十分で、なかったという反省を行っている。そして、「日本お

よび諸外国の文化・伝統について深い理解をもち、国際社会において信頼と尊敬を受ける
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能力と態度を身につけた日本人Jの育成が国際理解教育の基本的な課題とされた 190 この

課題を実現するために国際舞台で活躍する日本人のモデ、ルとしての海外・帰国子女の教育

が重視された20。ここで特徴的であるのは、国際社会で信頼と尊敬を受けるための前提と

して、自国および諸外国の文化・伝統への理解が位置づけられていることである。また、

この答申では文化について「民族固有の文化Jr異質の文化Jという言葉で言及している。

つまり、ここでは、一国の文化を民族問有の同質的文化として、また他国の文化を「異質J

なものとして位置づけた上で、それらを理解することが国際社会に生きる国民としての資

質だとされている。ここには、前述の同質的な文化や伝統の創造、「我々j と「他者」の区

別といった、国民教育の特徴がみられる。

国民教育としての特徴は、その後も受継がれている。 1989年の『臨時教育審議会最終答

申』では、国際社会において真に信頼される日本人、すなわち、「世界の中の日本人Jの育

成が重要であるとして、以下の 3項目が強調されている 210

① 広い国際的視野の中で日本文化の個性を主張でき、かっ多様な異なる文化の優れた個

性をも深く理解することのできる能力が不可欠である。

② 日本人として、国を愛する心を持つとともに、狭い自国の利益のみで物事を判断する

のではなく、広い国際的、人類的視野の中で人格形成を目指すという基本に立つ必要が

ある。なお、これに関連して、国旗・国歌のもつ意味を理解し尊重する心情と態度を養

うことが重要であり、学校教育上適正な取扱いがなされるべきである。

③ 多様な異文化を深く理解し、十分に意思の疎通ができる国際的コミュニケーション能

力の育成が不可欠である。

この答申では、国際社会に対応するための資質に関して、広い視野を持つこと、異文化

の理解、コミュニケーション能力など、より具体的な記述がなされている。しかし、その

一方で、日本文化の固有性の認識や愛国心が、「世界の中の日本人」育成の基盤として位置

づけられているとしづ構造は、 1974年の中央教育審議会答申と同じである。ここでは、文

化の固有性の主張に加えて、国旗・国歌という国家のシンボルを重視しているという点で、

国民教育としての特徴を持っているといえる。

以上、 1970年代から 1980年代までの国際理解教育とその特徴についてみてきた。これ

らの取り組みは、すでに指摘したように、国家固有の文化や伝統の創出、「我々jと「他者J

の区別、国旗・国歌の使用など、国民教育としての特徴がみられる。つまり、この時期の

国際理解教育は、国際化時代の国民育成の教育として位置づけることができる。
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2.多文化共生のための国際理解教育

以上のような、国民育成としての国際理解教育では、国家固有の文化を深く理解するこ

とが、国際化社会に生きる国民としての資質であるとされていた。 このような国民教育と

しての国際理解教育が現実に合わないということで批判が出され始めるのが 1990年代半

ば以降である。この背景として、日本の小中学校や梅外の日本人学校や補習学校に在籍す

る、異なる文化的背景をもっ子どもや外国籍の子どもの数が急増したことが挙げられる。

例えば、 1989年の「出入国管理及び難民認定法jの改正によって、南米日系人やその家族

に「定住者」としての在留資格が付与されるようになり、ブラジルやベルーからの日系移

民の「出稼ぎJ者が増えた。そして、同伴してきた子どもが小中学校に在籍するケースが

急増した22。また、海外の日本人学校や補習授業校でも、 1990年以降、国際結婚の子ど

もや、外国籍の子ども、長期滞在・永住者の子どもが通うようになり、日本人の育成を前

提に構成されてきた教育の見麗しが求められるようになっている 23。

このような状況を反映し、国際理解教育に言及した政府文書の内容にも変化が見られた。

1996 年の中央教育審議会答申 ~21 世紀を展望した我が国の教育の在り方について 24 .ß の

第三部では、「国際化と教育j について以下の 3点が強調されている。

① 広い視野を持ち、異文化を理解するとともに、これを尊重する態度や異なる文化をも

った人々と共に生きていく資質や能力の育成をはかること。

② 国際理解のためにも、日本人として、また、個人としての自己の確立を図ること。

③ 国際社会において、相手の立場を尊重しつつ、自分の考えや意思を表現できる基礎的

な力を育成する観点から、外国語能力の基礎や表現力等のコミュニケーション能力の

育成を図ること。

この答申の特徴的な変化として、異文化を理解・尊重し、異なる文化を持つ人々と共生

するための資質や能力の育成が目指されるようになったことである。これは、学校に在籍

する子どもの背景の多様化を反映し、文化的同質性を教育の基盤とすることの限界の認識

から付け加えられた項目であると考えられる。しかしながら、その一方で、依然として国

家の歴史や伝統文化の学習を通した日本人としての自覚の確立も重視されている。②に関

する説明を詳しくみてみると、国際理解のためには、国の歴史や伝統文化の理解に基づく

日本人としての自己確立が必要であり、そのためには個の確立が必要であると述べられて

いる。また、個の確立、国民としての自己の確立、国際理解教育は「同心円をなすものJ

とされている。こここで注目したいのは、国民としての自己の確立の基盤が国の歴史や伝
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統文化におかれていることに加えて、自己の拡大が国家レベルで留まっていることである。

一見すると、異なる文化の尊重は このような自己確立の方針と矛盾する提案であるよう

に思われる。しかし、答申では、日本人としての文化を維持しつつ他の文化を理解するこ

とが、矛盾しないものとして学ぶことができるとされているのである。このことより、 1990

年代後半以降の国際理解教育は、現実の変化に合わせて国民育成と矛盾しない形で、多文

化共生を目指していることが特徴として指摘できる。

3.地球市民育成のためのグローパル教育

以上の多文化共生のための国際理解教育とは異なる流れから出てきているのが、ユネス

コ国際理解教育の流れを受継ぐ、国際理解教育・グローパル教育である。近年では、国際

理解教育とグローパノレ教育という用語は、ほぽ同義のものとして使用されているが25、こ

こでは、他の流れとの区別するため、あえてグローパル教育として説明を行う。まず、日

本のグローパノレ教育の起源として参照されるユネスコの国際理解教育と日本への受容につ

いて述べ、それを受継いで提唱されてきたグローパル教育の地球市民育成という目標につ

いて明らかにする。

日本の学校教育における国際理解教育の取り組みは、 1951年にユネスコ加盟後、日本ユ

ネスコ国内委員会および文部省が窓口となって、ユネスコ共同学校事業へ参加を行ったこ

とから始まる。ユネスコ共同学校事業とは、ユネスコが国際理解教育推進・研究のために

行った実験校設置のプロジェクトであり、ユネスコ共同学校とは、ユネスコが、国際理解

教育の実験的な実施に参加できる学校として加盟各国に募ったものである。日本からも、

最大規模であった 1968年には小・中・高校合わせて約 30校が参加した260 文部省が、

ユネスコ共同学校事業を意欲的に推進した背景には、ユネスコを、戦後の国際社会復帰の

ノレートとみなしていたことがある 270

ユネスコの国際理解教育は、世界を人類の普遍性に基づく一つの共同体として認識し、

人類の一員としての地球市民を育成しようとするものであった。この構想は、冷戦下で、

国民国家の存在を否定しているかのように聞こえるという批判を受けたが28、1960年代

のアフリカ諸国のユネスコの加盟による開発問題への取り組みや、1970年代のローマクラ

ブの報告書『成長の限界29 ~をきっかけとしたグローパノレ・イシューへの関心の高まりに

よって、超国家的な視点に立った教育の必要性が確認されてきた。 1974年にまとめられた

「国際理解、国際協力および国際平和のための教育、ならびに人権および基本的自由につ
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いての教育に関する勧告j は、現在でもユネスコ国際理解教育の骨子を示す文書として参

照される 300

以上の理念のもと行われてきたユネスコ国際理解教育への取り組みも、1960年代後半に

は衰退し 70年代には停滞する。その理由として、ユネスコ共同学校事業が、限定された

学校のみ留まったこと、それが各国の実践の比較・研究のために「人権の研究Jr他国の研

究Jr国際連合と専問機関の研究jとし、う限定された研究主題が課されたこと、理念の崇高

さから各学校の現実や児童・生徒の興味に即したものとはならなかったことが挙げられる

3 1。このようにユネスコの国際理解教育は、 1970年代には一度停滞している。しかし、

1980年代以降、その理念は、グローパル教育というかたちで受継がれることになる。

1980年代以降、日本の一部の研究者や現場の教師によって、アメリカ合衆国のグローパ

ル教育やイギリスのワールド・スタディーズ(後のグローパル教育)が紹介されるように

なる。アメリカとイギリスのグローパル教育が盛んに紹介された背景として、ユネスコの

理念を十分に受継がず、国民教育として行われてきた日本の国際理解教育への批判と、そ

れに代わる教育の提案の必要性の自覚があった。それらを紹介した論者の論考には、ユネ

スコの 1974年の教育勧告と、グローパノレ教育との関連を指摘するものが多くみられる 320

ここから、日本においてグローパノレ教育は、ユネスコが目指した世界共同体、地球市民育

成の構想を受継ぐ教育として導入されてきたことがわかる。

グローパル教育の世界観は、国家に限定されない超国家的なものである。その特徴は、

次の3つにまとめることができる 33。第一に、世界を、国家の集合体ではなく、相互依存

関係にある一つのシステムとして捉えることである。このような世界観を象徴的に示す言

葉として、「宇宙船地球号Jr地球村(グローパノレピレッジ)Jなどが使われた。第二に、現

在の世界は、民族・地域紛争、環境、貧困、移民、核拡散・軍縮など、一国では解決でき

ないグ、ローパルな問題を抱えており、国家を超えた協力関係によって問題解決に取組まな

ければし、けない状態にあるものとして認識することである。この世界観に基づき、国家が

自国の利益の増大のみを追求する「国益主義」が批判され、 f人類益Jr地球益j の追及を

優先すべきであるとしづ価値も重視された。第三に、国境を越えた人の移動が増加し、国

内や地域内に異なる文化を持つ人々が暮らすようになったという認識である。

以上のような世界観に基づくグローパル教育について大津和子は、「地球社会を一つのシ

ステムとみなし、地球社会の責任ある市民として生活していくために必要な資質を育成し

ようとする教育である」とし、多文化理解教育・開発教育・平和教育・人権教育・環境教
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育などグローパルな視野をもっ諸教育を包摂するものとして定義した34。また魚住忠久も、

以上の世界観に基づく教育を、「個人として、人間として、地球人として、グローパル社会

のメンバーとして、知性的に責任をもって生活するに必要な諸能力を子どもの中に育成す

るような教育」と定義している350

これらに加えて日本のグローパル教育に特徴的なのは、ユネスコ国際理解教育にならっ

て、人権という普遍的価値を教育の基礎においていることである 36。米田伸次は、国際的

には国連の動きからみて「人権を人類共通の普遍的価値として捉えるということは、もは

や歴史の方向である」と述べる。そして国内では、「他者の人間としての尊厳と人権への認

識が欠落している」ために、いじめ、在日朝鮮・韓国人、被差別部落出身者などに対する

差別事件が起こっており、日本は「人権途上国j としづ海外からの批判を受けているとし

て、人権をグ‘ローパノレ教育の基礎とすることを主張している370

このようにグ、ローパル教育は、社会認識の基盤を国家ではなく国家を超えた地球社会に

おき、教育目標を国民育成ではなく地球市民の育成とし、中心的価値を国民の共通文化・

伝統ではなく普遍的価値におくことで、国民教育を外から相対化しようとした試みで、あっ

たと言える。

4.国際理解教育・グ、ローパル教育の課題

以上の考察をまとめると以下のようになる。まず、高度経済成長期に国際化への対応と

して導入された日本の伝統・文化理解に基づく国民育成としての国際理解教育の流れがあ

った。そして、教育現場での外国籍の児童生徒の急増という変化に伴い、国民育成として

の国際理解教育が批判され、多文化共生のための国際理解教育が提案された。また、それ

とは異なる方向からの批判として、ユネスコ国際理解教育に起源を持つ地球市民育成のた

めのグ‘ローパル教育が提案された。

国民育成としての国際理解教育、その後に出された多文化共生としての国際理解教育、

地球市民育成のためのグローパル教育の対応関係を、下の表 1・1に示した。多文化共生の

ための国際理解教育と地球市民育成を目指すグローパル教育が、国民育成としての国際理

解教育を批判する中で問題にした点は、「中心的な問"¥Jに示すように 2つに整理で、きる。

まず、どの地理的レベルの成員を育成するのかということである。国民育成としての国際

理解教育が、国家を主軸においていたのに対し、グローパル教育の支持者は、地球の成員

育成を行うべきだと主張した。もう 1つは、社会の統合原理を何にするのかということで
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ある。国民育成としての国際理解教育は、社会の統合原理を、国家の同質的な文化・伝統

におくため、日本の文化や伝統の理解に重点がおかれた。これに対し、多文化共生のため

の国際理解教育では、異なる文化を尊重し、共生していくための資質能力の育成が主張さ

れている。一方、グローパル教育の論者は、同質的な文化・伝統に代わる、普遍的価値の

尊重の重要性を主張している。

表 1・1中心的な問いと国際理解教育・グローパノレ教育の対応表

中心的な問い 国民育成としての国際理解教育
多文化共生のための国際理解

教育グ←叩育の提案 J
どの地理的レベルの

国家(国民育成)
成員を育成するのか

地球(地球市民育成)

社会の統合原理は何
国家の同質的な文化・伝統

異なる文化の尊重と共生 1 
カ通

普遍的価値の尊重

(表は、筆者作成)

それでは、多文化共生のための国際理解教育とグローパル教育は、国民教育としての国

際理解教育の課題に十分に応えることが出来ているのであろうか。結論から述べると、そ

れらの国際理解教育およびグローパル教育の提案は、いずれも、国民教育としての国際理

解教育の問題点を十分に克服するものではないと考える。

第一の、国民育成ではなく、地球市民育成を、教育目標にすえるべきであるという提案

は、「国民育成Jと「地球市民育成」の二者択一的な捉え方に問題があると言える 38。国

際理解教育・グローパル教育は、国民教育としての国際理解教育への批判という文脈の中

で導入されてきたため、それを普遍的価値の立場にたって外部から批判するという形をと

った。そのため、「国民育成」と「地球市民育成Jは相互排他的なものとされ、二者択一的

に語られたので、あった。このような捉え方の最大の問題点は、どのような内容であれ国家

レベルの教育の否定につながりかねないことである。このような点を懸念する論者からは、

グローパル教育は、国家が公教育制度を保持しているとしづ現状や、全ての成員に平等な

教育を保障するために国家が果たしてきた役割を楽観視しすぎているという批判がだされ

ている 39。グ、ローパル化の進展をふまえつつも、国家レベルの教育をすべて否定するので

はなく、その役割を位置づけ直すことで、国家および国家の下位レベル上位レベルを含め

た、複数の地理的レベルにおける成員育成のあり方を構想する必要があるといえる。
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第二の、社会の統合原理を、同質の文化・伝統ではなく、多様な文化の尊重と共生にお

くべき、あるいは、普遍的価値にすべきであるという提案については、それぞれの問題点

が指摘できる。まず、多様な文化の尊重と共生を主張する国際理解教育の問題点として、

それが、一国家=一民族=一文化とし、う等式を強聞に保持しており、「日本人jと「外国人J

という構図を作りだすことになっていることが指摘できる。馬沸l仁は、海外・帰国子女教

育の担い手である海外駐在員、海外日本人学校教師、海外子女の保護者を対象に、国際理

解に関する見解についての調査を行った結果、それらのグループの人々の言説の中に「文

化本質主義的」見解が見出されることを明らかにした 400 r文化本質主義的」見解とは、

日本人、日本文化、日本社会がユニークで特殊な存在であると捉えると同時に、日本人以

外は日本人どは異なる文化・社会に属するものとして一括するという傾向を持つ見解であ

る。この立場に立つ場合、「日本人Jと「外国人jの境界は明確で、固定的で、変化しにく

いものとなる。また、白文化内部や異文化内部での差異には無関心あるいは無視する傾向

を持つO このような文化本質主義的な立場からの多文化理解は、自らの文化が変容するこ

とを考慮せず相互理解が可能であると考える点で、「ナイーブJかつ、対立の想定されない

「コンフリクトフリーJなものとなる傾向がある 410 このように「日本人Jと「外国人J

のアイヂンティティの境界を強固なものと捉えることの問題点は、外国人児童生徒を受け

入れる学校現場でも、常に「日本人jは支援する側、「外国人Jは支援される側という関係

性を作りだしてしまうとして指摘されている 42。以上のように、多文化共生を目指す国際

理解教育は、文化的同質性を要求しないという点で国民教育の課題に一定の解決策を提示

している。しかし、それが、自らのアイデンティティのゆらぎを想定しない多文化共生を

意図しており、既存の関係性の編みなおしに繋がらないという限界があった。従って、「日

本人Jなど国民としてのアイデンティティ枠組み自体を問い直した上で、共生を模索して

いくことが求められているといえる 430

次に、普遍的価値の尊重を主張するグローパル教育の問題点として、普遍的価値の抽象

性や心情的理解への倭小化としづ問題がある。まず、普遍的価値が明確に定義されていな

いため、暗黙のうちにグローパル教育の提唱者の言う普遍的価値を前提とする可能性があ

るということである。実際、アメリカやイギリスのグローパノレ教育に関する研究では、自

国の価値観を絶対化し、それを世界大に拡大していくという思想があったことが指摘され

ている 44。アメリカのグローパル教育を研究した魚住は、「日本的特殊性Jと「地球的普

遍性」の統合を目指す必要があるとして、「地球的普遍性jの観点から吟味した「日本的特
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殊性jをグローパル教育の基盤とすることが提案する 450 しかし、ここでは普遍的価値が

具体的に何を意味するのかについては明確にされていないため、結局は、提唱者の論にそ

の内実を求めざるを得ないという問題がある。

一方、普遍的価値を人権であると定義する場合でも、それを道徳的・心情的な側面から

のみ理解される傾向があるという問題がある。阿久津麻里子は、人権教育の従事者への調

査より、人権が「思いやり」といった心情的価値として理解されることが多く、実定法に

具体化された一つひとつの人間の権利であるとの理解は十分ではないと述べている 460人

権を、道徳的・心情的な側面から取り上げるという点については、グローパノレ教育の代表

的な教材である、『外国人労働者問題をどう教えるか』にも見ることができる。教材は、日

本に来る外国人労働者を主題とし、「①問題の発見Jr②原因の探求Jr③心情への共感Jr④ 

価値の究明Jr⑤態度の育成、社会的参加JrまとめJという場面からなる学習として計画

されている。この教材は、確かに「①問題の発見」の場面では、外国人の不法就労問題と

国際人権規約を関連付けて学ばせようとするなど、人権を法的な側面から理解させようと

する計画となっている。しかし、「③心情への共感」の場面では、「マイノリティや異文化

を持つ人Jの労苦を理解し、その人たちの立場に立つことが目指される 470 また、「⑤態

度の育成、社会的参加jの場面では、「共に生きる」ための態度として、相手の立場を理解

するスキル左「思いやる心」の育成が目指されている 480 このことより、少なくとも本教

材の中で、知識だけでなく態度や社会参加のスキルを育成する場面では、道徳的・心情的

な人権理解が強調されているといえる。

人権が、道徳的・心情的な理解に留まる場合、個人間の関係性のみが問題とされ、人権

は、国家や超国家レベルの政治参加につながるような権利や政治的価値としては理解され

ない。そのため、国家の価値観を相対化する概念にはならないといえる。以上のように、

グローパル教育が主張する普遍的価値は、それが抽象的な定義や道徳的・心情的な理解に

とどまっているため、文化的同質性に代わる社会統合の原理とはなりえていないといえる。

これまでの議論をふまえて国際理解教育・グローパル教育への批判を踏まえた課題をま

とめると、①複数の地理的レベルにおける成員育成のあり方の構想、②文化的同質性や固

定的・本質的な「国民Jを前提にしない社会の多様性の認識、③そこにおける具体的な統

合原理の解明、という課題が指摘できる。次節では、これらの課題に示唆を与えるものと

して、多元的シティズンシップとし、う概念を提案し、その類型についても述べてし、く。
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第3節多元的シティズンシップとその類型

前節では、国際理解教育・グローパル教育の課題として、①複数の地理的レベルにおけ

る成員育成のあり方の構想、②文化的同質性や固定的・本質的な 11国民」を前提にしない

社会の多様性の認識、③そこにおける具体的な統合原理の解明、の 3つを示した。本節で

は、これらの諜題に応えるものとして、「多元的シティズンシップ(multiplecitizenship) J 

という概念に注目して論じていく。また、多元的シティズンシップの 2つの類型枠組みを

提示する。

1.多元的シティズンシップの概要

本研究では、多元的シティズ、ンシップを、国家と個人が一対ーの対応関係にある「ー元

的シティズンシップj ではなく、政治的意思決定の場を、国家の上位・下位レベルに多元

化・重層化するシティズンシップ構想という意味で使用する。このような構想を持つ論者

の1人がヒーター (Heater，D.)である。ヒーターは、多元的シティズンシップとは、国

家と個人が一対一対応にある「一元的シティズンシップj とは異なり、複雑なシティズン

シップの現実を反映する概念であるとする。そのため、「多元的Jとは、正確に定義される

ものではなく、「幅広い種類のシティズンシップのスタイルを説明するために使用jされる

ものであるとしている 490 ヒーターが、多元的シティズンシップを主張する根拠は、シテ

ィズンシップとは、歴史の中で多様かっ複雑なものとして存在してきており、その現実を

反映すべきだと考えているからである。例えば、ヒーターは、ローマ帝国・ルネッサンス

時代から、現代までの歴史をたどる中で、二重国籍、市民社会、 EU市民権、連邦制、世

界市民権などが存在してきたと主張する 50。従って、多元的シティズンシップとは、「一

元的シティズンシップ」では説明できない、これら全てのシティズンシップを説明するた

めの概念、であると言える。

しかし、その一方でヒーターは、多元的シティズンシップを、異なるシティズンシップ

構想、の評価軸になりうるような、抽象的で包括的なシティズンシップモデ、ルとして、より

積極的に定義するという提案も行っている。その理由として、国連が人権の領域で、行った

ように、普遍的なシティズンシップの基準を設けることによって、各国家は、自国のシテ

ィズンシップの実践の質を評価することが可能となることや、教師自身が、包括的、普遍

的、バランスのとれたシティズンシップ概念を知ることで、教師の専門性を保護すること
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ができることを挙げている 51 包括的なシティズンシップモデ、ルとしての多元的シティズ

ンシップには、地理的次元、シティズンシップの要素の次元、教育の次元が含まれる。そ

して、それらが重なり合うところにシティズンシップが存在すると考えられる。つまり、

多元的シティズンシップは、権利、徳、アイデンティティというシティズンシップの要素

が、地域、国家、大陸、世界という地理的レベルにおいて経験され、それを支える知識、

スキル、態度が教育を通して学ばれること、と定義されている 52。この教育を通した資質

育成の中でも特に重視されているのが、アイデンティティを単一的、園定的にとらえない

で、個人の多元的なアイデンティティを尊重するということである。つまり、自己と他者

との関係性を「我々対他者J、「国民対外国人j というこ項対立で捉える思想枠組みの変革

を迫るということである 530

それでは、以上のような構想を持つ多元的シティズンシップは、国際理解教育・グロー

パル教育の課題に対して、どのように応えるものとなっているのであろうか。まず、多元

的シティズ‘ンシップは、地域、国家、リージョナル、グローパノレレベルの成員育成を視野

に入れているという点で、国民育成かグローバル市民育成かという二者択一には陥ってい

ないといえる。次に、多元的シティズンシップは、「我々対他者」、「国民対外国人」という

こ項対立の思想枠組みの変革を求めていることから、「国民Jという枠組みの捉えなおしと

いう課題にも応えるものとなっている。ただし、 3つ目の社会の多様性の統合原理につい

ては、具体的な文脈によって異なってくる可能性があると思われるため、更なる考察が必

要である。次にこの点を中心に述べていく。

2.多元的シティズンシップの類型化

多元的シティズンシップは、政治的意思決定の場を、地域、国家、リージョン、ク、、ロー

パルという複数の地理的レベルに多元化・重属化していくシティズンシップ構想である。

本研究は、多元的シティズンシップに関する議論を、社会統合原理を何に置くのかという

点から、国民的アイデンティティを統合原理とする立場と、法原理そのものの中に統合原

理を見出そうとする立場の2つに類型化する 540

(1)国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ

第一は、超国家レベルに政治の場が拡大することを否定しないが、現在の世界において

民主主義の理想を実現するのに最も有効な選択肢が民主主義国家であり、これをより良く
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機能させていくための前提として、国民的アイデンティティ (nationalidentity)の形成

が必要だとする立場である。テイラー(Taylor，C. )は、民主主義国家とは、国民一人ひとり

に、国家の問題関心を共有し、政治に参加するなど、多くの積極的関与を求める政治体制

であり、人々の国家に対する積極的関与を引き出すには、人類に対するよりも、同国人と

の強い結びつきを醸成することが必要であると述べる 55。そして、同国人同士の強固な結

びつきを作り出すのが、国民的アイデンティティであるとされる。ミラー (Miller，D.)も、

民主主義国家を支えるには、法原理の共有のみの結びつきでは十分ではなく、国民的アイ

デンティティティのような、より濃密な連帯が必要であるとしている 560 つまりこの立場

の論者は、法に基づく社会統合を支持しつつも、それを可能とする動機付け・条件として

の国民的アイデンティティ形成の必要性を主張しているのである 570 ただし、ここで想定

されている国民的アイデンティティは、閉鎖的な種類のものではない58。国民的アイデン

ティティは、特殊な共同体のメンバーであることと対立しない。つまり、ケベック人であ

りながらカナダ人であるという例にみられるように、国家への多元的な帰属の仕方が認、め

られる状態を指すのである 590

以上のように第一の立場では、民主主義国家を維持するために必要である、同国人を統

合する国民的アイデンティティの形成が目指されていた。しかし、それは、文化的共同体

など国家の下位レベルの共同体への所属を否定するものではないという点で、閉鎖的なも

のとしては構想されていなかった。本研究では、以上のような多元的シティズンシップを、

「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップJと呼ぶこととする。

(2)法を統合原理とする多元的シティズンシップ

第二は、国民的アイデンティティを必要とせず、国境を越えて共有される法を社会の統

合原理とするとしづ立場である。ハーパーマスは、「複合社会で市民全体がまとまりうるの

は、もはや実質的な価値観の一致によってではなく、ただ正当な立法および権力行使の手

続きに関する合意によってである」と述べる 60。ここでは、民主主義国家の実践への積極

的関与を引き出すために、国民的アイデンティティを設ける必要はなく、法そのものの中

に市民同士を結びつける契機を見出すことが提案されている。また斉藤純一は、法原理に

基づく社会統合を志向する場合に、人々の聞に政治的連帯や相互の信頼を作り出していく

のは、「互いの主張に対する応答の反復j であるとする 61 つまり自分の主張が、無視さ

れるのではなく正当なものとして扱われ応答が返されるとしづ経験の積み重ねが、人々
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の聞の信頼を醸成するというのである。またこの経験は、法秩序の維持と更新に対する市

民の積極的な関心や関与を促すとされている 620 このような法による統合は、国家の具体

的な文脈に位置づくものであるが、固有の集団的アイデンティティを持った諸集団におけ

る「倫理的統合」とは厳密に区別される。これによって、移民に対して国内の主流文化へ

の同化を求めることとは区別される 63。

以上のことより、第二の立場では、民主主義国家を維持するために、国民的アイデンテ

ィティを形成する必要はなく、五いの主張に対する応答の反復によって連帯を形成し、自

らが公正に扱われる経験を重ねることによって、法秩序の維持と更新に対する積極的な関

与が見出されると考えられていた。さらに、法に基づく政治的統合と、集団的アイデンテ

イティを持った諸集団の倫理的統合が厳密に区別されることで、新たに社会に参入した人

への同化の強要や、所属するアイデンティティ集団を選択したり、そこへの所属を拒否す

る自由の侵害を避けることを意図していた。本研究では、以上のような多元的シティズン

シップを、「法を統合原理とする多元的シティズンシップ」と呼ぶこととする。

以上のように、本研究では、多元的シティズンシップを、「国民的アイデンティティを統

合原理とする多元的シティズンシップ」と「法を統合原理とする多元的シティズンシップj

の2つに分ける。そして、次章以降、各々のシティズンシップを育成する教育の具体的事

例であると思われるシティズンシップ教育に着目し、その特質を明らかにする。具体的に

は、第 2章、第 3章では、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズン

シップJを育成する教育を、第 4章、第 5章では、「法を統合原理とする多元的シティズ

ンシップj を育成する教育を取り上げる。
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第2章国民的アイデンテイティを統合原理とする多元的シティズンシップ教育

ーイギリスのシティズンシップ教育の導入背景、目的、目標ー

本章では、国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ教育の典

型例としてイギリスのシティズンシップ教育をとりあげ、その導入背景、目的、目標につ

いての分析を行った。

第 1節では、イギリスのシティズンシップ教育は 主に民間レベルで研究・実践されて

きたが、 1980年代後半以降、政府文書の中で正式に位置づけられるようになったこと、そ

の導入に際して、グローパル化に対応するための経済政策、治安維持、移民対策という背

景があったことを明らかにした。

第 2節では、イギリスのシティズンシップ教育の政策文書の分析を通して、目的と目標

について考察を行った。その結果、まず、重視される地理的レベルについては、地域・国

家を重視する立場と、超国家レベルを含めるべきだとする立場の両者の主張が盛り込まれ

たことで、結果的に、多元的シティズンシップの育成が目標とされていることを明らかに

した。また、多様性とその統合原理の学習については、『クリック・レポートJでは、国民

的アイデンティティについて明示されておらず、その解釈は現場に委ねられていた。これ

に対し、『アジエクボ・レポート』では、多様な人々の解釈に開かれたイギリス社会の政治

的価値(共有価値)と、それに基づく国民的アイデンティティの形成が目指されていたこ

とを明らかにした。さらに、この提案に批判的な、普遍的人権に基づく社会統合の提案も、

一定程度『ナショナル・カリキュラム』に盛り込まれたことを述べた。

34 



第2章国民的アイデンテイチイを統合原理とする多元的シティズンシップ教育

ーイギリスのシティズンシップ教育の導入背景、目的、目標-

第1節イギリスのシティズンシップ教育の導入背景

イギリスでは、 2002年より中等教育段階 (11"-' 16歳)の必修教科としてシティズンシ

ップ教育が導入されたが、この導入に至るまで学校教育の中で、シティズ、ンシップ教育が

はっきりとした形で取り上げられることはほとんど無かった。本節では、イギリスにおい

てシティズンシップ教育が教科として導入されるに至った経緯を、 4つの画期に分けて整

理する 10 第一期は、憲法学習としての政治教育(1818年""'1969年)、第二期は、政治的

リテラシーのための教育(1970年----1970年代後半)、第三期は、グローパル市民育成のた

めの教育 (1970年代後半-1988年)、第四期は、新教科としてのシティズンシップ教育

(1988年~現在)である。

1.憲法学習としての政治教育

第一期(1818年---1969年)では、 1818年に男子普通選挙、女子制限選挙が実施される

ようになったことを受けて、政治教育の議論が始まった20 エリート向けの学校では、政

府や軍隊の指導者養成としての政治教育が行われたが3、一般市民向けの学校では、大英

帝国の地図や記念日を通した帝国の理想、の精神を形成する教育が中心であり、そこで目指

されたのは従順で受動的な市民であった4。第二次世界大戦後も、一般の学校で市民教育

が行われることはほとんどなかった。政府は、法や規則に従頗に従う「良い市民Jの育成

のみを認めるという態度であったため、学校では、「イギリスの憲法jの知識を教える教育

が行われる程度で、あった50

2.政治的リテラシーのための教育

第二期 (1970年---1970年代後半)では、 1970年に成人の年齢が 18歳に引き下げられ、

学生が投票できるようになったことで、義務教育段階における政治教育に関する議論が高

まっている九政治教育の義務教育への導入に積極的な論者は、若者の政治的無知は、子

どもたちを政治の周辺へ左追いやって来た結果であると主張し導入を推進しとうとしたの

に対し、導入に消極的な論者は、学校での政治教育を通した左派による政治的教化を懸念
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した 7。このように、政治教育の必要性は認識されるものの、学校教育への導入に対して

は、賛否両論が存在していた。

このような状況の中で、議会制民主主義と政治参加の促進を目指す、独立した慈善団体

であるハンサード・ソサイエティ (HansardSociety)は、党派的でない政治教育の推進

を目指し、 1974年に、政治教育の研究・カリキュラム開発プログラムである「政治教育の

ためのプログラム(Programmefor Political Education， PPE)Jを立ち上げた。作業部会の

議長に、当時ロンドン大学の政治学教授で、あったクリック(Crick，B.)を迎え、中等学校の政

治・経済教育の教師であったポーター (Porter，A.)らが協力している。また、作業部会ど

は別にヨーク大学に政治教育研究部局が設けられ、教育学者のリスター(Lister，1.)が中

心的に関わった80

プログラムの目的は、中等教育段階の全ての生徒の「政治的リテラシー(political

literacy)Jを促進することであった九政治的リテラシーとは、政治理論の分析を行うため

の能力ではなく、知識やスキルを活用し、社会に影響を及ぼし変化を与えるために行動す

るのに必要な能力であると定義される 100 そのため、政治的リテラシーは、知識だけでは

なく、スキルと態度も含むものとされた。

プログラムの特徴として、「政治j を、以下の 2点において広く定義したことが挙げら

れる 11 第一に、政治とは、人々の聞の異なる利害や理想、の対立であると捉える点である。

対立関係としての政治は、立憲秩序や既存の合意によって予測できないものである。従っ

て、政治の理解とは、対立関係と対立の理由を認識し理解することであるとされる。第二

に、政治とは、不平等に分配された権力や資源へのアクセスであると捉える点である。こ

のように捉えることで、政治は、中央・地方政府の活動の中だけでなく、家族、地域、学

校、クラブ、インフォーマノレグループなど、日常生活の場にも存在するものとされた。こ

のような政治観に基づき、政治的リテラシー教育では、権力、法、正義、圧力などの概念

的知識と、人々の関係性を規定する自由、寛容、公平などの手続き的価値(procedural

values)を学ぶことが提案された。

このような概要を持つ政治的リテラシー育成のプロジェクトは、批判を受けつつも、政

府関係者、地方教育当局、大学などに受け入れられ、党派的でない政治教育カリキュラム

作成という点においては一定の成功を収めた。しかし、教師にとっては、異なる見解が存

在する中で政治教育に取組むことはリスクが高かったことに加え、具体的なカリキュラム

が多くは開発されなかったため、教育現場での大きな広がりを持たなかった 120
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以上のように、政治的リテラシーのための教育は、 1970年代に学校教育の中で政治教育

に取組むことの妥当性を示し、政治という概念を、国家レベノレから、地域や日常生活レベ

ルを含むものへと拡大したという意義を持っていたが、その成果は実践に十分に反映され

なかった。

3. グローパル市民育成のための教育

第三期 (1970年代後半-1988年)では、ワールドスタディーズ、後のグローパル教育

と呼ばれる流れが主流となる。ワールドスタディーズは、政治的リテラシーのプロジェク

トとほぼ同時期の 1973年に、議員団体から構成されるワンワールド財団(OneWorld 

Trust)の支援により開始されている。ワンワー/レド財団が、ワールドスタディーズのプロ

ジェクトを開始した背景には、自国の政治的理念を対外的に拡張することで国際化に対応

していこうとする思想があったとされる 130 このような政治レベルの意図の一方で、慈善

団体や非政府組織といった民間レベルにおいて、平和教育、開発教育、多文化教育などの

蓄積があったことも、ワールドスタディーズの取り組みを活性化させた背景として挙げら

れる 140 ワールドスタディーズのプロジェクトは、これまでの取り組みに加えて環境やジ

ェンダーなどの視点も取り入れ、社会運動と連動する形で、社会問題の解決を軸とした教

育改革運動に発展してし、く。 1970年代後半から 80年代には、研究者や教師が加わること

でカリキュラム開発と実践が盛んに行われ、その成果が、教師用指導書として相次いで公

開された 15。また、ワーノレドスタディーズプロジェクトの一つの拠点となったヨーク大学

の「グローパル教育センター(centrefor global education) Jでは、カリキュラム開発、教

員養成、機関紙の発行が行われた 160

ワールドスタディーズは、諸々の社会問題に関する教育実践を包括する傘概念として用

いられたため、それが目指す市民像は多岐にわたっていた 170またその内容として、平和、

環境、貧困、人権などの社会問題が取り上げられ、方法として、実際の社会変化に結びつ

く、生徒中心、活動中心の教授法が用いられた 18。ワーノレドスタディーズの取り組みの特

徴として指摘できるのは、平和、環境、貧困、人権といった社会運動と連動した社会問題

を取り上げていることと、一国で解決できない問題の性格ゆえに、国家レベルに限定され

ない、国家聞やグローパルレベルの社会への参加を促していたことが挙げられる。

以上のような特徴を持ったワールドスタディーズのプロジェクトは、学校の教師との協

同研究の成果が教師用指導書として出版されたことに加え、教師教育を通した実践の支援
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が行われたため、現場の教師から大きな支持を得た。しかし、 80年代後半には、保守派論

者からの批判が出されるようになり 19、保守的な思想、を共有するサッチャ一政権もその批

判に耳を傾けるようになったため、ワールドスタディーズは 1988年の『ナショナノレ・カ

リキュラム』が導入されると共に衰退した。また、このような保守派からの批判とは別に、

ワールドスタディーズの推進者自身からもプロジェクトの問題点が指摘されている。例え

ば、ヨーク大学でワールドスタディーズの取り組みに関わったリスターは、以下のような

問題を指摘する。参加型学習などの新しい教育手法に注目するあまり内容が貧弱なものと

なり、生徒の政治や経済に対する理解にほとんど変化をもたらさなかったこと、様々な社

会問題を一つの教育論として取り上げたため、全体としての理論的一貫性に欠けていたこ

と、妥協の無い社会変革を求めたためにバランスの取れた見解を獲得させることにはいた

らなかったこと、などである 200

以上のように、ワールドスタディーズは、シティズンシップ教育を、実際の社会変革と

結び付け能動的な市民育成を目指したこ左や、国内では解決できない問題を取り上げるこ

とで対象となる地理的レベルを拡大したことなど、先駆的な取り組みを行い学校現場での

大きな支持を得た。しかし、ワールドスタディーズは、保守派の論者からの批判を受け衰

退をたどる一方、その推進者からもバランスの取れた認識形成などの点で教育論としての

弱さを抱えていたとの反省がなされた。

4.新教科としてのシティズン、ンップ教育

第四期は、シティズンシップ教育が政府の教育政策の中に明確に位置づけられた 1988

年以降である。サッチャー保守党政権において、 1988年に教育改革法が出され、イングラ

ンドとウエールズの学校に対して法的拘束力を持つ『ナショナノレ・カリキュラム』が作成

された。また、それに対する諮問を行う、ナショナノレ・カリキュラム協議会 (National

Curriculum Council， NCC)が設置された。 NCCは、『ナショナル・カリキュラム』の目

標を達成するためにはより包括的な取り組みが必要であるとし、『ナショナノレ・カリキュラ

ム』に含まれていない、「健康教育Jr環境教育Jrシティズ、ンシップ教育Jr経済理解教育j

fキャリア教育とガイダンスj などの領域を、いくつかの教科間をこえてカリキュラム全

体で取組むクロスカリキュラム(cross.curricular)のテーマとして導入することを提案した

210 これによって、シティズンシップ教育は クロスカリキュラムのテーマの 1っとして

位置づけられた。 NCCが学校向けに配布した指導書は、それまで各学校の取り組みに委
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ねられていたシティズンシップ教育の定義と具体的な内容を明示しているという点で画期

的で、あった220

保守党政権のシティズンシップ教育の目標は、個々人が、政府を頼らず積極的に市民と

しての責任を負い、行動するという「活動的シティズ、ンシップ(activecitizenship) Jの育

成であった230 このようなシティズンシップ像の背景には、以下のような保守党政権の思

想が見られる。つまり、福祉国家の「硬直し官僚化した公共サービスのあり方を見直し、

国家(あるいは地方公共団体などの公的機関)が自ら直接公務員を雇って公共サーピスを

供給することを辞め、民間、非営利団体など供給主体を契約によって市場で、調達し、サー

ビスを供給させることによって、公務員と公共支出を削減し、かっ多様化した顧客のニー

ズに速やかに対応する 24Jという考え方である。このような個人主義・市場主義の政治思

想に基づき、保守党政権下では、自助努力のできる市民としての「活動的シティズンシッ

プJの育成が目指された。

以上のシティズンシップ教育への取り組みは、現在で、は失敗で、あったと評価されている。

その理由としてケアー (Kerr，D.)は、以下の 4点を挙げる 250 r活動的シティズンシップJ

育成という目標、アプローチ、結果についての共通の合意が無かったこと、シティズンシ

ツプ教育が、必須科目ではなくクロスカリキュラム方式で、導入されたため効果的でなかっ

たこと、 NCCによる公的なアドバイスの性質、政治教育を学校に導入することについて

学校現場から不信感があったこと、という理由である。

このような市場至上主義に立つ保守党を批判する形で、政権を取ったのがブ、レア労働党政

権であった。労働党政権も、シティズンシップ教育を国家政策の重点課題として位置づけ

たが、保守党政権とは異なる方向性を持つもので、あった。導入背景として以下の 3つを指

摘できる。第一に、シティズンシップ教育が、国家が全く介入しない自由主義でもなく、

国家による手当てを支給する福祉国家でもなく、教育などの「働くための福祉j を整える

ことで社会的統合を促そうとする労働党の経済政策26と親和的であったことである。今後、

知識を絶えず更新し続けていくことが重要な鍵となる新しい労働市場の国際競争にさらさ

れるとの認識から、人々が多様な技能と柔軟性のあるスキルを身につけ、それを時代に合

わせて常に更新し続けてし、く意欲とスキルの育成が必要で、あるとされた。また、一部のエ

リートに依存するのではなく、国民全般の教育水準を向上させる必要があるとの認識から、

公立学校におけるシティズンシップ教育の導入が図られた27。

第二の背景は、犯罪や麻薬の使用など、若者の社会規範の低下への懸念である。保守党
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政権の市場主義に基づく政策は、急激な経済的・社会的変化を引き起こし、その結果、結

婚、家族、法の遵守などの制度や価値の変化、人々の公的生活への無関心など、公的生活

を支える基盤の崩壊を招いた。このような傾向は子どもたちにも影響を与えている。例え

ば、『ナショナノレ・カリキュラム』導入によって、教師の関心が成績向上に向かい、道徳教

育が切り捨てられる傾向にあったため、生徒の反社会的行動や退学が増加したとされてい

る28。このような状況に対し、労働党政権は、 fコミュニテイj をキーワードとし、そこ

において人々が持つべき協調、連帯、協同関係を実現することを目指した。社会への参加

と責任の自覚を促すシティズンシップ教育は、生き方や意味を探究する「宗教教育jや、

健康教育・環境教育・キャリア教育など現代的な課題に取組む rpSHEJと一体的に推進

されることで、総合的に子どもの心理的・道徳的発達を促す取組みの一部とされた290

第三に、ヨーロッパ統合やグローパル化による社会の多文化化・多民族化への対応であ

る。清田夏代は、保守党政権下の『ナショナル・カリキュラム』は、英語、イギリス史、

キリスト教といった、イギリスの中産階級の文化の学習を強調していた点で、異なる文化

やアイデンティティを持つ人々にとって同化を迫る内容となっていたが、労働党政権のシ

ティズンシップ教育では、そのような価値的統合からは解放され、民主主義的な体制に対

する理解と貢献を行うという市民的資質の育成が目指されていると述べる 300つまり、移

民の増加などによって多様化した社会の統合原理を、既存のイギリス文化ではなく市民的

資質におくことが提案され、それを育成するシティズンシップ教育が導入されたといえる。

以上のような背景の中で労働党政権は、 1997年に『学校に卓越さを(Excellencein 

schools)~ という政策白書を出し、その中で、「学校におけるシティズンシップのための教

育と民主主義のための教授を強化するj ことを主張した。そして同年、シティズンシップ

教育の諮問団 (TheAdvisory Group on Citizenship)を設置した。当時、教育相で、あった

プランケット(Blanket.D.)は、自らの大学時代の，恩師であり、 1970年代の政治的リテラシ

ー教育の代表的な推進者の一人であるクリックを委員長に迎えた。諮問団に課された課題

は、学校におけるシティズンシップ教育の定義と、導入の論理的根拠を確定することと、

実際の内容に関する広いフレームワークを提示することであった310諮問団は、これらに

関する提言をまとめ、 1998年に『学校におけるシティズンシップのための教育と民主主義

の教育:12.n (通称『クリック・レポート~)として出版した。これに基づき 1999 年には、

シティズンシップ教育の『ナショナル・カリキュラム』が制定され、キーステージ3、4

(12歳から 16歳)までの生徒には、 2002年より必須科目として履修を義務化し、キース
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テージ 1、2(5歳から 11歳まで)の児童に対しては2000年から人格教育(PersonalSocial 

and Health Education: PSHE) と合同で、必須科目ではない教科として導入されること

が提案された。

諮問団の報告書作成過程で注目に値するのは、前述の、政治的リテラシー教育やグロー

パル教育の取り組みを含む、独自の取り組みを行ってきた大学・学校・ NPOといった民

間団体が協力・参加したことである。この官民協力の実現は、イギリスの市民育成のため

の教育において初めてあり、評価に値するといえるが、シティズンシップ教育の導入に際

して異なる見解を持つ両者が協議を行ったことで、シティズンシップ教育の内容には、「官

民両者妥協の産物としての性格j が見られる 330 この点については、次節以降で、『クリ

ック・レポート』や、『ナショナル・カリキュラム』の内容に言及する中でふれていく。

以上のように、イギリスのシティズンシップ教育は、主にエリート層を対象とした憲法

教育から、政治的リテラシー教育、グ、ローパル教育という変遷を経て、 2000年以降新教科

として学校教育の中に導入された。
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第2節イギリスのシティズンシップ教育の目的と目標

本節では、 1998年以降に導入されたシティズンシップ教育の骨子を示す報告書と、それ

に対応して作成された『ナショナル・カリキュラム』の分析を通して、国民的アイデンテ

ィティを統合原理とする多元的シティズンシップの目的左目標について明らかにしてし、く。

1.教育目的としての「活動的シティズンシップj

イギリスのシティズンシップ教育の骨子を示す政策文書は、前述のシティズンシップ教

育の諮問団の報告書である『学校におけるシティズンシップのための教育と民主主義の教

育~ (通称『クリック・レポート~)である。『クリック・レポート』は、「われわれの目的

は徹頭徹尾「活動的シティズンシップjであるjと述べ、シティズンシップ教育の目的は、

f活動的シティズンシップj の育成であることを宣言している 34。そして、この目的を、

カリキュラムの中で具体化するための学習領域として、「社会的・道徳的責任Jrコミュニ

ティへの参画j r政治的リテラシーj の3つが設定されている 35。以下では、それぞれの

学習領域についてみていく。

まず、「社会的・道徳的責任Jについて、『クリック・レポート』では、「子どもは早い段

階から、教室の内外において、あるいは、権威とお互いに対して、自信と社会的・道徳的

に責任ある行動を学ぶJとされている 36。特に初等教育段階は、シティズンシップ教育や

政治は関係ないと考えられがちであるが、子どもたちは、早いうちから政治的擁念、法、

/レール、意思決定、権威、地域環境、社会的責任への態度や、民主主義、社会問題への関

心を形成し始めるため、このような傾向を支援する必要があると主張される370

次に、「コミュニティへの参画Jについて、『クリック・レポート』では、「コミュニティ

への参画や奉仕を通して、コミュニティで、の生活や問題について学び、関わるようになる

ことJと説明される 38。つまり、コミュニティへの参加や奉仕左は、地域や国家レベルの

ボランティア活動に積極的に参加するとしづ意味である。ボランティア活動は、説得、公

共機関との関わり、出版、募金、メンバーの勧誘や活動の促進などの政治的スキルを必要

とするため、シティズンシップ教育の一環であるとされる。これに加えて、レポートでは、

政府の福祉政策が、国家が担うものから、個人やコミュニティの責任へとシフトしている

ことに触れ、ボランティアやコミュニテイへの参画の重要性を確認している390

三つ目の「政治的リテラシーj について『クリック・レポート』は、「生徒は、知識、ス
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キル、価値を通して、公的生活そのものについて、また、その中で効果的にふるまう方法

を学ぶj と述べる 40。 ここで、公的生活とは、雇用、公共資源、の分配、税の合理性とい

った日常の経済的・社会的問題に関連する対立解決や意思決定を行うことを含む広い意味

で使用されている。そして、問題に関する対立解決や意思決定に必要な知識、スキノレ、価

値が政治的リテラシーであるとされる。この政治的リテラシーの定義は、 1970年代の政治

的リテラシー教育で提唱されたものとほぼ対応しており、共通して、クリックの政治思想、

の影響がみられる 410

2.複数の地理的レベルへの参加

以上、「活動的シティズンシップjを具体化した 3つの学習領域は、さらに表2・1の「義

務教育終了時までに達成すべき重要な要素j に示すような目標に具体化されている。その

項目は、「中心概念Jr知識と理解Jrスキノレと態度Jr価値と傾向」から成る。『クリック・

レポート』で示されたこれらの目標は、法的拘束力を持つ『ナショナル・カリキュラム(1999

年) 42~ の中で整理されている。表 2・2 では、キーステージ 3 (7，8，9年生)とキーステ

ージ4 (10、11年生)の教育目標を示した。『クリック・レポート』の中では4項目で示

された目標が、『ナショナノレ・カリキュラム』では、「知識と理解JrスキノレJの 2項目に

割り振られる形で整理されている。また、スキルは「探究とコミュニケーションのスキル」

と f参加と責任ある行動のスキノレj に分けられている。

それでは、以上のような教育目的と目標には、多元的シティズンシップの考え方は、ど

のように示されているのであろうか。ここでは、まず参加が期待される地理的レベルに註

目して考察を行う。まず、『クリック・レポート』の主な焦点は、地域・国家レベルのシテ

ィズンシップ育成である。冒頭には、次のような文が見られる。

我々の目的は、国 Cnationallv) と地方の双方で、この国(countrv)の政治文化まで

もを変えることである。・・・イギリスの CBritish)民主主義の健全さと将来に満足して

はいけない、すべきではない、あえてしない。積極的に関与する市民の国(countrv)に

ならない限りは、われわれの民主主義は安泰ではない43。(傍線筆者)

この引用文は、地方と国レベルのシティズンシップ育成に重点がおかれた説明となって

いる。これは、表2・1に示した『クリック・レポート』の教育目標の「知識・理解j の項
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表2・1 Wクリック・レポートJの「義務教育終了時までに達成すべき重要な要素J
項目 内容

中心概念 -民主主義と独裁政治

-協力と対立

-平等と多様性

-公正、正義、法律、規則、法と人権

-自由と秩序

-個人とコミュニティ

-権力と権戚

-権利と義務

知識と理解 -地域、国家、 EU、イギリス連邦、国際的なレベルにおける、時事的、今日的な問題や出

来事

-民主的なコミュニティがどのように機能し変化するのかなどを含む、それらの性質

-個人、地域、ボランタリーなコミュニティの相互依存関係

-多様性、意見の相違、社会的対立の性質

-法的、道徳的権利、個人やコミュニティの責任

-個人やコミュニティが直面している社会的、道徳的、政治的変化の性質

-地域、国家、 EU、イギリス連邦、国際的なレベルにおけるイギリスの議会政治と法体系

がどのように機能し変化するのかを含む、それらの性質

-コミュニティにおける政治的そしてボランタリーな行動の性質

-消費者、被雇用者、雇用者、家族、コミュニティの一員としての市民の権利と責任

-個人やコミュニティに関連する経済的なシステム

-人権憲章左論点

-持続的開発と環境問題

スキルと態 -口頭及び筆記によって詳細な理由に基づいた議論を行う能力

度 -他人と協力しながら仕事を効率的に行う能力

-他人の経験や物の見方を考慮し、認める能力

-他の見方に対して寛容に接する能力

-問題解決的なアプローチを展開する能力

-現代メディアや科学技術を批判的に用いて情報収集を行う能力

-操作と誘導の形態を認識する能力

-目の前の証拠に対して批判的にアプローチし、新たな証拠を探すことの出来る能力

-社会的、道徳的、政治的な挑戦と状況を認識し、応答し、影響を与えることの出来る能力

価値と傾向 -公益への配慮

(dispositio -人聞の尊厳と平等への信念
n) -対立を解決する事への関心

-共感的理解を持って、他人と共に、そして他人のために働く傾向性

-責任感を持って行動する傾向(他人と自分自身をいたわる、自分の行動が他人に与える影

響を予測し、計算する、予測しない、望まない結果に対して責任を受けし、れる)

-寛容さを実践する

-道徳的規律に従って判断し行動する

-自分の考え方を弁護する勇気を持つ

-議論や証拠によって自分の意見や態度を変えることに開かれた態度をとる

-個人が率先して取組むことや努力

-礼儀と法の支配の尊重

-公正に行動することを決心する

-平等な機会とジェンダーの平等へ責任を負う

-活動的シティズンシップに責任を負う

-ボランティアサービスへの参加

-人権への配慮

ヒ環境への配慮

(表は、 TheQuali五cationand Curriculum Authority (1998) Education for citizenship and the 
teaching of democracy in schools， final report of the advisory group on citizenship. London: 
QCA，p.44.を参照に筆者作成)
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表2・2 Wナショナル・カリキュラム(999)~ の教育目標

キーステージ3(7，8，9年生)

【見識ある市民となるための知識と理解】

a.社会を支える法的権利、人権と責任、刑事司法制度の基本的側面、若者どどう関連するのかについて

b.イギリス圏内のナショナル、リージョナル、宗教的、民族的アイデンティティの多様性ど、相互尊重と

理解の必要性

知 Ic.中央と地方政府、それらが提供する公的サービス、どのように資金を得るのか、貢献するための機会
識Id.議会と他の政府形態の特徴
通Ie.選挙、ンステムと投票の重要性
解 If.コミュニティに根ざした活動、ナショナル、インターナショナノレなボランタリーなグループ
g.公正に対立を解決することの重要性

h.社会におけるメディアの重要性
lグローパルコミュニティとしての世界、政治的、経済的、環境的、社会的にそれが意味すること、 EU、
イギリス連邦、国連の役割

{探究とコミュニケーションのスキル]

a.政治的、精神的、道徳的、社会的、文化的課題や問題、出来事について、情報や情報源 (ICTに基づい
た情報源含む)を分析することで考える

b.口頭や記述によって課題、問題、出来事についての個人的な意見を正当化する

~Ic グループやクラスの議論に貢献し、論争に参加する
ノレ
{参加と責任ある行動のスキル】

a.人の経験を考慮する想像力を使う、自分のものではない考え方について考え、表現し、説明する

b.学校やコミュニティに根ざした活動において、交渉し、決定し、責任を持って参加する
c.参加のプロセスについて振り返る

キーステージ 4(10、11年生)

I見識ある市民となるための知識と理解}
a社会を支える法的権利、人権と責任と市民の関係。刑事司法制度、民事司法制度の役割と機能を含む。
b.イギリス圏内のナショナル、リージョナル、宗教的、民族的アイデンティティの多様性の起源と意味す

るもの、相互尊重と理解の必要性

知 Ic.議会、政府、裁判所の立法機能
識Id.民主的及び選挙プロセスで積極的な役割を果たすことの重要性
最Ie.企業や金融サ}ピスを含め、経済がどのように機能するのか
解 If個人やボランティア団体が、地域、国家、ヨーロッパ、国際的な変化を起こす機会
g.出版の自由、インターネットを含むメディアの社会における役割、情報提供や意見に及ぼす影響などo
h消費者、雇用主、被雇用者の権利と責任
i.EU，イギリス連邦、国連を含む、イギリスのヨーロッパにおける関係
j.持続可能な開発やLocalAgenda21を含む、グローパルな相互依存のより広範な問題や挑戦および責任

I探究とコミュニケーションのスキル}
a.時事的、政治的、精神的、道徳的、社会的、文化的課題や問題、出来事について、情報や情報源 (ICT

に基づいた情報源含む)を分析することで分析する。それによって統計の使用やそれの乱用を意識する。

b.課題、問題、出来事に関して、口頭や個人的意見の記述によって、表現、正当化、弁護する

~Ic.グループや探求的なクラスの議論に貢献し、公式な討論に参加する

ん| 【参加と責任ある行動のスキル]
a.人の経験を考慮する想像力を使う、自分のものではない考え方について考え、表現し、説明し、批判的

に評価する

b.学校やコミュニティに根ざした活動において、交渉し、決定し、責任を持って参加する
c.参加のプロセスについて振り返る

(表は、 DepartmentあrEducation and EmploヅmentlThe Qualification and C冶rriculumAuthority (DfES/QCA) 
(1999)αuzenship，幼enationaJ curricuJum fbr England. London: DfES/QCAを参照に筆者作成)
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目において、個人、地域、国家、ボランタリーなコミュニティといった、地域や国家レベ

ノレが中心的に言及されていることと一致する。また、表 2・2に示した『ナショナノレ・カリ

キュラム(l999)~ の「知識と理解j の項目でも、刑事・民事司法制度、イギリス園内の多

様性、中央・地方政府、議会、裁判所、選挙システムなど、地域・国家レベノレの制度につ

いての学習が期待されている。以上のことより、イギリスのシティズンシップ教育では、

地域・国家レベルのシティズンシップ育成が重視されていた。

地域や国家レベルのシティズンシップ育成が重視された背景には、シティズンシップ教

育に、経済政策の一環、若者の規範意識の低下、多文化社会といった、国内的課題への対

応が期待されていたことが挙げられる。これに加え、クリック自身も、シティズンシップ

教育の対象範囲は、地域左国家レベルを重視すべきだと考えていたようである。クリック

は、グ、ローパルな問題を取り上げることによって、地域の複雑な問題を回避したり、生徒

にとって現実味を欠いた学習となることへの懸念を表明している 440 以上のように、『ク

リック・レポート』や『ナショナノレ・カリキュラム(1999)jの重点は、地域・国家レベル

のシティズンシップ育成に置かれていた。

しかし、『クリック・レポート』の作成過程では、超国家レベルのシティズンシップ教育

の要素も含むべきだとの意見もだされている。シティズンシップ教育の教材開発などを行

う団体の連合である Citizenship2000は、「急速に変化する個人と政府の関係の変化、伝

統的な形態の市民的結合の衰退、ヨーロッパにおけるイギリスの新しい政治的文脈、グロ

ーパノレな文脈における急速な社会的、経済的、技術的変化Jという現状認識に基づき、「す

べての若者が、より開かれたイギリスだけではなく、ヨーロッパやより広い世界に、情報

に基づく参加を行うための準備をさせるJ必要があるという提言を行った45。また、100以

上の青少年団体を代表する TheBritish Youth Councilは、カリキュラムは、「一般の人が、

地域、国家、国家間レベルにおける変化と改善の媒介者となってきたということを示すべ

きであるJと述べていた460

以上のような見解に対し、クリックは、知識として国家間の相互依存関係を理解させる

ことには肯定的で、あった47 これを反映する形で『クリック・レポート』では、超国家レ

ベルの政治制度や問題に関する知識や理解の必要性が盛り込まれている。例えば、表 2・1

に示すように『クリック・レポート』の「知識と理解j の項目では、「地域、国家、 EU、

イギリス連邦、国際的なレベルにおける、時事的、今日的な問題や出来事Jr地域、国家、

EU、イギリス連邦、国際的なレベノレにおけるイギリスの議会政治と法体系がどのように
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機能するのかなどを含むそれの性質Jの学習が提案されている。また、表2・2に示すよう

に『ナショナノレ・カリキュラム(I999)jの中にも、「知識・理解Jとして、キーステージ3

(7"'-'9年生)では、 r(a)人権と責任Jr(f)地域、国家、国際のボランティアグループの活

動Jr(i)グローパルコミュニティとしての世界、それが政治的、経済的、環境的、社会的に

意味するもの、 EU、イギリス連邦、国連の役割Jの学習が、キーステージ4(10，11年生)

では「む)持続可能な開発やLocalAgenda21を含む、ク守ローパノレな相互依存のより広範な

問題や挑戦および責任」の学習が目標として掲げられた。

以上のことより、『クリック・レポート』では、社会的要請や、クリックら中心的な執筆

者の意向を反映して、地域・国家レベノレのシティズンシップ育成が重視される一方で、超

国家レベルのシティズンシップ育成を求める主張も、知識・理解の項目に、一定程度盛り

込まれていることが分かつた。このように、異なる見解からの立場が盛り込まれることで、

最終的には、多元的なレベノレへの参加を促進するという意味での多元的シティズンシップ

の考え方が見られるといえる。ただし、このような背景から盛り込まれた複数の地理的レ

ベルのシティズンシップ育成について、それらの聞の一貫性は、必ずしも保たれていると

はいえない。この点については、具体的なカリキュラムの分析を通して明らかにしてし、く。

3.多様性の尊重ど国民的アイデンティティの形成

次に、アイデンティティの側面をどのように学習することが提言されているのかについ

て考察を行う。ここでは、シティズンシップ教育において、アイデンティティの多様性と、

国民的アイデンティティの育成が重視されてきたこと、および、『クリック・レポート』の

出版時と、その後に出された『アジエクボ・レポート』では、その位置づけが変化してい

ることを明らかにしていく。

(1) Wクリック・レポート』における多様性と国民的アイデンティティ

シティズンシップ教育の導入背景のひとつは、国内の多文化化への対応で、あった。『クリ

ック・レポート』は、多文化社会における共通の国民的アイデンティティの形成に、シテ

ィズンシップ教育が果たす役割について、以下のように述べている。

[文化的多様性という]問題への応答として、コミュニティ全体にとっての主要な

目的は、国民的アイデンティティなどの共通のシティズンシップの感覚を発見あるい
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は復活させることに置かれるべきである。それは必ず、イギリス国内に長く存在する

ネイション、文化、民族的、宗教的多元性に対する場所を用意する。シティズンシッ

プ教育は、異なる民族や宗教的アイデンティティの間に、共通の土台を作り出すので

ある 48。(筆者傍線)

また、他の箇所では、次のように述べられている。

マジョリティは、マイノリティに対し尊重・理解・寛容を示さなければいけない。

そしてマイノリティは、マジョリティと同じように、法、慣例、慣習を学び、尊重し

なければならない。これは、そうすることが便利だからのみではなく、このプロセス

が共通のシティズンシップの強化を促すからである。このことは、シティズンシップ

教育の重要性を強調する。というのも、多元社会における国民的アイデンティティの

問題は、複雑で、あたりまえのものだと考えられるべきではなし、からである 490(傍

線筆者)

以上の引用文からは、イギリス国内の、多様なネイション、文化的、民族的、宗教的ア

イデンティティを持つ人々によって 共通して持たれるようなシティズンシップ感覚、つ

まり国民的アイデンティティを作り出すのが、シティズンンシップ教育の目的であること

が述べられている。

ここで、多様性を統合する国民的アイデンティティとは、どのようなものであるのかと

いうことが疑問として出てくる。しかし、『クリック・レポート』では、多様性の学習に重

点が置かれていないことに加え、国民的アイデンティティの内実については、明示されて

いない。多様性については、『ナショナノレ・カリキュラム(999)J!で、「イギリス国内のナ

ショナル、リージョナル、宗教的、民族的アイデンティティの多様性の理解と相互尊重j

の必要性が示されるのみである。また、国民的アイデンティティについては、コミュニテ

イへの参画や市民としての責任などが、共通のシティズンシップを提供するとも考えられ

るが、明示されておらず、シティズンシップ教育の構想全体の中に暗に埋め込まれている

ように思われる 500

多様性を統合する国民的アイデンティティという観点、から注目されるのは、国民的アイ

デンティティの構想、が、公的領域と私的領域を厳密に区別する性格を持っており、実際に
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は、主流文化を色濃く反映したものとなっているという指摘である。シティズンシップ教

育で目指される市民としてのアイデンティティは、公的領域における政治的なアイデンテ

ィティとして構想されており、私的領域に属する民族や文化の多様性からは独立した中立

的なものと考えられていた 51。しかし、シティズンシップの中立的に対しては、社会に構

造的不平等が存在する場合、法、政策、規則の決定において、特権的集団に都合のよいも

のとなりがちであるという点から批判が出されている 520 Wクリック・レポート』の場合

ではどうであろうか。前述の引用文では、「マジョリティはマイノリテイへの寛容が必要で

あり、マイノリティは法、慣例、慣習を学び、尊重することjの必要性が述べられていた。

これは、マジョリティはマイノリティに対して寛容を示すのみで自らの変化は求められて

いないが、他方マイノリティは、マジョリティの掲げる規範に対して自らを変化させるこ

とが求められているということである 530 つまり、『クリック・レポート』が言う共通の

シティズンシップとは、マイノリティに同等の権利を付与し、社会参加を促すものではな

かったと言える。このように、『クリック・レポート』における多様性や国民的アイデンテ

ィティの構想は、中立的であることが前提とされたために明確ではなく、実際は、実践レ

ベルでの解釈に委ねられていた。

(2) rアジエクボ・レポート』における多様性と国民的アイデンティティ
明示的でない形で国民的アイデンティティの形成を行うことを意図したシティズンシッ

プ教育の構想に対して疑問を提示したのが、 r9・11事件Jにつづく 2005年のロンドン地

下鉄爆破事件であった。この事件によって、国内に多くの隔離されたマイノリティ地域が

存在することを明らかとなり、マイノリティ集団の社会統合が教育を含めた政治的課題と

なった540

そこで政府は、一般的な移民への政策的対応として「国籍・移民・亡命に関する 2002

年法(NationalitぁImmigrationand Asylum Act 2002) Jを制定し、全ての市民権申請者に、

fシティズンシップテスト」を受けることを義務付けた。テストでは、英語、ウエールズ

語、あるいはスコットランド、系ゲール語のいずれかについての語学力と、イギリスの生活

についての基本的な知識が問われる。この「シティズンシップテストj の義務化は、国内

の公教育のシティズンシップ教育改訂と連続しているとみることができる 55。作成時の内

務相は、シティズンシップ教育導入時と同じプランケット(Blunkett、D.)であり、テス

トに関する諮問団の委員長がシティズンシップ教育の諮問団の委員長をつとめたクリック
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であるからである。

移民対策の政策と連動する形で、教育技能省 (D田S)は、諮問団「多様性とシティズン

シップカリキュラムレビュー」を設置し、多様性に関するシティズンシップ教育の実施状

況の調査を行った。諮問団は、シティズンシップ教育において、多くの場合、アイデンテ

ィティと多様性の問題は無視されており、取り上げられた場合でもその範囲は不十分で文

脈の深さにも欠けているという結果を得た。これを受けて諮問団は、アイデンティティと

多様性および統合の問題に関する学習を、シティズンシップ教育の中で、明確に位置づけ

ることを提言した報告書『カリキュラム・レビュー:多様性とシティズンシップ56~ (通

称『アジエクボ・レポート~)を出版している。

①アイデンティティと多様性への注目

それでは、多様性と統合の問題は、具体的にはどのように取り上げることが提言された

のであろうか。『アジヱクボ・レポート』は、既に『クリック・レポート』で示された 3

つの柱57に、第4の柱として「アイデンティティと多様性:イギリスに共に暮らすjを付

け加えることを提案した。第4の柱には、以下のような概念と領域が含まれている(表2・3)

58 
0 

表2・3 第4の柱「アイデンティティと多様性:イギリスに共に暮らすj の概念と領域

{概念構成要素】

① 民族、宗教、「人種Jに対する批判的思考

② 政治問題や政治的価値との明示的なつながり

③シティズンシップに関する現代の問題の考察を支援する教授法として近代史を用いる

【含まれる領域】

①地方分権の問題:イギリスは、イングランド、北アイルランド、ウエールズ、スコット

ランドから成る多数のネイションから成る社会であることの理解

②移民問題:イギリス連邦、大英帝国の遺産、ヨーロッパ連合

③市民権の拡大:例えば、奴隷制度の遺産、普通選挙、機会均等法など

(Department for Education and 8kills (D血8)(2007)Curriculum review: diversit.v and citizenship， Nottingham: 
DtE8.を参考に筆者作成)

表2・3に見られる多様性の取り上げ方の特徴として以下の2点が指摘できる。まず、ア

イデンティティの枠組みを柔軟に理解することが期待されていることである。『アジエク

ボ・レポート』において「アイデンティティjは、「自分の周りの世界や世界の中での位置
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について自らの解釈を構築するためのものj と定義されている。そして、個人は、民族、

宗教、「人種j、ジェンダー、社会階級などの多元的なアイデンティティを持っており、一

部のみを一般化するステレオタイプや偏見は、人々が所属感覚を持つことを阻害するとさ

れる 590 このような多元的アイデンティティの理解を端的に示すのが、『アジエクボ・レ

ポート』の中で引用されている多文化主義の政治哲学者であるパレク卿(LordParekh， B.) 

の言葉である 600

より多くの人々が、ウエールズのヨーロッパ人、パキスタン系ヨークシャー住人、グ

ラスゴーのイスラム教徒、イングランドのユダ、ヤ教徒、黒人系イギリス人という多元的

なアイデンティティを持つようになっている。

以上のことより、アイデンティティ枠組みは、多元的なものとして捉えられており、一

つのアイデンティティを自明のものとはせず、枠組み自体を吟味する批判的思考が促され

ている。

次に、多様性の学習と、政治問題や政治的価値を明確に関連付けることが提案されてい

ることである。ここでいう政治問題とは、表2・3の「含まれる領域」にも示されるように、

国内の多様性に関連する地方分権、移民、市民権拡大といった問題で、ある。また政治的価

値とは、後に述べる「共有価値(sharedvalues) Jを指している。多様性の学習と政治参加

を関連付けるという提案は、『アジエクボ・レポート』の執筆者の一人であるキワン(Kiwan，

D.)の、「水平的J関係、と「垂直的」関係の区別を反映したものである。すなわち、異なる

文化集団に属する個人間の良好な関係を築く「水平的j関係構築だけでは、異なる文化集団

関の対立を生んでいる制度への不信感を払拭するには不十分であり、個人が政治制度や意

思決定プロセスに対する信頼を抱くことを可能にする「垂直的J関係構築が必要であるとす

るものである 61。このように、多様性の学習は、文化集団関の関係構築に留まらず、文化

集団聞の国家への統合という社会的要請に応えることがめざされていた。

以上のことより『アジエクボ・レポート』では、多様なアイデンティティの枠組みを批

判的に認識すると共に、それらを政治参加と関連付けて学習することが期待されていた。

②『イギリス人らしさJと「共有価値Jによる社会統合

次に、多様性の統合原理についてみてして。『アジヱクボ・レポート』が多様性の統合原
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理として示すのは、国民的アイデンティティとしての「イギリス人らしさ(Britishness)J 

と、それを支える「共有価値Jである。『アジエクボ・レポート』はまず、「イギリス人ら

しさjについて、前述のシティズンシップテストの諮問団の報告書『新参と古参(TheNew 

and Old)(2003)~ の以下の部分の引用によって説明している。

イギリス人であるとは、法、選挙で選ばれた議会や民主的な政治制度、および、寛

容、尊重、権利の平等、相互配慮といった伝統的価値を尊重すること、そして、国家

からの保護への見返りとして、女王に象徴されるそれに対して忠誠を示すことである

ように思われる。・・・それらは、異なるネイションや文化からなる我々を、平和と法の

秩序の内に結び付ける 620

つまり、「イギリス人らしさj とは、「法、選挙による議会や民主的な政治制度の尊重j、

「寛容、権利の平等の尊重、相互配慮といった伝統的価値の尊重Jr国家に対する忠誠を示

すことjであると説明される。この中で、『アジエクボ・レポート』が重視するのが、イギ

リス社会の伝統的価値の尊重である。当時大蔵相で、あったブラウン(Brown，G.)I士、「イギ

リス人らしさJについて演説を行い、奴隷解放やファシズムへの抵抗の中でイギリスが世

界に示した自由にみられるように、普遍的価値をイギリスの文脈の中で解釈した価値に基

づく国民的アイデンティティ形成を主張した63。これらをふまえて『アジエクボ・レポー

ト』は、「イギリス人らしさJを支える伝統的価値を「共有価値」と言い換え、国家の統合

原理の中核に位置づけている。

「共有価値Jの具体的な内容は、『ナショナノレ・カリキュラム(2007)jには、 r1.1.(c)変

わり行く民主的社会において、民主主義、正義、多様性、寛容、尊重、自由が、どのよう

に、異なる信念、背景、伝統を持つ人から支持されているのかについて考慮するJとして

示されている 64。このように、「共有価値j とは、イギリス社会の伝統的価値であるとさ

れている。

しかしここで注目すべきは、「共有価値jが、外から与えられ受容すべき価値として構想

されているのではなく、その形成プロセスを含めた価値として定義されていることである。

「共有価値Jについて『アジエクボ・レポート』は、パレク卿の見解に拠りつつ、「イギリ

スの「共有価値Jに関する言及が可能となるには、イギリスがそれらの価値に対してコミ

ットするという決断をこれまで、行ってきており、その意味においてそれらの価値を所有し
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ているのだということが説明できなければならないとj述べている 65。パレク卿が、個人

のアイデンティティの多元性を主張する論者であることを踏まえると、「共有価値jとは、

多様なイギリス社会の成員の決断の積み重ねの中で形成され、現在の社会でも共有される

価値であると言える。

このように、『アジエクボ・レポート』の提案は、国民的アイデンティティの中核となる

「共有価値Jを、多様な文化的背景を持つ人々の議論によって形成されるというプロセス

を含んだ概念として捉えていることが特徴的である。つまり「共有価値」とは、イギリス

社会を構成する多様な人々の議論と意思決定による再解釈に聞かれたものとして構想され

ていた。また、これに基づく国民的アイデンティティも、柔軟性と可塑性を持つものとさ

れていた。

(3) r人権Jによる社会統合の議論

以上のような「共有価値」と国民的アイデンティティによる国家統合の提案は、同質的

な文化や民族を統合原理としない点で、多様な背景を持つ人々を包摂しうる可能性を持つ

ものである。しかし、次のような問題も抱えている。まず、「共有価値」が、イギリス社会

で共有される価値であることを強調するため、実際にはマイノリティ集団に属する人々に

一定の同化を求める点である。実際『アジエクボ・レポート』では、「共有価値jは、イギ

リス社会の特殊な価値であることが強調され、国外でも共有される「人権j とは明確に区

別していく必要性が主張されている 660 また「共有価値Jは、イギリス社会の歴史的文脈

の中で形成された価値であることが強調されるため、学習方法にも歴史的アプローチを採

用することが奨励されている 670 この点について蓮見は、「共有価値Jが、現に社会で共

有される既存の価値として想定されている点で、「新たに社会に加入した者にとっては、既

存の価値を強要されるという不自由が生じるJ可能性を指摘する 68。この点に加えて、「共

有価値j はイギリス独自の価値であるため、それを基盤としたアイデンティティは、国家

レベルのものに留まるという問題点も指摘できる。

これらの問題点を克服し、国内の多様性を抑圧することなく、国家レベルに留まらない

シティズンシップ育成を可能とするものとして、「共有価値jを、人権のような普遍的価値

として学習させるという方向性がある 69。この点について示唆的であるのが、人権をシテ

ィズンシップ教育の核に据えることを主張するオスラー(Osler，A.)とスターキー

(StarkeぁH.)の議論で、ある。両者によると、人権は、異なる文化聞の対話によって形成さ
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れてきたため、異なる文化的背景を持つ人々の間でも共有されうる価値である。また人権

は、国際人権宣言、ヨーロッパ人権条約、国内の「人権法 (theHuman Rights Act) Jな

ど、一連の人権法の批准が示すように、国家と超国家レベルに共通する価値で、もある 700

なお、ここでの人権とは、なぜそれを支持するのかに関する合意の有無に関わらず、最低

限の合意によって成立し、対話のフレームワークとして機能する行為規範である 71o

このような主張は、『ナショナル・カリキュラム (2007年uの中に、シティズンシップ
教育の学習内容として人権が位置づけられるという形で反映されている 720 また、この主

張は、シティズンシップ教育の実践に関わる人々の間では一定の支持を得ているようであ

る。シティズンシップ教育の教員養成に関わるプレット(Brett，P.)は、シティズンシッ

プ教育に関わる多くの人は、「イギリス人らしさ」を狭く捉えることに懸念を示していると

述べ、狭い視野を越えた人権の立場から、アイデンティティや多様性を考えるべきである

と述べている 730

以上のことから、『アジエクボ・レポート』では、国内の多様性の理解に加え、それを統

合する「共有価値」と、それに基づく国民的アイデンティティの形成を、シティズンシッ

プの要素とすることが提言されていた。しかし「共有価値j による統合が、国家レベルに

留まることや、実際には一定程度の価値への同化を求めるという点を批判する立場からは、

人権を統合原理とすべきであるとし、う主張がなされていた。これは、一部ではあるが『ナ

ショナル・カリキュラム』の中に反映され、現場からの支持も一定程度受けていることが

分かつた。イギリスのシティズンシップ教育において、多様性と社会統合をどのように教

えるのかについては議論は始まったばかりであり、異なる立場からの主張が混在しながら、

議論が進んでいるというのが現状であると考えられる。

4.まとめ

これまで見てきたように、イギリスのシティズンシップ教育では、それが対象どすべき

地理的レベルに関して、地域・国家を重視すべきだと考える立場と、グローパルなレベル

まで含めるべきであるとする立場があり、両者の見解が盛りこまれていた。また、多様性

とその統合原理としての国民的アイデンティティをどのように教えるのかについてはJク

リック・レポート』ではほとんど明確にされていなかったが、『アジエクボ・レポート』の

出版によって、それが明確にされるようになったといえる。『アジエクボ・レポート』で、

多様性の統合原理として示された「共有価値Jは、「異なる解釈に開かれた政治的価値Jで
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あると言えるが、一方イギリス社会に固有の政治的価値であることが強調されるため、排

他的である可能性を残していた。このような提言に対して、異なる文化問および、超国家

レベルにおいても共有されうる対話枠組みとしての人権を統合原理に据えるべきであると

いう主張がなされており、両者の見解が混在する形で盛り込まれていた。

次章では、代表的な教科書、および、学校での教育計画の分析を通して、国民的アイデ

ンティティを統合原理とする多元的シティズンシップの学習が、どのように行われている

のかについて明らかにしていく o
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第3章国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ教育カリキ

ュラム

本章では、国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ教育カリ

キュラムの典型例として、イギリスのシティズンシップ教育における、代表的な教科書と、

実践校における教育計画の分析を行った。

第 1節では、異なる解釈に聞かれた文化および政治的価値に基づく国民的アイデンティ

ティを育成するカリキュラムとして、教科書 WActivateL~ の分析を行った。内容編成は、『ナ

ショナル・カリキュラム』で定められた中心概念を、地域、国家、グ、ローパノレレベル問題

に具体化したものとなっていた。また授業は、問題を、異なるスキルを活用して解決させ

るものとなっていた。単元構成では、地域、国家、グローパルレベノレの権利と責任が相互

補完関係にあるものとして学習されており、複数の地理的レベルへの参加を促すシティズ

ンシップ教育の一つの形態を示すものとなっていた。アイデンティティに関しては、異な

る解釈に聞かれたイギリス文化および、イギリス社会の政治的価値に基づく国民的アイデ

ンティティの育成が行われていた。教育方法としては、批判的討論と社会参加が用いられ

ていた。

第 2節では、異なる解釈に聞かれた政治的価値に基づく多元的シティズンシップ教育の

事例として、シティズンシップ教育に積極的に取組む学校の教育計画の分析を行った。そ

こでは、歴史的アプローチを用いた政治的価値(共有価値)に基づく国民的アイデンティ

ティの育成が重視されていた。ただし、ここでは、共有価値が人権と連続性のあるものと

して学ばれていること、文化的な要素を国民的アイデンティティの基盤としていないこと

から、そこで形成される国民的アイデンティティは、グローパルレベルのアイデンティテ

ィと調和的なものとして構想されていた。教育方法は、批判的討論、社会参加、歴史的ア

プローチが用いられていた。

第3節では、第 1節、第2節の分析結果から両者に共通する特徴をまとめた。
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第3章 国民的アイデンテイティを統合原理とする多元的シティズンシッブ教育カリキ

ュラム

第1節教科書rActivate!Jにみられる多元的シティズンシップの学習

前章では、イギリスのシティズンシップ教育の導入背景、目的、目標の分析を通して、

国民的アイデンティティに基づき、地域・国家レベルのシティズンシップ育成に重点を多

く方向性と、超国家レベルへのシティズンシップ育成も含めるべきだとする方向性が、政

府文書には混在する形で存在していることを明らかにした。本章では、実際のカリキュラ

ム分析を通して、国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズ、ンシップを育

成する教育の内容と方法について明らかにする。

特に本節では、 WActivate! 1 JIを取り上げ、その具体的な内容と方法について分析を行

う。それを通して、地域、国家、グ、ローパルレベルの権利と責任が相互補完関係にあるこ

と、アイデンティティ形成に関しては、異なる解釈に開かれた文化や、政治的価値(共有

価値)に基づく国民的アイデンティティの形成に重点が置かれていたことを明らかにする。

1. r Activate!J1の位置づけ

本節で取り上げる WActivate!J1は、イギリスの Institutefor Citizenshipで開発された

ものである。 Institutefor Citizenshipは、 1992年に設立された、独立した慈善団体

(independent charity)であり、人々の政治への無関心とし、う問題意識のもと、「コミュ

ニティプロジヱクト、研究、教育、議論や討論を通して、見識ある(informed)、活動的シ

ティズンシップと、民主主義と社会へより積極的に参加することを促進することJを目的

として活動している2。また本団体は、イギリスのシティズンシップの骨子を定めた『ク

リック・レポート』の作成時には、協力団体として参加している 30

W Activate!J1は、キーステージ3を対象とした 3巻組みであり、それぞれ副題として「ロ

ーカルシティズンシップの探究 (7年生)J rナショナノレシティズンシップの探究 (8年生)J

fグ‘ローパルシティズンシップの探究 (9年生)Jとされていることから、複数の地理的レ

ベルにおける参加を前提としたものである。また本教科書は、 2002年に出版されたもので

あるが、 3巻とも全てに「多様性Jの単元を含んで、おり、民族、「人種J、ジヱンダ一、「イ

ギリス人らしさJなどのアイデンティティについての学習が取り上げられている。さらに、
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本教科書は、『ナショナノレ・カリキュラム』に沿って作成された代表的な教科書として他の

論文でも取り上げられている4。以上のことより、本論文では、 WActivate ! ~を、イギリ

スにおける多元的シティズンシップを育成するカリキュラムの代表的な事例の 1っとして

取り上げた。

2_ WActi vate ! ~の全体計画

W Activate ! ~の 3 巻の全体計画について、本教科書の記述をもとに一覧表にしたもの

を表3・1に示した。表3・1には、「ローカルシティズンシップ(ローカル巻)Jrナショナル

シティズンシップ(ナショナル巻)J rグローパルシティズンシップ(グローパル巻)Jの3

巻に共通する「単元名J、それぞれの「小単元名J、および各単元で学ばれる「中心的なス

キノレJ(例としてグローパル巻に示されたもの)を示した。

(1)各レベルの社会問題からなる内容編成

表 3-1 の「単元名」の項目に示したように、 WActivate!~ は、 10 単元から構成されてい

る。単元 1rスキルの発達Jと単元lOrプロジェクト案とウェプリンクJは、主にスキル

の発達を促す内容となっている。具体的には、単元 1rスキルの発達」では、情報収集、

意見の正当化、討論、行動の計画・実施・振り返りに関するスキノレが取り上げられ、単元

lOrプロジェクト案とウェプリンクJでは、実際の行動を計画するスキルが学ばれる。

一方、単元2から単元9は、『ナショナル・カリキュラム(1999Hで提示された、シティ

ズンシップ教育の「知識と理解j の中心概念に沿って、それをローカル、ナショナノレ、グ

ローパルレベルの社会問題に具体化したものを内容として構成している(第 2章の表 2・2

参照)。具体化の例として単元4r政府サーピス」では、「政府サーピ、スJという中心概念

を具体化する形で、「ローカノレ巻Jでは、学校予算の問題を、「ナショナノレ巻Jでは、中央

政府の税収入や予算管理の問題を、「グローパノレj巻では、安全保障に取組む国家聞の武器

貿易の問題を取り上げている。また、単元 2""'単元9の配列も、『ナショナノレ・カリキュラ

ム(1999Hで「知識と理解jの内容が示された順に沿ったものとなっている。しかし、『ナ

ショナル・カリキュラム(1999Hの内容記述は、特別な原理を持って配列されていない50

そのため本教科書は、どの単元からでも学習を始めることができるトピック学習に対応す

る教科書となっている。ただし、本教科書には、単元 1でスキノレを学び、単元2から単元
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表 3・1 W Activate!~ 3巻の全体計画

単元名

小単冗名

ロ カノレ ナショナル グロパル
中心的なスキル

シティズンシップ シティズンシップ シティズンシップ
(例:グローノミル)

1.見つける:どこで情報
l見つける:全ての情報

-情報源の特定

を見つけるか
l見つける:情報源

1 
スキルの

2意見を発展させる
2.意見を正当化する 2.意見を正当化する

-意見の正当化

発達
3.討論と議論

3.討論のスキル 3.討論と討論すること
-討論

4.参画:学校での役割
4.活動的シティズンシップ 4.変化をもたらす

-行動の計画

1権利と法
1.我々の世界、権利? -他者の視点から

権利と
1.欲求と必要 2.法とあなた

2.人権 状況を見ることが

ド 責任 2.誰の権利、誰の責任 3犯罪の原因
3.我々全て平等に扱われて できる

3.地域での権利と義務 4犯罪:年齢と性別
いるか? -問題と対立を解

5犯罪・原因と結果
4イラク:人権か人間の誤り 決する
カミ?

lイギリス :4つのネイシ -機会の平等を促

ョンがひとつに
1.玄関にある世界

進するための行動

1.多様性とは何か 2.多くのネイションがひと
多様性 2.ジェンダーに注目 つに

2.多様性の尊重
について考える

3.障がい 3.エスニシティ:誰がイギリ
3.共に暮らす

-あなたの学校で

ス人か
4.全ての人に一つの制度q

の機会の平等につ

いて調べる

4.イギリス:ひとつの国?

1.税と消費
. *'J断を行うため

政府
1教育費 2.政府の消費

1.武器貿易 に情報を活用する

ド サービス 2.予算の管理 3.i'i自費税
2.武器貿易に関する意見 -判断を正当化す

3.支出の計画 4.税とクジ
3.イギリスはどこと武器貿 る

5.予算管理
易すべきか? -判断の影響を考

える

1.だれが世界を運営してい -国を運営するた

1.だれがイギリスを統治
るのか めの個人と組織の

するのか
1.日常の民主的意思決定 2.国連 役割を考える

阪 民主主義 2議会
2.歴史上の民主主義 3.世界銀行

3民主主義と議会
3.議会の働き 4. IMF 

4.選挙
4.難しい決断 5.多国籍企業

6. WTO 
7.非政府組織

1.コミュ 7 イ団体とクラブ -人々の動機や

1.慈善団体の活動
2.近年の慈善団体 1.国境のない行動 様々な視点を考え

お
コミュニ 3.他人を助ける

2.地域通貨
2.国際赤十字と赤新月社の る

ティ団体
3.スカウト

4.提供される助けを借りる 活動

5.思いやり疲れ? 3.エンプレムは重要か?

6募金活動とボランティア

1.学校でのいじめ
1.対立と仕事 -情報を選択して

2.調査と統計
2.仕事での問題

1.対立は平和に解決できる
意見を補強する

甘 対立解決 3.加害者
3.貿易団体 -問題に対する解

4.貿易団体の活動
のか

4.被害者 2.平和と和解
決策をみつける

5.カメラはうそをつかない
5.消費者の権利
6.少額裁判j

1.メディアを使う 1.メディアの力? -キャンベーンを

h メディア
2.新聞を見る 2.行聞を読む

1言葉と写真の力
企画する

3.全国と地方新聞の比較 3.広告のカ
2.メディア分析

-異なる文章スタ

4.メディアを使う 4.メロドラマ
3.写真を批判的に見る

イノレを理解する

グロ ノ王 1.玄関にある世界 lイギリスとより広い世界 1.負債に変化をおこす
-あなたの行動に

kJ. /レコミュ 2.グローパノレな貿い物 2.イギリスとイギリス連邦 2.事例研究:ジュどリー
ついて考える

ニアイ 3.持続可能なリンクか 3.イギリスと国連 2000キャンベーン
-意見を発展させ

る

プロジェ .fT動の計画
クト案と lプロジェクトの計画

10 
ウェプリ 2.プロジェクトへの提案

lプロジェクトの言十爾 1.プロジェクトの計画

ンク

(表は、 Activate!1 ，2，3 Cheltenham: Institute for citizenship， 2002.を参照iこ筆者作成。)
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9では、学んだスキルを生かして問題解決を行い、単元 10では、それまでの学習を生かし

て行動につなげるとしづ、別の配列の原理がみられるに

包)スキルの発達と地理的範囲の拡大

それでは、これらの単元は、学年が進むにつれてどのような順番で学ばれるのか。

まず、スキルを学ぶ単元 1と単元 10では、「ローカル巻Jrナショナノレ巻Jrグローパル

巻Jと進むに従って、習得が期待されるスキノレが高度化するという原則が見出せる 7。例

えば、単元 1で習得することが期待されているスキルについて、「ローカノレ巻j では、必

要な情報が手に入る場所の特定と評価、「ナショナノレ巻Jでは、バランスの良い情報収集の

方法、「グローパノレ巻jでは、情報の偏りの評価というように、高度化していることがわか

る。また単元 10でも、「ローカノレ巻Jでは プロジェクトを計画するのに必要な手順の学

習、「ナショナル巻」では、関心のあるテーマに関するキャンベーンの企画、「グローパノレ

巻Jでは、グローパルな問題に関する情報収集とキャンベーンの企画が求められる。この

ように、単元 1と単元 10では、学年が進むにつれて、習得が期待されるスキル内容が高

度化するということがいえる。

次に、単元 2から単元 8では、「ローカル巻Jrナショナル巻Jrグローパノレ巻j と進む

に従って、取り上げる問題の地理的範囲が拡大していることが分かる。例えば、単元4r対

立解決Jでは、「ローカノレ巻Jでは学校でのいじめ、「ナショナノレ巻Jでは労働組合と企業

との対立、「グローパル」巻で、はシエラレオネの政府と反政府軍の対立が取り上げられてい

る。このように、単元2から単元8は、基本的に中心概念を具体化する文脈が、徐々に拡

大するとし、う原則に基づく構成となっている。

しかし、すでにグローパルレベルのコミュニティというレベルが設定されている、単元

9の「グ、ローパルコミュニテイjの単元は例外である。「ローカノレ巻jでは、個人の消費を

通したグローパルコミュニティどの直接的なつながりが、「ナショナル巻jでは、国家を通

してEUや国連などの国際機関への参加が、「グローパノレ巻jでは、園、貿易団体、 NGO、

異なる宗教団体、社会団体など多様なアクターが共同でグローバルな問題解決に取組むこ

とが学習されている。つまり、ここでは、「ローカル巻Jrナショナル巻j でも、グローパ

ルレベルへの参加の学習が設定されており、単純な、ローカル、ナショナル、グローパノレ

とし、う環境拡大とし、う原理には基づかない構成になっている。
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3. W Activate!J1の単元構成

次に、本教科書における、多元的シティズンシップの学習を詳しく見ていくために、単

元構成に注目していく。ここではまず、権利や責任についての学習を取り上げ、その後、

国民的アイデンティティの育成について述べていく。

(1)異なる地理的レベルの権利と責任の相互補完関係

本教科書では、複数の地理的レベルの共同体における権利と責任は、相互補完関係にあ

るものとして学習されている。これが具体的にみられるのが、単元 2r権利と責任Jであ

る。本単元の 3巻の内容を比較してまとめたものを表3・2に示した。

「ローカノレ巻jでは、人権と責任、地域住民の権利と責任が学ばれる。小単元1では、生

活に関わるいくつかの項目から必要なものを選択してリストを作成し、それを「子どもの

権利条約」と比較し、リストと「子どもの権利条約jの類似点と相違点を認識させている。

小単元2では、「子どもの権利条約jを実際の問題に適用し、侵害されている権利を特定し、

問題解決に向けて負うべき責任について話し合わせている。一方小単元3では、地域で人々

が持つ権利と、ゴミや騒音など地域の問題解決に対して人々が負う責任について話し合わ

せることで、地域における権利と責任について学ばせている。以上のことより、「ローカノレ

巻」では、国際人権条約で定められる権利と責任、および、地域住民の権利と責任の両者

が学ばれていることがわかる。

続く「ナショナノレ巻Jでは、国家レベルの権利と責任が中心に学ばれる。小単元 1では、

警察官と若者の会話の場面のシナリオ作成を通して、法に関する事項についての導入を行

うo小単元2では、タバコやアルコールなどに関する若者同士の会話を分析させることで、

健康を害する行為や違法な行為についての認識を促している。小単元3では、窃盗を行っ

た少年の事例を取り上げ、弁護士と検事の両者の立場に立って議論を行わせることで、少

年犯罪の原因についての探究を促している。小単元4では、年齢や性別左犯罪率の関係に

ついての統計の分析を通して、両者の関係について考えさせている。小単元5では、人々

が反社会的な行動を取る原因とその結果を話し合い、それを無くすための行動について話

し合わせている。以上のことから、「ナショナル巻jでは、特に若者に適用される国の法律

上の権利と責任を中心に学習させているといえる。
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表 3・2 単元 2r権利と責任」の学習過程

小単冗 学習過程 分析

. 18のアイァム(栄養のある食事、必要な時の医療、清潔な水、教育

1.欲求と必 など)の中から 6つ選択する。リストの中で欲求(wants)と必要(needs)は
要 ( wants どれか、人によって異なるか、 8年生にとって基本的人権はどれか話し合
and needs) フ。

-自分のリストと子どもの権利条約を比較し、類似点、と相違点を話し合う。

①子どもの権利条約を読む。一番重要だと思う条項、初めて知った条項を 人権と

挙げる。日常生活の事例と結びつける。一つの条項を選び、自分にとって 責任

2.誰の権利、
の意味、他者との関係でこの条項が自分にもたらす責任について発表する。

誰の責任?
②ある事例を読み、問題を特定し、誰が問題解決に責任を負っているか、

権利なのか、欲求なのかを判断する。問題解決のシナリオをロールプレー

口 する。関係する人の権利と義務について触れる。権利と義務について学ん

だことを振り返り、スピーチを書く。
力 ①同じコミュニアィに住む人が共有しているもの、持つべき権利を書く o
Jレ -写真(粗大ゴミが捨てられている)を見て、写真を説明し、自分の地

域に起こったらどう思うかを書く o ローカルコミュニティに責任を持つ人

と持たない人を特定する。自分の地域も同じ問題があるか?

3.ローカル それを解決できたか書く。 地域住

コミュニア ②最悪の隣人を持ったとして、その隣人とその人の家の図を描く。なぜ最 民の権

ィでの権利 悪な隣人なのか、彼らによってどのような権利が侵害されているか話し 事!と責

と義務 合う。(例:嫌がらせ、騒音、破壊行為など) 任

-隣人が大音量で音楽をかけていたことについて、市役所に話をしに行く

場合、何を話すのかの計画を立てる。隣人どの対話をシミュレーション

する。隣人が要求に応じない場合、他の住人と問題を解決する方法を話

し合う。

1.権利と法 警察官と若者が話している場面のシナリオを作成し話し合う。

2.法とあな 若者(サイモンとアニタ)の会話を読み、サイモンが健康を害すること、

た 法を犯すことを何度言ったか分析し、サイモンへのアド、パイスを書く。

ナン 3.犯罪の原
学校に行かずに窃盗を犯した容疑で裁判所に連れてこられた少年の家庭状

国民の
況について文章を読む。弁護士あるいは警察官の立場で、少年を弁護する、

ナJヨレ
因

あるいは批判するスピーチを考え、多様な視点から意見を出す。
指示!と

4.年齢と性 グフフ、統計資料を見て年齢や性別と犯罪率との関係を分析する。
責任

男IJ

5.原因と結 人々が反社会的な行動を取る原因と結果を考え、それを無くすための行動
果 を考える。

1.我々の世 人権の歴史、世界人権宜言を読む。

界、権利?

2.人権
世界各国の人権侵害の例を読み、どこで、いつ、誰によって、どのように、

何のために行われたのかを分析する。他の人権侵害の例を探す。

グ
3.平等に扱 人権侵害を不す漫画をみてタイトルをつける、誰によって人権が侵害され

口 われてい ており、どれほどのインパクトがあるか考える。人権に焦点をあてた漫画 人権と
る? を書く。 責任

1¥ -イフク情勢の背景、湾岸戦争年表、国連の決定、アメリカ合衆国、イギ
Jレ リスのイラクへの制裁、イラクの人々の生活、人権保護、制裁への反対運
4.イラク:人

動の資料を読む。
権か人聞の

-イラクの人々の問題、イギリス、アメリカ合衆国政府、国連、サダムフ
誤りか?

セインの介入によって起こった問題や改善を説明する。イラクの状況の改

善策をイギリス政府への提案をする。

(表は、 Activate!1，2，3 Cheltenham: Institute for citizenship， 2002.を参照に筆者作成。)
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「グローパノレ巻Jでは、人権とそれに伴う責任が学ばれる。小単元 1では、人権の歴史

や「世界人権宣言Jの内容について学習する。小単元2では、世界各国の人権侵害の事実

についての分析、小単元3では、人権侵害についての浸画の内容について話し合う活動が

行われる。続く小単元4では、イラク問題の背景、各国政府の制裁の内容、イラクの人々

の生活の悪化や人権侵害について学ばせると共に、制裁反対の声明を読み、自国政府の政

策を評価し、状況を改善するための提案を行わせている。このように、「グローパル巻jで

は、人権とそれに伴う責任についての知識、スキル、態度の学習が行われている。

以上のように WActivate!J1の 3巻における、単元 2r権利と責任Jの学習では、「ロー

カル巻Jでは、人権と地域住民の権利と責任、「ナショナル巻」では、特に若者に適用され

る国の法律上の権利と責任、「グローパル巻jでは、人権とそれに対して負う責任について

学ばれていた。これら、「ローカル巻Jrナショナル巻Jrグローパル巻」における権利と責

任の学習は、基本的には、各レベルにおける権利と責任が区別され、それが相互補完関係

にあるものとして学ばれていると言える。つまりローカルレベルで、は地域住民の権利と責

任において問題が解決され、ナショナルレベノレでは国家の法に沿った権利と責任が重視さ

れ、グ、ローパルレベルは国際人権条約に規定される権利と責任に基づく問題解決がなされ

るというものである。

しかし、ここでの例外は、地域レベルで「子どもの権利条約Jに基づく権利とそれに伴

う責任が学ばれていることである。地域レベルで、人権が学ばれるのは、第2章で述べたよ

うに、人権についての学習を全てのレベルで行うべきだとする論者の主張が採用され、『ナ

ショナル・カリキュラム(l999)~ にもそれが明示されているからであるといる。このよう

に、一部、人権を取り入れることを主張する論者の主張を反映した単元構成となっている。

しかしカリキュラム全体では、人権はグローパルレベルにおける権利として、学習されて

おり、例外として位置づけることが出来る。

(2)多様性と国民的アイデンティティの形成

以上述べてきたように、本教科書では、権利と責任については、地域、国家、グローパ

ルレベルが相互補完関係にあるものとして学ばれていた。一方、本教科書において、多様

性に関する学習は、主にイギリス国内の多様性に注目しているという点で特徴的である。

イギリス国内の多様性に関連する単元 3r多様性j の学習内容を比較してまとめたものを

表3・3に示した。単元 3r多様性Jの学習過程は、『ナショナル・カリキュラム』の、「イ
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表3・3 単元 3r多様性j の学習過程
小単冗 学習過程 分析

①「友達や家族で2ヶ国語話す人がいるかJrイギリス外で生まれた人はいるかJなどの質問を
行い、クラスメートの類似点と相違点、を見つける。類似点と相違点はどのくらい大事か話し合う。

1多様性
②アジア系マイノリティの生徒が大半を占める女子校の機会の平等政策を読む。(例:多文化、

とは何か
多言語の利点を推進する、平等を推進する、特定の個人やグループに対するあらゆる形態の差別

に反対する、女性、特別な支援が必要な生徒に対する支援を行っている。)平等政策に賛成か、

どの箇所が一番重要か、この政策は誰が知るべきか、どのようにすればよいか、教師、生徒、管

理職、事務員、知事、親は何ができるか。自分の学校の平等政策について事例研究をする。

ロ ①女性の周りに仕事(ベットの世話、掃除、育児、貿い物、料理など)が書かれた絵を見る。女 圏内法に

2ジェン 性の周りの仕事は何か、どれがお金のもらえる仕事か、誰かに頼むとすればどれくらいか、あ 基づ〈錘

見 ダーに注 なたの家庭ではいくつの仕事を分担しているかについて話し合う。 別への取
目 ②女性の賃金が男性よりも 20%少ないというポスターと統計を見て、なぜこのような事態が生 組み

じており、平等を推し進めるために何ができるか話し合う。

①糖尿病を持ったトムが修学旅行への参加を禁止されたという事例を読む。

-あなたがトムならどう感じるか。トムは修学旅行に参加できるべきだと思うか、トムが差別さ

3.障がい
れないためにできる予防措置はなにかについて話し合う。

②障害者差別禁止法(学校や大学は障がいを持つ人のための施設を整備すべき)を読む。

-現在の教室を特に車椅子の生徒が使いやすいようにデザインしなおす活動を行う。絵の中の教

室、自分の教案の問題点を指摘する、新しい教室のデザインをする。相互に発表する。

1.イギリ -イギリスをなす4つのネイションの地図に、名前と旗を書き込み、人口、首都、国会と EU議
ス:4つの 会の代議員の数、祝日などのデータを書き込む。イギリス全体に名前を付ける。
ネイショ -人々の意識調査を行う。イギリスはいくつの国から成るか、イギリスとネイションのどちらが
ンがひと

重要か、イギリスは今の状態を維持すべきか4つに分かれるべきか。つに

2.多くのネ -英語はイギリスで多くの人に話され、歴史的背景、アメリカ合衆国の影響などから世界言語に 国
イションが なっている。英語は多くの影響を受けて形成された。地図上で、ゲ/レマン語、アラビア語、ラ 民ひとつにつ テン・ギリシア語、ヒンドゥー語の話集を確かめる。 的

ナン
-紀冗前 100年から現在まで、イギリスへ移住してきた人身のイフストとコメントを読む(例: ア3.エスニ ケルト人、ローマ軍、バイキング、ノルマンディ、ユダヤ入、香港からの移民、元植民地のイン イ

ナJヨ(.. 

シティ
ド、パキスタン、バングラディシュや西アフリカ、バルカン半島からの移民)

誰がイギ i 
リス人 -近代のイギリスの形成に大きなインパクトを与えた国を挙げる。食事、欽み物、音楽、映画な J ‘ 
カ.? ど、現代のイギリスの形成に影響を与えた国を挙げる。近代のイギリスの形成に影響を与えた出 開かれた ナイ

来事の年表を作成する。 文化の理
-パズ、/レ型に並べられたイギリスに関する写真(サリーの女性、ターバンを巻いた警察官、モス 解 ナイ

4イギリ
クで祈る人、サッカーチーム、黒人のイギリス代表選手、クリケット、古い教会、イギリスの旗 の

スひと
をまとった白人女性など)を見る。 形

つの国ワ -これらの写真はどんなイギリス人アイデンティティを示しているか、クラスメートと話し合い、 成
合意するか、しないか。あなた自身のイギリス人らしさ(Britishness)を表すパズル合作りなさい。
これまでの学習をふまえて、イギリスはどれくらい統ーされていると思うかについて話し合う。

-イギリス圏内の人種(例・白人 93%、マイノリァィ 7%)、宗教の内訳に関する統計、外国人
生まれのイギリス人の職業、ロンドンの外国生まれの人や人種構成、多言語のグローバノレ市場に

l玄関に
おける魅力に関する新聞記事を読む。

-近年の調査は、マイノリティは全体の 26%であるとしたが正しいか。移民はどのような意味
ある世界

でイギリス経済を支えているのか、イギリスに住む外国生まれの人のうち白人は何人か、これは

人々の予想に一致するか。エスニックグループの出身者の数以外に、イギリスが多文化社会であ

ることを示す指標はあるか。

z多様性
-世界人権宣百の平等に関連する部分の条約を読む。 4つのシナリオを読む(イスフム教の少女 人権に義

がスカーフをかぶって登校したところ、制服ではないという理由から学校に禁止された)。 づく多様
グ の尊重

-適用できる人権宣言の条項、人権宣言が尊重されているか、可能な解決策を話し合う。 性尊重

パJロ(.. 
-善い生活について異なる考え方がある中で、権利が尊重され、望むように生きるためには、公

平なルールと法に基づいて生活する必要があり、その議論の 1っとして、J.S.ミノレのものがある。

『自由論』からの引用を読む。
3.共に暮 • Jこの4つのシナリオのうち 1つを選び、自分の意見を示しそれに賛成しない人の意見を聞く。
らす

人々が異なる意見を持つことは重要か、ミルの考えに従えば解決できるか、解決しそうに無い例 聞かれた

はあるか。学校、コミュニテイ、国家で異なる意見が尊重されなかったらどうなるか。ミルの意 政治的価

見に賛成か。 値の理解

4.全ての
-論争的であるいくつかの事例を読む(例:移民政策に反対するイギリス国民党のデモ行進を、

反人種差別主義者はやめさせるべきだと抗議をした。)
人に一つ

-誰が正しく誰が間違っていると思うか、賛成と反対の文章を、根拠を示して書きなさい。寛容の制度9
な社会を促進するためにどんな行動を推奨するか。ミノレの見解は問題解決に役立ったか。

(表は、 Activate!1 ，2，3Cheltenham: Institute for citizenship， 2002.を参照に筆者作成。)
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ギリス国内のナショナノレ、リージョナノレ、宗教的、民族的アイデンティティの多様性と、

相互尊重と理解の必要性Jを学習させるどし、う規定にそって、「ローカル巻Jrナショナル

巻Jrグローパノレ巻Jすべて、イギリス園内の多様性についての学習となっている。ここで

はまず、異なる解釈に聞かれた文化に基づく国民的アイデンティティの形成を行う「ロー

カル巻Jと「ナショナル巻」の学習を取り上げる。次に、異なる解釈に聞かれた政治的価

値に基づく国民的アイデンティティの形成を行う「グ、ローパノレ巻Jを取り上げる。

① 異なる解釈に聞かれた文化に基づく国民的アイデンティティの形成

ここでは、異なる解釈に聞かれた文化に基づく国民的アイデンティティの形成を行う、

「ローカル巻Jと「ナショナノレ巻j の単元を取り上げる。

「ローカル巻jは、「人種」、ジェンダ一、障がし、に対する差別に対して、地域レベルの

取り組みを行わせることで、多様性の尊重についての学習を支援する構成となっているo

典型事例である小単元 1ではまず、アジア出身の生徒が大半を占める女子中等学校におい

て、民族的マイノリティ、女性、障がいなど特別な支援が必要な生徒すべてが尊重される

べきだとして、学校全体で行われている機会均等への取り組みが学習される。生徒は、こ

の取り組みを評価し、自分の学校に生かすための現状調査を行っている。小単元2と小単

元3では、ジヱンダーや障がし、に対する差別を禁じる国内法に基づき、差別に対する取り

組みについて考えさせている。ここで特徴的なのは、地域レベルで、見られる多様性が取り

上げられていること、および一人のアイデンティティの複雑さが取り上げられていること

である。つまり、アジア出身のマイノリテイであり、女性であり、特別支援が必要である

とし、う属性は、しばしば移民もしくはその子弟が同時に持ちうるものである。本単元では、

地域レベルの多様性を取り上げつつ、個人が持ちうる複数のアイデンティティ枠組みに注

目することで、アイデンティティの複雑さ・重層性をふまえた、地域レベルの多様性尊重

と平等への取り組みへの理解を促していると解釈できる。

続く「ナショナノレ巻J，土、国民的アイデンティティについて議論させるものとなってい

る。小単元 1は、イギリス国内の複数のネイションやアイデンティティについての学習と

なっている。まずイギリスの地図の上に、イングランド、ウェーノレズ、スコットランド、

北アイルランドの旗、祝日、首都、議員数を書きこみ、 4つのネイションから成るイギリ

スの地図に名前を付けさせる。次に、本小単元では、「イギリスはいくつのネイションから

成るのかJrイギリスとネイションのどちらが重要かJrイギリスは今の状態を維持すべき
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か、 4つに分かれるべきかj などの質問による意識調査を行わせる。ここでは、国家もし

くはネイションの一方を選択する人もいる一方で、イギリスとネイションの両者を重要だ

と考える人も一定程度いることが学ばれると予想される。これらの活動を通して生徒は、

イギリスを 4つのネイションから成るものであると認識すると共に、国家とネイションの

アイデンティティの重庸性について学ぶと考えられる。

小単元2は、英語の多様な起源の認識を促す活動である。イギリスの植民地支配の歴史、

アメリカ合衆国の影響力のために英語が国際語となっていることが説明された上で、歴史

的に英語に対して影響を与えた様々な言語の語葉を地図上で確かめる活動を行っている。

この活動を通して、英語を本質的な価値を持つ言語としてではなく、様々な言語の影響を

受ける中で歴史的に形成されてきたものとして認識することを促しているといえる。

小単元3は、紀元前 100年から現在までイギリスに移住してきた人々の出身地とその理

由について学び、それらがイギリスの形成過程に与えた影響について考えさせることで、

イギリスの民族構成の多様性の理解を促す活動である。具体的には、ケルト人、ローマ軍、

バイキング、ノルマンディ、ユダヤ人、パキスタン、西アフリカなどからの移民が、いつ

どのような理由で移住してきたのかという文章を読み、イギリスに影響を与えた国や出来

事、移民によってもたらされた文化について考える活動を行う。この活動は、イギリスの

民族性を、固有のものとしてではなく、様々な民族の影響を受けて形成されてきたものと

して認識することを促している。

小単元4は、イギリスに関連するイメージ写真のパズルをとおして、イギリスの多様性

を踏まえた、国民的アイデンティティについての話し合いを促す活動である。パズルの各

ピースは、イスラム教のそスク、ターバンをまく男性、キリスト教会、カレー、フィッシ

ュアンドチップス、クリケット、サリーを着た女性、ユニオンジャックを身にまとった白

人女性、黒人のイギリス代表のアスリートなど、宗教、「人種J、民族、スポーツや食事に

関わる写真から成っている。生徒たちは、それらの写真がどんなイギリス人アイデンティ

ティを表しているのかについて話し合った後、自分なりの「イギリス人らしさ

(Britishness) J について考える。またイギリスがどのくらい統一されているのかについて

も話し合う。ここでは、イギリスの文化、民族、宗教などの多様性を踏まえた上で、イギ

リス人としての国民的アイデンティティを自分なりに構成することが期待されている。つ

まりここでは、イギリスの文化を同質的なものとしてではなく、異なる解釈に聞かれたも

のとして認識し、それに基づく国民的アイデンティティの構築に参加することが促されて
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いるといえる。

以上のように、「ローカル巻」では、多元的なアイデンティティを持つ人々を尊重するこ

とが学ばれている。続く「ナショナル巻Jは、イギリスが、複数の政治体制および、多様

な言語、民族、宗教などを持つ人々によって構成されていることの理解に基づく国民的ア

イデンティティ構築への参加を促す学習となっている。言い換えると、ここでは、異なる

解釈に聞かれた文化に基づく国民的アイデンティティの構築に参加させることが目指され

ているといえる。

② 異なる解釈に開かれた政治的価値に基づく国民的アイデンティティの形成

次に「グローパル巻Jを取り上げ、異なる解釈に聞かれた政治的価値に基づく国民的ア

イデンティティの形成過程について明らかにする。小単元 1は、「ナショナル巻」で学ん

だ多様な民族性から成るイギリス理解の復習となっている。具体的には、イギリス国内の

人種や宗教の分布に関する統計資料などを分析し、実際の客観的データに基づいて国内の

多様性を認識することが期待されている。

小単元2は、「寛容Jとし、う政治的価値を人権に基づいて学ばせている。まず生徒は、「世

界人権宣言Jの中で、すべての人は、違いに関わらず平等であると定められている条項を

学習する。次に生徒は、宗教やジェンダーに基づく差別事例を読み、事例に適用できる国

際人権条約の条項を特定し、条項と照らし合わせた事例の評価、差別撤廃のために取りう

る解決策について議論を行う。ここでは、意見が異なる場合に必要となる寛容やそれを可

能とする人権価値に基づいて学ばせようとしており、国家を超えたアイデンティティ形成

の可能性を提示している。しかし、続く小単元 3と4では、国民的アイデンティティの基

盤となる、イギリス社会における共生のための政治的価値の学習となっている。

小単元3では、イギリスで採用されてきた共生のためのルールを批判的に検討させてい

る。まず導入で、多文化社会では、人々は異なる善い生き方の考えを持っており、全ての

人が望むような生活を送る権利が認められるためには、公平な一連のルールや法が必要で、

あることが確認される。続いて、 100年前のイギリスの国会議員としてジョン・スチュア

ート・ミル (Mill，J .8.)が紹介され、次のような『自由論』の一節が提示される。それら

は、「唯一 1人が人類と異なる意見を持っていたとしても沈黙させることは不当であるJr個

人の自由は、その人が他者の生活に危害を与えない限りは制限されるべきではないJr人々

が自らの方法で生活することが出来るのであればより幸福であるJrもし人々が自らの自由
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を用いて他者の利益に危害を加える場合にのみ、社会は個人の自由に介入することが許さ

れるべきであるj というものである。これらのルーノレを確認した後、生徒たちは、論争的

な問題における異なる立場の対立解決に、ミルのルールが応用可能で、あるかを話し合う。

例えば、イスラム教徒の女子生徒がスカーフを被って登校したいと申し入れたが、学校は

それが制服ではないという理由で拒否したとしづ事例を取り上げ、両者の対立関係を確認

した後、ミノレのルールの有効性が話し合われる。ここでは、女子生徒の「信教の自由Jと、

学校の世俗主義の対立が話し合われることが予想される。このような学習を通して、本小

単元では、実際の問題に見られる自由の対立と、ミノレのルールが擁護しようとする自由と

いう政治的価値の検討がなされているといえる。

小単元4では、自由をめぐる対立がより深刻な事例の分析を通して、 ミノレのルーノレを批

判的に検討させると共に、寛容な社会を構築するための提案を行わせている。まず自由を

めぐる対立関係を含む5つの事例が紹介され、各々の事例に関する話し合いを行う。例え

ば事例 5は以下の内容である。「亡命者の多く住むイギリスのケントで、政府の移民政策

に反対するイギリス国民党支持者がデ、モ行進を行った。地元の反対論者からは、だれも人

種差別主義者になる自由はないとして批判がだされているが、イギリス国民党支持者は、

法の範囲内であれば集会やキャンベーンを行う自由はあると主張する。警察は法の範囲内

にある限り集会を禁止することは出来なしリという事例である。この事例に対して生徒た

ちは、誰が正しく、誰が間違っているのかを話し合い、極右の立場に立つ人々の行進を禁

止すべきかどうかに関する賛否両論を、根拠に基づいて書くとし、う課題に取組む。また寛

容な社会のためにすべき行動、対立解決におけるミルのルーノレの有効性について話し合う。

この事例で問題となるのは「集会の自由j と「差別からの自由j の対立であるが、ミルの

共生のノレールで、は、差別によるアイデンティティの承認の阻害といったことが想定されて

おらず、対立解決に十分寄与しないことが認識されると予想される。これをふまえて生徒

には、より寛容な社会を構築するための新たなルールの提案を行うことが求められている。

以上のことより、 3つの巻における単元 3r多様性jでは、以下のように整理できる。「ロ

ーカノレ巻」で地域レベルでの多様性の尊重への取り組みの重要性が確認され、「ナショナル

巻Jでは、異なる解釈に聞かれた文化の理解に基づいた国民的アイデンティティの形成が

目指されていた。一方、「グローパル巻j では、小単元 2で人権に基づく多様性の尊重が

学ばれていたが、多様性の統合原理についての学習である小単元 3、4では、イギリスの

文脈の中で実体化された自由や寛容左し、う政治的価値の学習が中心であった。このように、
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政治的価値は、批判的に検討され、より良いものへと解釈が積み重ねられるものとして学

ばれていた。この異なる解釈に開かれた政治的価値とは、前節で述べた「共有価値j をさ

すと考えられる。

(3)学習方法:批判的討論と社会参加

W Activate!Jlは、その学習方法として、批判的討論と社会参加を採用していた。例えば、

「ナショナル巻Jの第3単元「多様性Jでは、イギリス社会を構成する、多様な政治制度、

言語、民族、宗教の認識を促すと同時に、それらを踏まえた統一的なアイデンティティを

構想させていた。例えば、小単元1rイギリス :4つのネイションがひとつにJでは、「イ

ギリスはいくつのネイションから成るのか」と尋ねて、同質的な国民的アイデンティティ

の想定について批判的に吟味させていた。また、「イギリスとネイションのどちらが重要かJ

「イギリスは今の状態を維持すべきか、 4つに分かれるべきかj という質問に関する意識

調査を行わせることで、国家とネイションを二者択一として捉えるという見方についても、

批判的に議論をさせていた。つまりここでは、同質的な国民的アイデンティティを教え込

んだり、国家統ーか多様性の尊重かという単純な二者択一を受け入れるのではなく、それ

らを批判的に分析し討論へ参加することによって、解釈に開かれた文化や政治的価値を構

築することが目指されていた。このように、 WActivate!Jlでは、批判的討論と社会参加が

学習方法として採用されていた。
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4.まとめ

本節では、イギリスにおける多元的シティズンシップを育成する教科書の代表的な事例

のひとつとして、 Institute品rCitizenshipで開発された WActivateUの分析を行った。

その結果、以下の3点が明らかとなった。

第一に、 WActivate!J13巻の全体計画は、シティズンシップ教育に関連する中心概念を、

ローカル、ナショナル、グローパノレレベルの社会問題に具体化した内容から成り、学年段

階が進むにつれて高度なスキルの学習が獲得されるように配列されていた。また、例外も

あるが、基本的には、ローカル、ナショナノレ、グローパルという順で地理的レベルが拡大

されるとし、う原理に基づき内容が編成されていた。

第二に、 WActivateUの 3巻に共通する単元 2r人権と責任j の分析を行ったところ、

ローカルレベルでは地域の住人としての権利と責任が、ナショナ/レレベルでは、国家の法

に基づく権利と責任が、グローパルレベルでは、国際人権条約に基づく権利と責任が学ば

れており、それらは、相互補完関係にあった。ただし、一部例外として、ローカルレベル

でも「子どもの権利条約Jに基づく権利の学習がなされていた。

第三に、 WActivate!~ の 3 巻に共通する単元 3 r多様性」の分析では、イギリス社会の

多様な要素の認識が促されると同時に、その統合原理は、異なる解釈に聞かれた文化や、

政治的価値であることが分かつた。具体的には、「ローカノレ巻Jでは、国内法に基づき、イ

ギリス園内の異なるアイデンティティを持つ人々を尊重することの重要性が学ばれていた。

「ナショナノレ巻Jでは、イギリス国内の多様な文化や民族性を踏まえた国民的アイデンテ

ィティに関する議論への参加を促していた。「グローパノレ巻jでは、人々の共生を可能にす

る政治的価値に関して、既存のルールを批判的に検討させるとともに、新しい価値やノレー

ルを提案させることで、開かれたものとして学習させていた。

第四に、 WActivateUでは、既存の文化や価値を問い直し、新しいものを構築するため

に、批判的な討議と社会参加が学習方法として用いられていた。

このような特徴を持つ WActivateUであるが、以下のような課題も指摘できる。まず、

国民の権利と人権の関係についてである。この教科書の分析より、例外はあるものの、基

本的には「ローカノレ巻jでは、地域住民としての権利と責任が、「ナショナノレ巻Jでは、国

家法に基づく権利と責任が、「グローパル巻Jでは、人権と責任が学習されており、それら

は相互補完関係にあった。ここでは、異なる地理的レベルのシティズンシップの要請が、

相互補完関係にあるものとされ、相互に対立することは想定されていない。しかしながら、
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実際の生活では、移民問題や環境問題のように、異なるレベルで、付与される権利や責任が、

互いに対立する場合がある。従って、それぞれのレベルのシティズンシップの育成を住み

分けのような形で行うだけでは十分ではなく、両者の接続をどのようにして図るかが課題

とされる必要がある。

次に、文化を国民的アイデンティティの基礎としていることである。 WActivate!Jlでは、

異なるアイデンティティを持つ人々を尊重し、多様な解釈に開かれた文化に基づく国民的

アイデンティティを統合原理としている。ここでは、確かに圏内の異文化について学習さ

せることで、既存の主流文化をある程度相対化し再解釈する可能性が提供されている。し

かしこのことは、主流文化自体の枠組みを批判的に見直すことを期待するものではないと

考えられる。例えば、 WActivate!Jlの単元 3r多様性jでは、英語の起源の多様性を学習は

するが、英語そのものを公用語としないという解釈には開かれていない。このことより、

国民的アイデンティティの基礎として文化をおくことは、国民的アイデンティティが、主

流文化からの影響によって形成される面を否定できないため、社会の少数派の文化的背景

を持つ人々に対して一定程度の同化を強いるものとことになると考えられる。

第三に、政治的価値(共有価値)の再解釈の限界である。 WActivate!Jlでは、異なる解

釈に聞かれた政治的価値が学ばれていた。しかし、これらの価値が異なる解釈に聞かれて

いるといっても、その再解釈は、それまで、の世代の人たちが行ってきた解釈の積み重ねの

範暗に留まることが予想される。そのため、やはり新しく社会に参入した者に対しては一

定程度の同化を求めると考えられる。例えば、 WActivate!Jlの単元 3r多様性Jでも、 JS.

ミノレの「自由」の考え方が示され、それを批判的に再解釈するという範囲での解釈の自由

が与えられていた。

ただし政治的価値は、人権といった国家を超えて共有され得る価値と近いものとして学

習させ、価値の再解釈に参加しうる人々の範曙を広げることで、排他的でないような形へ

と近づけることのできる可能性を残すものである。そこで次節では、国家レベルで、共有さ

れる価値と人権価値との連続性を意識させることで、より普遍的価値を重視するという方

向性を打ち出している、カリキュラムについて取り上げる。
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第2節中等学校の教育計画にみられる多元的シティズンシッブの学習

前節では、教科書 WActivate!~ の分析を通して、地域、国家、グローパノレレベルでの人

権と責任が相互補完関係にあるものとして学習されていたこと、そして、異なる解釈に聞

かれた文化と政治的価値(共有価値)に基づく国民的アイデンティティの形成が目指され

ていたことを明らかにした。また、本教科書では、批判的討論と社会参加とし、う方法が採

用されていたことを述べた。

本節では、シティズンシップ教育に積極的に取組む中等学校における教育計画の分析を

行う。本節が、教科書ではなく実際の学校の教育計画に注目するのは、以下の理由からで

ある。まず、イギリスの学校では教科書の使用は全体の約6割にとどまると共に、使用す

る学校は減少傾向にあるとし、う調査からも久実際のシティズンシップ教育の計画を分析

する必要があると考えたことである。 次に、より重要な理由としては、第2章で論じたよ

うに、『アジヱク・レポート』が提言した国民的アイデンティティの育成に対して、教育現

場では批判的な意見があったということである九この点については、イギリスのシティ

ズンシップ教育に関わる教師は、「イギリス人らしさjをシティズンシップの中核に据える

ことに批判的であるという調査結果もある 10 本節で取り上げる中等学校の教育計画の特

徴を先取りして述べると、それはシティズンシップ教育の中で人権を重視することで、排

他的でない国民的アイデンティテイの形成を目指そうとするものであると言える。以下で

は、具体的な事例に基づき詳しくみていく。

1. 中等学校Aの位置づけ

本節で取り上げる中等学校A(以下、 A校)は、シティズンシップ教育と企業家精神の

発達 (enterprise) 1 1を学校全体の教育活動の中心に据えている学校である。 A校は、特

定の教科に力を入れて取組むことが期待されるアカデミー 12と呼ばれる学校であり、 A校

の重点教科はシティズンシップ教育で、ある。 A校は、シティズンシップ教育の専門教師を

置き、週2時間をシティズンシップ教育に充てる左いう形で力を入れて取組んでいる 130

さらに、在籍生徒の構成が非常に多様であることもA校の特徴である。A校の在籍生徒は、

経済的に貧しい家庭の生徒が多く、パキスタン系をはじめとするエスニックマイノリティ

出身の生徒の割合が 3分の 1と非常に高し、 14。

このような特徴を持つA校では、学校全体として以下のような目標を掲げている。
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我々のグ、ローパルな世界が達成すべき最も重要なことの 1つは、コミュニティ相互の

理解を促進することである。若者の聞の討論や議論は、彼らがシティズンシップや企業

家教育を学ぶ過程、そして、より良い世界への道を支援する 150

ここでは、コミュニティ同士の理解を促進するとし、う課題が意識されている。具体的な

学習内容の分析の中で触れるが、ここで言うコミュニティとは、 A校の生徒の背景との関

連する、文化や価値を共有する集団のことを指す。そして、それらの集団聞の理解を深め

るのが、討論や議論であり、その機会をシティズンシップ教育や企業家教育が提供すると

いうことが示されている。そして、コミュニティ同士の理解の促進が、最終的にはより良

い世界を作っていくことを目指すということが述べられている。

このようにA校は、コミュニティの相互理解を促進しつつ、シティズンシップ教育が取

り上げる地理的範囲を、地域や国家レベノレに限定せず、世界にまで拡大している。筆者が

シティズンシップ教育の担当教師に行ったインタビューの中で、も、担当教師は、多様性の

理解と社会的結合(socialcohesion)、地域、国家、グローパルレベルのシティズンシップの

育成が重要であるとの見解を述べていた 160それではA校では、どのような内容と方法に

よって、多元的シティズンシップを育成しようとしているのであろうか。

2. 中等学校Aのシティズンシップ教育の計画

A校のシティズンシップ教育の年間計画を表 3・4に示した。また、その中から、キース

テージ 3(8年生、 9年生)のシティズンシップ教育に直接関わる部分を抜き出して、表

3・5、表3・6に示した 170表3・5、表3・6からは、教育計画の特徴として、国内法と人権と

が相互補完関係、にあるものとして学習されているが、特に人権が重視されていることや、

多様なアイデンティティのカテゴリーが取り上げられると同時に、複数の地理的レベルに

おける学習となっていることが指摘できる。

(1)国内法と人権の相互補完関係

A校のキーステージ3の教育計画は、全体としては政府作成の『教授計画(Schemesof 

work) 1 8~ に沿ってその内容が選択されている。まず特徴として指摘できるのは、国内法

と人権とが補完関係にあるものとして学習されていることである。例えば、キーステージ
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表3・4 中等学校Aのシティズ、ンシップ教育の年間計画

，fLA -
月 適 8年生 9年生 10年生 11年生

期

1 導入とルール作り 導入とルール作り 導入とルール作り 導入とルール作り

9 
2 3 部族 奴隷骨折j 死刑 盟会、政府、法の働き

~一 PSHE:アイプ、ン PSHE:アイデン PSHE:アイァ、ン PSHE :アイプ、ン
5 
ティティとコミュ ティティ eコミュ ティティとコミュ ティティとコミュ

10 
ニアイ ニティ ニアイ ニアイ

奴韓制:未完のピ
6 部族

ジネス

7 PSHE :安全 PSHE:安全
GCSEコースワー

戸f孟t ク: 投票と若者
トL PSHE:個人の安 死刑期 全一インターネッ

11 
9 
トと携帯

PSHE:避妊

円十 PSHE :麻薬、法
人権

人権 的義務、選択
権利と責任:雇用

斗2 国際人権デー配念 国際人権デー記念 者、被雇用者、顧

13 
行事の準備と開催

行事の準備と開催
国際人権デー記念行 客

12 事

14 
PSHE:職業体験
の準備

I : 
PSHE :職業体験

1 
ホロコーストと大虐

GCSEコースワー
犯罪 法律のメカニズム ク:

I-!-
殺

社会変化と偶人参

5 加の機会
戸f三t 2 

権利と責任:雇用
期 ト与一 政府、選挙、投票 者、被雇用者、顧 コースワークA

11~ 
PSHE:健康なラ

客

3 
イフスタイ/レ

PSHE :職業体験 法シスァムの権利
PSHE:安全

の準備 と責任

1 
PSHE:性教育 PSHE:健康なラ

4 F子 PSHE :健康なラ イフスタイル、個

イフスタイル
PSHE:職業体験

人の安全

F 
チャリティ の準備

5 
PSHE:職業体験

復習
PSHE:いじめ グローバルシナイズ

学 ンシップ

期 」旦9 動物の権利 財政能力
UKにおける多様な GCSEテスト

6 
|守1了0 アイデンティティ

PSHE:避妊
社会におけるメディ

12 アの重要さ

7 寸r
14 

L.-ーー

(注)シティズンシツプの授業は、 PSHE(Personal，Social and Health Education，人格・社会性・健
康教育)と合同で年間教育計画が作成されている。シティズンシップ教育の授業については、ゴシック

で示した。(中等学校Aの年間教育計画を参照に筆者作成)
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表号5 8年生のシティズンシップ教育計画

その他
アイデンアイティフマ 概要 対応する教授計画
地理的レベル

1導入 -導入とルノレ作り 1シティズンシップ

-文化的コミューアイの概念を分析し、異なるコ
4イギリス:多様な社会?

文化的アイデミュニティ同士の話し合いの場を設ける。
14民主的参加スキルを発

ンティティ
2部族

-平和にコミュニティ同士が共存するためのガイ
達させる

ドラインを作る。

-表現の自由、拷問、ストリートの子ども、難民、
3人権

世界人権デ
グローパル16人権デーを祝う

(12110) 
国家

死刑の是非を両者の立場に立って議論する。
10グローパルな問題を議

地理、歴史、宗
地域(学校)

3人権 -ビノレマの地理、歴史、ピルマで起こったデモに
論する

教、とのクロス
言語、宗教

ついて知り、人権活動家解放のキャンペーンに
14民主的参加スキノレを発

カリキュラム参加する。
達させる

-犯罪と若者の関係を探究する。自分が犯罪の被

害者、目撃者になる、あるいは逮捕された時の

4犯罪 権利を知る。 2犯罪 国家

-刑法、民法の違いを知る。

-警察署と裁判所への訪問を行う。

-フェアトレ ドの意味を理解する。バナナ供給
3人権

のロ←ノレプレーを通して不平等を知る
10グローパルな問題を議

グローバル5チャリテ -学校でフェアトレードに取組むアクティプシテ
論する

地域(学校)イ イズンの例をドラマから学ぶ
14民主的参加スキルを発

-フェアトレード認定学校にするためのチャレン
達させる

ジに取組む。プレゼン、評価、振り返りをする。

-人権と関連付けて動物の権利について学ぶ
5どのように法律は動物を

6動物の権
-動物福祉法の内容を理解する。動物が持ってい

保護するのか
国家る権利、持つべき権利、動物の権利に関する情

14民主的参加スキ/レを発手fJ
報源、取り扱いの領域を考える。

逮させる
-情報を伝えるためのパンフレットの作成。

表3・6 9年生のシティズンシップ教育計画
アイデンテイアイつr-・マ 概要 対応する教授計画 その他
地担型的次瓦

1導入 -導入とルノレ作り 1シアイズンシップ

グロ ノ号ノレ、

-奴隷制の歴史、現在の奴隷制を学ぶ。 3人権
奴隷貿易廃止

国家、地域

ジェンダー、2奴隷制 -奴隷制廃止に使われたキャンベーン手法を学 14民主的参加スキルを発
法成立200周年

宗教、社会階ぶ。キャンベーンを企画する。 達させる

級、 I人種J

3人権
世界人権ヂ

-奴隷制と関連付けて人権デーを企画する。 16人権デーを祝う
(2/10) グローバル

-ピ/レマの地理、歴史、ビ/レマで起こったデモに 10グローバルな問題を議
地理、歴史、宗 国家、地域3人権

ついて知り、人権活動家解放のキャンベーンに 論する
教とのクロス 宗教

参加する。 14民主的参加スキルを発
カリキュラム

遣させる

3人権 ホロコ スト.REと歴史とのクロスカリキュラム。
11世界で平和を保つのは メモリアルデ

グローパル• r人種Jに注目して虐殺の概念を知る。
なぜ難しいのか 一(It27)

国家4ホロコース .20世紀に起こった虐殺を調べて発表するとい
13どのように対立に対処 歴史、国語、メ

「人種J、宗トと大虐殺 う課題に取組む。
するのか ディア、宗教と

教、民族-相互評価と自己評価をする。
10グローパルな問題を議 のクロスカリ

-ホロコーストメモリアルデーの企爾。
論する キュラム

5政府、選挙、
-イギリスで民主主義がどのように機能している

6政府、選挙、投票 国家か探究するo
投票

-独自で政党を作り模擬選挙を行う。

-税金と国の財源、を理解する

6財政能力 -予算編成のロールプレーを行う 国家

-課題に取り組み自己評価・相互評価を行う
インタ ナショ

7社会のメデ -地域、国家、インターナショナルレベルのメデ
9社会のメディアの大切さ ナル、国家、地

ィアの大切さ ィアの重要性を探求する
域

(表 3・5，表 3・6は、学校A作成の年間教育計画、単元指導計爾、および政府作成の教授計画を参照に筆者作成)
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3の教授計画では、単元 4r犯罪Jは、若者に適用される国内の刑法や民法についての学

習となっており、単元6r動物の権利Jも、動物福祉法(AnimalWelfare Act) Iこ基づく動

物の権利に関する学習となっているo 一方、単元 3r人権Jと単元 5rチャリテイJでは、

国家法が対象としない人々の権利にまで言及し、その人々の権利を保障するための活動を

行わせている。例外は、単元2r部族Jであり、これは自分たちで共生のためのルーノレを

作成する活動となっている。

次に、特徴として指摘できるのが、全体で見ると人権が重視されていることである。政

府のキーステージ3の教授計画では、人権が取り上げられているのは2単元に過ぎないの

に対し、 A校では 5単元が人権に関わるものである。さらに、それらの単元が、国内外の

人権に関連するイベントと関連づけられ学校行事として行われていることや、クロスカリ

キュラムとして複数の教科と合同の取り組みとして行われていることからも、人権に関連

する単元が重視されているのがわかる。例えば、単元「人権j では、ピノレマの抗議行動と

関連させて、地理、歴史、宗教の時間でもピルマについて学習したり、 8・9年生合同で「国

際人権デーj の行事を行っている。

このことより、 A校における教育計画では、国内法と人権が補完関係、にあるものとして

学習されるが、全体としては、人権がシティズンシップ教育の中心的な権利として位置づ

けられているといえる。

(2)多様性と複数の地理的レベルへの参加の学習

A校の全体計画は、表 3・5、表 3・6の「アイデンティティ、地理的レベルj の項目に示

すように、多様な集団的アイデンティティを取り上げると共に、複数の地理的レベルへの

参加の学習から成っている。

全体計画の中で取り上げられるアイデンティティ枠組みは、「人種j、宗教、民族、ジェ

ンダ一、言語、社会階級など多様である 190 またその取り上げ方は、文化的集団関の良好

な関係構築を目指す「水平的j 関係に関する単元と、文化的集団の政治参加を促す「垂直

的j関係に関する単元がある。前者に関連する単元 2r部族J(8年生)は、 2つのグ、ループ

に分かれて、自分たちのグループの名前、旗、法律などを選択することで文化的コミュニ

ティを形成し、他のコミュニティと共生するためのガイドラインを作成する活動である。

他方、後者に関係するのが、単元「人権J(8、9年生)、単元2r奴隷制J(9年生)、単元3

fホロコースト左大虐殺J(9年生)である。例えば単元3は、「人種J、宗教、民族集団の
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絶滅を図るという大虐殺の定義を学習した後、国家などによる大虐殺の事例を調べて発表

する活動である。

一方、全体計画の中で取り上げられる地理的レベルについては、地域、国家、グローパ

ノレレベルの全体のバランスをとりつつ、一つの単元の中でも複数の地理的レベルへの参加

の学習が意識されている。例えば、単元2r奴隷制j では、一つの単元の中に複数の地理

的レベルへの参加の学習が盛り込まれている。これについては後ほど詳しく取り上げる。

以上のことより、 A校のシティズンシップ教育の全体計画の特徴として、人権に関わる

単元が多く取り上げられていること、多様な集団的アイデンティティと複数の地理的レベ

ルにおけるシティズンシップの学習が盛り込まれていることが指摘できる。

3. 中等学校Aのシティズンシップ教育の単元構成

ここまで、 A校におけるシティズンシップ教育の年間計画を分析し、その特徴として、

国内法と人権が補完し合うものとして学習されると同時に、人権が中心的な価値として重

視されていること、多様なアイデンティティのカテゴリーが取り上げられていること、複

数の地理的次元における学習として計画されていることを指摘した。

以下では、教育計画の中でも特に典型的な単元であると考えられる、「奴隷制J(9年生)

を取り上げ、多元的シティズンシップが、具体的にどのような内容と方法によって学ばれ

ているのかについて明らかにしてし、く。 A校の単元指導計画の記述を中心に、単元2 r奴

隷制Jの構成をまとめたものを表3・7に示した200

本単元の学習過程は、近代史における問題解決過程の理解を促す【展開 11から【展開

31と、現代の問題解決への参加に関わる【展開 4・5]の2つに分けられる。まず、近代

史の問題解決過程の理解に関わる学習過程のうち、【展開 1]では、大西洋奴隷貿易に関す

る基本的な事実認識を促している。【展開 2】では主に、奴隷制廃止法の制定に関わったキ

ャンベーング、ループを取り上げ、生徒に、グループの概要、キャンベーン全体の中で、担っ

た役割や用いた戦略について調べて発表させている。【展開 31では、それまでの学習のま

とめと振り返りを行う。次に、現代の問題解決への参加に関わる学習過程のうち{展開41

では、強制労働や少年兵など、現代の奴隷制の問題についての分析を促している。【展開51

では、現代の奴隷制反対のキャンベーン計画を立案させている。以上の学習過程の特徴と

して、以下の4点にわけで説明を行う。
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表 3-7 単元「奴隷制j の単元構成

展開・小単冗 教師の指示と生徒の活動 知識 スキノレ 価値

展開 1
1.生徒を 4つのグループにわける。大西洋一角貿易
に関連するカードと貿易ルートを示す地図を対照さ 大西洋三角貿 -情報と情報源を分析し、

歴史上
せる。 易に関する事 幅広い問題・出来事につ

の問題
2 カードを地図 kに貼り付けるように言う。 実 いて考える

理解
3 この活動から学んだことを話し合わせる。

近
1.奴隷制が支持された理由として、大変儲かるため -問題を調査し合理的に議代
に廃止するのが難しかったことを説明する。 奴隷制廃止へ

論する史
2.4種のグループ(各2グ、ループ)にわけ、それぞれ の多様なグ‘/レ -情報と情報源を分析し、
に異なるキャンベーング、ループを代表させる。 一プの関わり

幅広い問題・出来事につ
ぴ) 展開2 3.キャンベーングループについての情報シートを各 いて考える 寛容
問 歴史上

グループに渡し、実際にそのグループが使った戦略 イギリス最初 -個人の強みを生かす題 の問題
を知り、自分たちの選択と比較させる。 の市民のキャ

-グ、ループの意思決定に貢 自由
解 解決過 4. John Newtonの「アメージング・グレース」のピ ンベーンで使 献する決 程の理

デオを見て、使用された戦略の理解を深める。 われた方法と
-他者の意見を聞き・尊重 正義過 解 戦略
し妥協を行う

程
担当するキャンベーングループの紹介、担った役割、 -友人や大人と話し、聞く 権利σ〉
用いた戦略について説明し、質問に答えられるよう

「圧カ団体」
-消極的なピア・プレッシ

理 の概念と政府

解
にする。プレゼンの準備をおこなう。

対する圧力の
ャーを拒否する

政治的
-建設的なフィードパック

展開3 用い方
を与え、受ける

権利

学習の 1各グループ、プレゼンを行い学んだことを共有す
奴隷制度への -経験から学んだことの反

まとめ る。
省

と振り 2.プレゼンについて相互評価、自己評価を行う。 賛否
-学習課題の評価を行う

返り

1.現代の奴隷制が存在するかを尋ね、それに関わる重

要な事実(奴隷の数、奴隷の形態、奴隷制が生まれ

る理由など)を提示する。

2.4人 1組のグループに分ける。世界人権宣言のシー
トを各グ、/レープに渡す。グ、ループごとに異なる事例 現代の奴隷制
(強制労働、家事労働、少年兵、性貿易)を担当し の事例

て資料を読む。以下の質問をする。
-問題を調査して合理的に

どの人権が侵害されているのか、奴隷となること 奴隷制で侵害
議論する 人権

は、その人の健康、教育、人生の機会にどれほど影 される権利
-情報と情報源を分析し、

展開4
響するのか、事例の中で説明されている行為によっ

幅広い問題・出来事につ
自由

現代の
て影響を受けている人々はだれかc 奴隷制の影響

いて考える

問題分
3.生徒にグループで、事例の中では奴隷状態から逃

自由の概念
-個人の強みを生かす

げたら本当に自由なのかを考えさせる。自由とは何
-グループの意思決定に貢 平等現 析

を意味するかについて書くことを宿題にする。
献する代

1.宿題を振り返り、自由とは何かについて生徒に聞 元奴隷が再度 -他者の意見を聞き尊重し 寛容の
く。人が自由になるために重要な項目を話し合う。 コミュニティ て妥協を行う問
2.少年兵の物語を再度取り一上げ、この子どもがコミ に統合される

題
ユニティに戻るために必要としている援助を話し ために必要な

解
合う。 支援

決
3 ゲストスビーカーにシエラレオネでの体験を話し

J、、
てもらうo

。〉
4.現代の奴隷制に注目して少年兵のブックレットを

参
作る課題を与える。

加
同上
-課題を最後までやり遂げる

9年生全体あるいはクラスごとに以下の課題に取組 200年前と今 時聞と学習を効果的に管理
む。クラス全体で、学校で取組める奴隷制反対のキャ の奴隷制廃止 する

ンベーンのアクションプランを作成するり ャンベーンの -他者が助けを必要としてい
展開5

関連 る時に支援する
現代の

例)活動グループの人を呼ぶ、学年集会に講演者を呼 -地域の環境やコミュニティ
問題解 のために参加する

ぶ、リーブレットやポスターを作る、学校新聞の記事 キャンベーン
-学校内外にアクセスを得る決への

を書く、地元新聞からの取材を受ける、国会議員に手 で使われた手 -偏見と差別に挑戦すること参加
紙を書く、反奴隷制の宣言に署名をする、学校全体で 法の確認、 で他者への配慮を示し擁護
署名を勧める、 Eカードを送る、反奴隷団体に募金を する

する NGOの働き -対立の解決に成功する
-訪問者を含めた、友人や大
人と話し、聞く

(学校Aの単元指導計画を参照に筆者作成)
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(1)イギリス国内の多様性の認識

本単元の第一の特徴は、多様なアイデンティティの枠組みを柔軟に認識させると同時に、

それが政治参加と関連付けて学習されていることである。これは、歴史上で奴隷制反対キ

ャンベーンを行ったグループについての学習を通してなされている。

まず、国内の多様性の理解と政治参加との関連については、本単元が、多様なアイデン

ティティを持つ人々が、奴隷制廃止法の制定という政治問題に取組んだ歴史についての学

習となっていることから明らかである。

次に、イギリスの国内の多様なアイデンティティの枠組みを柔軟に認識することについ

ては、イギリス近代史上の重要な出来事に、「人種j、ジェンダ一、社会階級など多様なア

イデンティティを持つ人々が関わっていたことの認識を通して行われている。また、ここ

では、アイデンティティのカテゴリー内部を同質と捉えるのではなく、その内部の多様性

も同時に認識させている。【展開2)では、奴隷制反対キャンベーンに参加したイギリスの

歴史上に実在した人物を、果たした役割、「人種j、ジェンダー、社会階級の観点から、「キ

ャンベーンの指導者Jr黒人活動家Jr女性Jr大衆Jの 4つのグ、ループに分けて紹介して

いる。各グ、/レープとそこに参加した人々について表3・8にまとめた。

表3・8 奴隷制廃止キャンベーンに関わったグ、ループの概要

グループ グループ内の多様性 活動の内容

キャンベーン Thomas Clarkson 論文発表、講演会の開催、アフリカ文化の紹介、ポス|

指導者 学生活動家 タ一作成

William Wilberforce クエーカー教徒は異端模されていた中、奴隷貿易廃止|
国会議員、英国国教会教徒 法案の成立に貢献

黒人活動家 Olaudah Equiano 勇敢で、教養があり、キリスト教徒であるアフリカ人
西アフリカ出身の元奴隷で後に数 を自伝の中で描き、偏見に挑戦する。奴隷の恐ろしさ
学者・作家 を書く。国会議員へのロビー活動。

カリビア諸島の奴隷たち 奴隷の指導者(キリスト教徒)のもとでの反乱により、

奴隷維持のリスクを政府に自覚させた。

女性 Elizabeth Heyrick 男性の主張するゆるやかな解放ではなく、完全な奴隷
女性団体を設立 解放を求める。砂糖ボイコットの主導者、国会議員へ
国会議員に圧力をかける 圧力をかける。

HannahMore チフシ作成、講演会開催、署名集め、砂糖ボイコット、
詩人、劇作家 奴隷貿易の綿の服を拒否
国会議員に近い友人を持つ

一般大衆 奴隷廃止委員会の設立、署名集め、砂糖ボイコット

(表は、筆者作成)

本単元が、グ、ループ内の個人を取り上げるのは、グループの内部が同質で、はないことの

理解を促そうとしているからである。例えば、「キャンベーン指導者Jのグ‘ループの中には、
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「クエーカー教徒Jと「英国国教会の教徒jがおり、後者が優遇されたこと、また「黒人J

グ、ループの中には「奴隷出身で後に学者と作家となった黒人活動家j と「カリビア諸島で

反乱を起こした黒人奴隷j がし、たことが学ばれる。このようなグループの紹介を通して本

単元は、イギリス社会を構成してきた「人種j、ジェンダ一、社会階級を異にするグ、/レープ

についての理解を促す一方で、グループ内部についても、同質ではなく宗教や社会階級な

どの多様性を含むものとして理解することを促していると言える。

(2)普遍的価値に近い政治的価値に基づく国民的アイデンティティ形成

本単元の第二の特徴は、普遍的価値に調和的な政治的価値に基づく、国民的アイデンテ

ィティの形成を促していることである。本単元の【展開2・3]では、イギリスの歴史上、

多様な人々の参加によって、イギリス社会で実現した価値についての認識を促している。

具体的には、奴隷制廃止キャンベーンにおいて、参政権を持たない女性や一般大衆が、署

名運動や砂糖の購買ボイコットを通して行使しようとした「政治的権利Jや、国際人権法

が存在しない時代に、黒人奴隷が反乱を通して表現しようとした「権利Jや「自由J左い

う価値が学ばれる。ただし、これらの政治的価値は、イギリス人もしくはイギリスと関わ

りの深い活動家によって実現されたものであるとしづ理解が促されている。実際、表 3・8

に示すように、各グループの主要な活動家は、基本的にイギリス人もしくはイギリスに拠

点を置く者、教養や宗教の面でイギリス国内の人々の理解を得る要素を持っている人物と

して描かれていた。つまり、歴史上の政治的価値は、イギリス社会を構成する様々なアイ

デンティティを持つ人々の政治参加・議論によって形成され、イギリス社会で共有される

ようになった価値として学習されることが期待されていたといえる。

本単元では、このような政治的価値の学習に重要なものとして、歴史的アプローチを用

いている。キムリッカは、歴史的な偉業の学習は、その価値への愛着やコミットメントを

促すと述べている 21。本単元でも、歴史を通して政治的価値を認識させることで、奴隷制

を廃止に導いた歴史的偉業への誇りと、それを成し遂げる際に参照された政治的価値に対

する愛着を抱くようにイ息されているといえる。つまり、この中で、イギリス社会の伝統的

な政治的価値(共有価値)の認識と、それに基づく国民的アイデンティティが形成されて

いるといえる。

しかし興味深いことに、歴史的事例の学習を受け継ぐ形で行われる現代の奴隷制の学習

の部分では、人々の参照する価値として「人権jが位置づけられている。まず【展開4)
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では、現代の奴隷制の問題を把握した後、「国際人権法jの観点、から奴隷状態にある人々の

「権利Jr自由Jr教育・健康への機会Jについて話し合わせている。具体的には、【展開4】

では、イギリス以外の国(シエラレオネなど)において、奴隷状態に置かれている子ども

の権利、自由、教育、健康、人生の機会について、「国際人権法Jの観点、から話し合わせて

いる。より詳しく言えばこの学習は、少年兵として働くことを余儀なくされている子ども

にとって奴隷状態から抜け出すことは「自由Jの確保を意味するのか、コミュニティに戻

るために必要な支援は何かなど、「自由jの概念について深く考えさせる構成となっている。

以上のように、生徒たちは、近代史左現代史を連続して学んでおり、そこでは、歴史的

に継承されてきた価値と現代の人権価値が連続するものとして学ばれている。つまり、こ

こでは、イギリス社会で歴史的に人々が共有してきた政治的価値(共有価値)が、国家を

超えても共有されうる普遍的価値と親和性の高いものとして認識されているということで

ある。また、価値を実現する方策についても、歴史事例を通して学んだ、キャンベーン戦略

を用いて、現代の奴隷制廃止キャンベーンに取組むことが期待されている。【展開5]のキ

ャンベーン計画立案の活動では、生徒が価値実現のために積極的に参加することが促され

ている。つまり、人権をイギリス社会で歴史的に受継がれてきた価値と連続する価値とす

ることで、それへの愛着とコミットメントが期待されているのである。以上のことより、

本単元では、イギリス史上で形成されてきた「共有価値j が、現代における「人権Jに近

い価値として認識することが促されており、これに基づく国民的アイデンティティも、国

家のみでなく、国家を超えた次元におけるアイデンティティとも親和性の高いものとなっ

ているといえる。

(3)複数の地理的次元への参加の促進

本単元の第三の特徴は、以上のような多様性と国民的アイデンティティに基づき、本単

元は、複数の地理的レベルへの参加を促しているということである。具体的には、【展開5]

の奴隷制反対キャンベーンの計画立案活動において、学校での講演会の開催、国会議員へ

の圧力行使、 NGOへの募金活動など、地域、国家、グローパノレとしづ地理的レベルへの

参加を想定した計画が提案される左予想される。前述のように、本単元では、国民的アイ

デンティティを、国家を超えた次元に対するアイデンティティとも親和性の高いものとし

て構想しており、そのことによって、社会参加を、国家レベノレに限定せずにグローパルな

レベルにまで拡大して行うことを促しているといえる。
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(必学習方法:批判的議論と社会参加

本単元の最後の特徴として、批判的討論、社会参加、歴史的アプローチが、主な学習方

法として用いられていることが指摘できる。近代史における問題解決過程の理解の中では、

批判的討論と社会参加というスキルの理解が目指されており、現代の問題に取り組む過程

では、それらのスキルを活用することが期待されている。具体的には、【展開21では、人々

が奴隷制を批判し、望ましい価値を構築するための行動(キャンベーンやアドボカシー)

戦略が学ばれる。【展開 4、展開51では、それらのスキルを現代の問題解決過程で、活用す

ることが求められている。 つまり、現代の奴隷制で侵害されている権利を分析し、権利を

保障するために必要なものについて話し合いを行うことが求められる。加えて、ここでは、

望ましい価値の実現のために、社会参加(アドポカシー活動)を行うことが促されている。

歴史的アプローチについては、{展開21において、近代史の中で奴隷制廃止を通して人々

が達成しようとした価値について学ばれる。これによって、歴史的に受継がれてきた価値

に積極的にコミットし、それに基づく社会構築のための参加の意欲を促すものとなってい

る。以上の特徴をふまえて、本単元の学習構造を図示すると図 3・1のようになる。

図3・1 単元「奴隷制Jの学習構造

<近代史における問題解決過程の理解>

大西洋 奴隷制

奴隷貿易 一一+廃止法制定

官 官

多元的アイデンティティを持つ人々
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(図は、筆者作成)



4.まとめ

これまで中等学校Aの教育計画の分析を通して、多元的シティズンシップを育成する教

育の特徴について、以下の 5点を明らかにした。

第一点は、 A校の教育計画を分析した結果、国内法と人権が補完関係にあるものとして

学ばれると同時に、教育計画全体の中で人権が重視されていること、多様なアイデンティ

ティのカテゴリーが取り上げられていたこと、複数の地理的レベルにおける社会参加の学

習が計画されていたことを明らかにした。

第二点は、 A校の典型的な単元「奴隷制j の指導計画の分析を通して、具体的な単元構

成について明らかにした。まず、内容について本単元では、奴隷制廃止法の制定に関わっ

たグループとグ、ループ内部の多様性を紹介することで、多元的なアイデンティティを持つ

人々がイギリスの重要な歴史的事例に関わっていたことの認識を促していた。また、単元

「奴隷制」では、多様なアイデンティティを持つ人々が、奴隷制廃止による権利拡大とい

う政治課題に取組んだことの学習を通して、多様性と政治的課題や政治的価値を結び付け

て学習させていた。

第三に、単元「奴隷制jでは、普遍的価値に近い政治的価値に基づく、国民的アイデン

ティティの形成が行われていた。具体的には、イギリス社会で共有されている価値が、多

様なアイデンティティを持つ人々の議論により歴史的に形成されたことの認識を促すこと

で、それらの価値の達成を成し遂げたことへの誇りや、価値へのコミットメントが促され

ていた。しかし、続く現代の問題の学習では、政治的価値を人権と連続性のあるものとし

て学ばれており、そこで形成されるアイデンティティは、国家を超えたレベルにまで広が

る性質を持つもので、あった。このことから本単元全体では、超国家レベルのアイデンティ

ティと調和的な国民的アイデンティティの育成が目指されていたといえる。

第四に、本単元では、学習方法として、現状の批判的分析に基づく議論、現状を改善す

るための行動・アドボカシー、歴史的な価値認識としづ方法が採用されていた。

以上のような特徴を持つ、 A校の教育計画の意義は、以下の2点にまとめることができ

る。まず、前節では、分析対象とした WActivate!~ の文化に基づく国民的アイデンティテ

ィ育成の限界を克服していることである。文化に基づく国民的アイデンティティは、それ

が異なる解釈に開かれた文化であっても、主流文化の影響が強いという状況にあって、マ

イノリティには一定程度の同化を求めざるをえないという限界があった。しかし、 A校の

教育計画において、国民的アイデンティティの基盤はあくまでも政治的価値であり、文化
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を社会統合の基盤として想定していなかった。

次に、前節の WActivate!~ に比べて、よりグローパルレベノレに開かれた国民的アイデン

ティティの育成が意図されていることである。 A校の教育計画で参照される価値は、人権

が中心となっていることに加え、実際の単元構成をみると、アイデンティティの基盤とな

る価値が人権と連続性のあるものとして学習されていた。

このような特徴を持つA校の教育計画は、次章以下で分析する法を統合原理とする多元

的シティズンシップと、非常に近い構造を持っているといえる。
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第3節 国民的アイデンテイティを統合原理とする多元的シティズンシッブ教育の特徴

本章では、イギリスにおけるシティズンシップ教育の教科書である WActivateUと、シ

ティズンシップ教育に積極的に取組む中等学校の教育計画を、「国民的アイデンティティを

統合原理とする多元的シティズンシップJを育成する教育の典型事例として取り上げ、分

析を行ってきた。これらは、国民的アイデンティティが何に基づくのかという点から、そ

れぞれ、解釈に開かれた文化や政治的価値に基づく国民的アイデンティティの形成を促す

カリキュラムと、普遍的価値に近い政治的価値に基づく国民的アイデンティティの形成を

促すカリキュラムとに区別できるものであった。これらには4点の共通する特質がみられ

る。

第一の特質は、多元的シティズンシップの特徴である、地域、国家、グ、ローパルといっ

た複数の地理的レベルにおける権利と参加の責任が学ばれていたことである。ただし、そ

れら異なる地理的レベルの権利と責任は、いわば住み分けとも言える、相互補完関係にあ

るものとして学ばれていた。この理由として、地域、国家、グローバルレベルのシティズ

ンシップは、異なる原理・原則に基づいて定義されていることがある。つまり、地域・国

家レベルのシティズンシップが、地域・国家の法によって保障される権利と、地域・国家

への義務によって定義されているのに対し、グローパルレベルのシティズンシップは、国

際人権条約によって規定される個人の権利と、それに対して個人や国家が負う義務によっ

て定義されていた。

第二の特質は、イギリスのシティズンシップ教育では、国内における、ジェンダー、「人

種J、社会階級、障がいなど、多様な集団を明示的に取り上げるとともに、その集団的アイ

デンティティ内部の多様性についても学習させていたことである。これは、多様性を考慮

せずに、抽象的な法や経済の学習としてのみなされるシティズンシップ教育とは、対照的

である。ただし、ここでは、あくまでも国内の多様性に焦点を当てて学習させている点が

特徴である。また、集団間の差異、集団内部の差異にまで言及しているというものの、次

章以降で取り上げるヨーロッパ評議会のカリキュラムに特徴的に見られる、集団的アイデ

ンティティの選択や、そこからの離脱の権利については言及していない。

これは、第三の特質である、国民的アイデンティティの学習と関係している。つまり、

イギリスのシティズンシップ教育では、国家レベルで、の共通したアイデンティティの獲得

が目指されており、国家を超えるレベルの多様性や、アイデンティティを離脱する自由の
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学習は想定されていなかった。ただし、国民的アイデンティティの内実は、全く同質で共

通の文化や価値に基づくものではなく、人々によって様々に解釈されることを許すものと

なっている。それによって、国民的アイデンティティと、国家の下位レベルの人々の多様

なアイデンティティが、並列に保持されることが期待されていた。

第四の特質は、学習方法として、批判的討議、社会参加、歴史的アプローチが採用され

ていたことである。イギリスのシティズンシップ教育が形成しようとする国民的アイデン

ティティは、既存の文化や政治的価値に基づき受動的に形成されるものではなく、多様な

視点から既存の文化や価値を批判的に吟味し、能動的に再構成されるものであると考えら

れていた。そのため、批判的討議や社会参加が学習方法として採用されていた。また、歴

史的アプローチについては、社会の中で歴史的に積み重ねられてきた文化や価値の解釈を

学ぶことで、それらに誇りと愛着を抱くことが期待され、採用されていた。

このように、地域、国家、グ、ローパノレレベノレの権利と義務の相互補完関係として捉え、

多様な解釈に開かれた文化や政治的価値に基づく国民的アイデンティティを獲得すること

を、批判的討議、社会参加、および歴史的アプローチを通して行わせようとするのが、国

民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップの特徴である。

しかし、この多元的シティズンシップモデ、ルには次のような課題が残る。それは、学習

者のアイデンティティの焦点が、国家の枠組みに規定されてしまうということである。確

かに、イギリスのシティズンシップ教育は、多様性に聞かれた政治的価値である、共有価

値に基づく国民的アイデティティの形成を意図していることから、同質的な文化や伝統を

基盤とした国民教育とは一線を画している。また、 A校の実践のように、普遍的価値に近

いものとして、共有価値を学習させる活動もみられることから、共有価値の抽象度をどの

程度に設定するのかには幅があると言える。しかし、共有価値が、国民的アイデンティテ

イの基盤となるためには、それは、普遍的価値と同義とはなりえない。共有価値と普遍的

価値の違いは、前者には、国家の歴史の中で積み重ねられてきた独自の価値解釈が適用さ

れる点である。このような共有価値は、多数派の文化や価値を反映せざるを得ず、やはり

多数派集団に属する人々には一定の同化を強し、ることになる。そして、共有価値に基づい

て形成されたアイデンティティは国家レベルに留まってしまうといえる。この課題に応え

るものとして、次章では、法原理に基づく多元的シティズンシップについてみてし、く。
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第4章法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育

ーヨーロッパ評議会のシティズンシップ教育の導入背景、自的、目標ー

本章では、法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育として、ヨーロッパ評議会

のシティズンシップ教育を取り上げ、その導入背景、目的、目標について分析を行った。

第 1節では、ヨーロッパ評議会は、冷戦終結による中・東欧諸国の加盟を機に、「民主的

安全保障地域j としてのヨーロッパ建設とし寸使命を掲げ、その達成のために中・東欧諸

国の実質的な民主化と西欧諸国市民の政治的無関心への対応に取組み、シティズンシップ

教育プロジェクト (EDC瓜RE)を導入したことを明らかにした。

第 2節では、 EDCIHREの目的が、ヨーロッパ評議会の根本的価値で、ある「民主主義と

人権の文化の促進Jとされたこと、そして、それを具体化する目探として 2つの「コア・

コンピテンシーJが提案されたことを明らかにした。 2つの「コア・コンピテンシーJとは、

具体的には、地域、国家、ヨーロッパ、グローパ/レレベルの政治的、経済的、社会的、文

化的権利に関する知識・理解目標と、法形成過程への参加に必要な認知的、倫理的、行為

的能力の目標を示したものであった。
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第4章 法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育

ーヨーロッパ評議会のシティズンシップ教育の導入背景、目的、自標ー

第1節 EDC/HREの導入背景

第二次世界大戦後、当時イギリスの首相で、あったチャーチノレ (Churchill，W.S.L.)は、平和

で安定した社会を実現するために「ヨーロッパ合衆国J構想を打ち出した1。そして、その構

想を進める第一歩として、 1949年、ヨーロッパ評議会 (CouncilofEurope，以下CoE)が設

立された。 CoEは、「加盟国間の共同の遺産と、経済的、社会的進歩を促す思想、や原則を守り、

実現することを目的に、加盟国間のより大きな一体化を図ることJを使命とし人人権、民主

主義、法の支配という基本理念のもと、文化、社会、政治に関わる分野に中心的に取り組んで

きた。また基本的な行動の指針として、 1953年には「ヨーロッパ人権条約(European

Convention on Human Rights)Jが定められた3。

一方CoEと並んで、ヨーロッパにおいて教育分野の国際協力を行ってきた地域機関にヨ

ーロッパ連合(EuropeanU nion、以下EU)がある。 EUは、 1950年代に設立されたヨーロ

ッパ石炭鉄鋼共同体、ヨーロッパ経済共同体、ヨーロッパ原子力共同体の三つの共同体の

総称として設立されたヨーロッパ共同体 (EuropeanCommunity，以下EC)を基礎とし、

1992年のヨーロッパ連合条約(マーストリヒト条約)により、 ECに安全保障と司法協力

の機関を加えることで成立した機関である。 EUは、政治、経済、外交・安全保障、警察・

刑事司法協力の分野における取り組みを行っている。

本節では、 EU(EC)とCoEの取り組みの両方に言及しつつも、特にCoEの「民主的シテ

ィズンシップのための教育と人権教育 (Educationfor Democratic Citizenship and Human 

Rights Education、以下EDCIHRE)Jに注目し、それが導入されるに至った背景について述

べてし、く。その理由として、 1990年代以降、 CoEは、冷戦終結後のヨーロッパにおけるシテ

ィズンシップ教育の模索の中で、人権を理念的基盤とし、東側諸国からの加盟国を早くから受

け入れてきたことから、大きな役割を果たしてきたと考えるからである。

以下では、 CoEとEUの教育政策で目指された市民像に注目し、 3つの画期に分けて論じ

ていく 4。具体的には、第一期は、文化と伝統に基づくヨーロッパ人のための教育(1950・1970

年代初め)、第二期は、ヨーロッパアイインティティのための教育(1970・1990年)、第三期

は、民主的シティズ、ンシップのための教育 (1990年から現在)に区分できる 50
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1.文化と伝統に基づくヨーロッパ人のための教育

第一期(1950・1970年代初め)は、 CoEを中心とした共通の文化と伝統に基づくヨーロツ

パ人のための教育を模索した時期である。 ECで教育に関連する会議が開催されるのが 1970

年に入ってからであるため、 CoEがこの時期に果たした役割は大きい九この時期、 CoEが

重視した課題は、高等教育を通したヨーロッパ諸国の関係強化、地理・歴史教育の改善、ヨー

ロッパに共通する文化の意識向上などである。高等教育に関しては、 1950年代に大学入学資

格、大学在学期間、学位の相互承認に関する協定が締結されている 7。また、地理・歴史教育

の中のステレオタイプや偏見を取り除くために教科書改善の取り組みが行われた。さらに、ヨ

ーロッパ芸術展なども開催されたにこの時期に目指されたのは、戦争の反省に基づき、西側

諸国聞の和解と相互理解の促進であった。

この時期の CoEに見られる市民像は、一貫したものではなく、矛盾が見られるものであ

った九一方では、 CoEの人権理念に沿った和解や相互理解を通して、国民国家を反省的

に捉えなおそうとする方向性が見られたが、他方では、冷戦下において、西側諸国に共通

する文化や伝統を再認識させることで結束を高め、東側諸国に対抗することが目指された。

西側諸国に共通する文化として掲げられたのは、ギリシア・ローマ思想、キリスト教、人

権に基づくヒューマニズ‘ムであり、これらを共有しない東側諸国は「他者Jとして認識さ

れたのであった 10。また、西欧諸国には、南欧からの移民に加えて、 1960年代にはかつ

ての植民地であった国々からの移民が増加したが、これらの移民に対してなされた対策は

ほとんどなく、一時的な滞在者として扱うか、さもなければ同化を求めるものであった o

キーティング、(Keating，A.)は、この時期の CoEでは、国民教育で用いられた、「共通の遺

産、歴史、文化という神話を作り出すJr自民旗中心主義的な観点を持つ教材を使用するj

rr他者Jの神話を作り出すj といった手法が、西側諸国を結びつけるために使用されたと

述べている 120

以上のように、 1950・1970年代の CoE中心の教育への取り組みは、普遍的な価値に基づ

く教育を模索する可能性をもっていたものの、実際は、同質的な文化や伝統と「他者」の

創出、それによって統合を図るという国家統合の手法を、ヨーロッパ統合に応用したもの

であったと言える。

2. ヨーロッパアイデンティティのための教育

第二期 (1970・1990年)は、ヨーロッパアイデンティティの育成が目指された時期であ
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る。 1970年から 1990年までの CoEの教育への取り組みとしては、移民労働者の子弟へ

の教育、現代語教育、人権教育、大学開の交流の促進などが行われている 130 例えば、人

権教育については、 1978年の閣僚委員会 (Committeeof Ministers， CoM)の宣言が出さ

れ、現場の教師、人権の専門家、非政府組織(NGO)の協力のもと、教員対象のセミナーや、

噂門家委員会がおこなわれてきた 140 しかし、それは限定的なものに留まり、学校教育の

カリキュラムに影響を与えるまでには至らなかった 15。このように、この時期の CoEの

教育への取り組みは限定的なものであったため、ここではECの取り組みを中心にみてい

くこととする。

1970年代のECの教育協力は、経清政策に直接結びっく職業教育や高等教育に関する政

策から議論が開始されている。 ECの教育閣僚の会合の中で、職業教育を補完する教育を促

進することが話し合われ、 1973年にはその議論をまとめた報告書『教育に関する共同体政

策のために(通称、『ジャンヌ報告~) 1 6 ~が出されている。『ジャンヌ報告』は、産業構造

の変化と教育の大衆化という社会変化に加え、社会運動の高まりによる若者の価値観、ひい

ては西ヨーロッパ全体の価値観の揺らぎを背景として挙げ、ヨーロッパの次元(European

dimension)の教育の必要性を主張している。具体的には、教育方法の改革、歴史や地理教

育の改善、言語構造の共通性の認識、 ECの活動や制度に関するヨーロッパ「公民教育jな

どが提案された。また、西ヨーロッパ共通の価値は、環境保護と、東欧や第三世界に対して

開かれていることに置くべきだとされた。以上のような提案にも関わらず、 1970年代初頭

においては、 ECの影響力が強まることへの懸念から各国の教育閣僚の反発が相次ぎ、ヨー

ロッパの次元の教育への取り組みは十分な進展をみることはなかった 170

1980年代に入札 EUへの移行の準備過程で、ヨーロッパの教育協力の必要性が再び主

張されるようになる。 1983年のECサミットで採択された『ヨーロッパ連合に関する厳粛

なる宣言18~ では、 EC の取り組みの 1 っとして、「文化に関するより親密な協力により、

ヨーロッパアイデンティティの要素である共通の文化遺産の意識を強化するj ことが宣言

された。具体的には、宣言の中の「文化協力j の項目において、高等教育機関の教師や学

生の交流、若者同士の交流、 EC加盟国相互の言語の学習、ヨーロッパの歴史と文化遺産

に関する学習、芸術家同士の交流の促進などが提案されている。特に、加盟各国の相互理

解どヨーロッパの歴史と文化に関する知識の水準を向上させることでヨーロッパ意識

(European Awareness)を高めるとし、う提案が注目される。これを受けて、1988年には、

『教育におけるヨーロッパの次元決議19 ~が出され、教育におけるヨーロッパの次元を強
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化するための施策を講じることが明記された。そして、施策が支援すべき項目として、以

下の4項目が示された。

(1)若者の、ヨーロッパアイデンティティを強化し、ヨーロッパ文明の価値と、今日のヨ

ーロッパ発展を支えた基盤(特に、民主主義、社会正義、人権の尊重の原則の保持)

の価値を明確に意識させる。

(2)若者を、ヨーロッパ共同体の経済的・社会的発展や、ヨーロッパ連合実現に向けた具

体的な進展に参加させる。

(3)若者に、ヨーロッパ共同体の利点を意識させると同時に、経済的・社会的領域の拡大

に伴う挑戦も意識させる。

(4)若者の、ヨーロッパ共同体とその加盟国の、歴史的、文化的、経済的、社会的側面に

関する知識を促し、共同体の加盟国と他のヨーロッパや世界の国々とが協力すること

の重要性を認識させる。

ここでも、ヨーロッパアイデンティティの強化は、第一目標とされている。

以上のように、 1970年代、 80年代の ECの教育政策では、ヨーロッパの次元の教育を

行うことが提案され、特にヨーロッパ人としての意識やアイデンティティの育成が重視さ

れた。ここで注目されるのは、共同体の加盟国の成員でない者に対しては、ヨーロッパの

アイデンティティを持つことが求められていないということである。また、ヨーロッパア

イデンティティの基盤として、民主主義、社会正義、人権の尊重といった普遍的な政治的

価値に言及されるものの、「ヨーロッパ文明jや「ヨーロッパの歴史と文化遺産j といった

西側諸国で共有される価値が主要なものとして位置づけられていることが注目される。キ

ーティングは、ヨーロッパのアイデンティティ形成を重視した、この時期のシティズンシ

ップ教育は、市民をヨーロッパ組織に効果的に結び、つけることを目指したものであり、国

家統合の手法をヨーロッパレベルに応用した 1960年代までの教育と基本的には変わらな

いと評価している 20。また、 1998年に出されたヨーロッパ委員会(Europeancommission) 

の報告書でも、この時期のシティズンシップは、本質的には同質の民族や文化を前提とし

たものであったという批判がなされている 210以上のように、ヨーロッパアイデンティテ

イのための教育は、ヨーロッパロ西側諸国とし、う構図を前提としていることで、西側諸国

で共有されていると考えられてきた同質的な文化や価値による統合という側面を含んで、い

た。このような傾向に大きな変化がみられるようになるのは、冷戦終結を迎えた 1990年

以降である。
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3.民主的シティズンシップのための教育

第三期(1990年以降)は、中・東欧諸国を加盟国として迎えることで、 EUおよびCoEの

教育への取り組みが大きく変化した時期である。ここでは、 EUのシティズンシップ教育の導

入を概観した後、人権教育や中・東欧諸国の民主化のための教育に積極的に取組んできた CoE

のシティズンシップ教育に特に注目して論じてし、く。

EUのシティズンシップ教育への取り組みのきっかけは、 1992年に締結されたマーストリ

ヒト条約である。同条約では、 EU加盟国の国籍を持つ全ての個人持つことのできる EU市民

権が定められた220 これを受けて、ヨーロッパ委員会の政策ガイドラインである『知のヨー

ロッパに向けて (1997) 23~ では、知識の生産と普及による革新(innovation)が富を生み出

すという「知識社会(knowledgesociety) Jにおいて、知識とスキルを更新し続けるための生涯

教育プログラムを整備することで、市民の雇用可能性の向上と社会参加を促すことが示された。

また、問委員会の報告書である『活動的シティズンシップのための教育(1998) 2 4~ では、

シティズンシップの定義に言及し、知識社会において全ての市民が、文化的、経済的、政治的、

社会的生活へ十全に参加するために必要なシティズンシップとして、活動的シティズンシップ

を育成する必要性が述べられている。このように、 1990年代以降、シティズンシップ教育は、

EUの教育政策における重要な柱となっている。

CoEでも、 1997年に「民主的シティズンシップのための教育と人権教育 (EDCIHRE)Jと

いうプログラムが導入されている。ただし、 CoEは、 EUに先駆けて人権教育や中・東欧諸国

の民主化のための教育を開始している。たとえばCoEは、東側諸国の民主化の動きが出てき

た 1980年代後半より人権教育に活発に取り組んで、きた。 1985年の閣僚委員会では、人権教

育の目標、内容、方法について明確に定めた『学校における人権についての教授と学習に関す

る勧告 25~ が採択され、その後も、勧告を加盟国の主要言語に翻訳する、教員セミナーを開

催するなど、勧告の内容を実施するための具体的な支援が行われている 26。また CoEは、1990

年より中・東欧諸国を加盟国として受け入れるようになっている。 EUが中・東欧諸国を加盟

国として受け入れ始めたのが 2004年であるのとは対照的である。 2009年の時点で、 EUに加

盟する中・東欧諸国が 12ヶ国であるのに対し、 CoEに加盟する中・東欧諸国は、ロシアを含

む24カ国である。人権教育や中・東欧諸国の民主化を支援する教育は、 EUにとっても大き

な関心領域であり、 EUとCoEは協力関係を結んでいるが、実際にそれらの領域のプログラ

ムを主導しているのはCoEであると考えられる。

以下でみていくように、中・東欧諸国の加盟は、従来の同質的文化や価値に基づくシティズ
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ンシップ教育を転換させることに大きな役割を果たしており、人権は、 1990年代以降のシテ

ィズンシップ教育において中心的価値として位置づけられている。従って、本研究は以下では、

人権教育や中・東欧諸国の民主化を支援する教育にいちはやく取組んできた CoEのシティズ

ンシップ教育に注目し、その取り組みについてみてし、く。

CoEにおいて、冷戦終結による中・東欧諸国の加盟後の新しいヨーロッパ像を打ち出した

のが、1993年の第一回加盟国首脳会議であった。ここで採択された『ウィーン宣言(TheVienna 

Declaration)J1では、以下のように述べられている。

ヨーロッパの分断の終結は、大陸を平和と安定に基づいて連帯させる歴史的な機会を

もたらした。ヨーロッパの全ての国々は、多元主義と議会制民主主義、人権の個人主義と

普遍主義、法の支配、多様性によって豊かにされる共通の文化遺産にコミットしている。

従って、ヨーロッパは、広大な民主的安全保障地域(avast area of democratic securitv) 

となることが可能なのである 270 (傍線筆者)

ここでは、冷戦後、潜在的なヨーロッパの領域が拡大したことを受けて、その地域を「民主

的安全保障地域」として再構築していこうとする意気込みが述べられている。また、その地域

内で共有されるべき価値として、 CoEが従来から根本にすえてきた、「多元主義、民主主義、

人権の尊重、法の支配、多様性の尊重Jが示されている。

ここでいう「民主的安全保障jとは、軍事行動ではなく、民主的価値と結合した民主主義制

度の確立によって、平和と安定を確保するという「民主的平和論Jに基づく考え方である日。

この考え方自体は、 CoEの設立当初に提唱されたものであるが、冷戦後、新しい文脈の中で

使用されるようになっている。ローレンスは、 CoE設立当初、民主的安全保障という考え方

は、全体主義への対抗手段として提唱されたが、冷戦終結後は、中・東欧諸国も含めたヨーロ

ッパ全体を統一する理念として位置づけなおされたと述べている 29。このように 1990年代以

降、 CoEでは、民主主義制度とそれを支える価値を基盤とした新しいヨーロッパ地域の建設

が目指された。

それでは、なぜこのような新しいヨーロッパ構想が加盟国から支持されたのであろうか。そ

の理由は 3つにまとめることができる。まず大きな社会背景として、ヨーロッパアイデンテ

ィティの基盤に、西欧諸国の文化や伝統、経済的繁栄を位置づけることの限界が認識され、そ

れに変わる統合原理が必要となったことである。中・東欧諸国の人々との接触の中で明らかと
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なったのは、それらの人々は、民族や宗教を同じくするにも関わらず、移民出身者と比べると

文化的には大きく異なるということで、あった30。これにより、ヨーロッパ人としてのアイデ

ンティティの核をなすものとして、民族、宗教、文化を据えることは不可能であることが認識

され、それに代わって人権や民主主義といった政治的価値を、そこに位置づけることが支持さ

れるようになった。

第二に、西欧諸国が支持した理由として、中・東欧諸国への政治的・経済的影響力の拡大と

いう意図があげられる。中・東欧諸国の加盟は、西欧諸国にとって安価な労働力の確保やそこ

でのビジネス拡大のチャンスと捉えられたが、その一方で、中・東欧諸国からの急激な移民の

増加は懸念された 31。このため、中・東欧諸国の政治的安定を支援することが望まれたとい

える。加えて、西欧諸国には、新しいヨーロッパ建設の基盤となる人権や民主主義という価値

に対し、積極的に関わることで、価値形成過程への影響力を強化したいという考えがあったよ

うである 320 これらの理由により、西欧諸国は、 CoEの新しいヨーロッパ構想を支持したと

いえる。

第三に、中・東欧諸国が積極的に支持した理由として、自らの政治的正当性の主張が挙げら

れる。!日体制を否定して誕生した中・東欧の独立国は、自らの正当性を主張するため、人権を

保障する体制作りを行う必要があったが、経済的周辺化の恐れと、政治的混乱を回避するため、

独自の人権保障体制をつくらず、西側のそれに参加することを選択した330 そのため、中・

東欧諸国も自らの民主化を支援する CoEの構想を支持したといえる。

以上のような社会変化、西欧諸国、中・東欧諸国の支持を背景に、「民主的安全保障地域j

建設は、 1990年代以降の CoEの使命として位置づけられるようになった。

この使命を達成する上で、 CoEが取組むべき課題としてあげたのは、中・東欧諸国の実質

的な民主化と、西欧諸国の市民の政治的無関心への対処であった。中・東欧諸国の多くは、制

度的民主化を達成していたにも関わらず、園内のマイノリティの権利侵害、反ユダヤ主義の根

強さ、極端な右翼傾向など実質的な民主化とし、う課題を抱えていた34。この問題に対し、『ウ

ィーン宣言Jでは、「すべての形態の人種差別、ゼノフォーピア、反ユダヤ人主義、非寛容、

暴力的行為の増加、特に移民や移民出身者に対する見下した待遇や差別、過度のナショナリズ

ムや自民族中心主義に対する強い懸念Jが表明された350 つまり、 CoEは、中・東欧諸国の

加盟国に対して、民主的制度と価値を実質的に受け入れることを要求したのである。政治的無

関心の問題については、特に西欧諸国において、民主主義に対する脅威として認識されていた。

CoEの専門家は、西欧諸国の市民の社会制度に対する信頼がきわめて低いという調査結果を
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引用し、それに対する懸念を表明している 360

以上のような課題への取り組みによる民主主義の強化の手段として重視されたのが教育

であった。 1994年にマドリッドで開催された教育相の会議では、「民主主義は、市民の見

識がありGnformed)、活動的で、責任ある参加によってのみ機能するJのであり、そのた

めの能力を若者や成人が身につけることを支援するために教育が果たす役割を重視するこ

とが確認された370 続く 1996年には、民主的シティズンシップ教育に関する専門家会議

が開催されている 38。これを受けて、人権や文化的多様性への尊重を促進する「人種主義

と不寛容と戦うヨーロッパ委員会(EuropeanCo血missionagainst Racism and 

Intolerance， ECRI) Jが設置された。また、人種差別や不寛容の問題に中心に取り組むヨ

ーロッパ青年キャンベーン「みんな違ってみんな平等(AllDi佐rent-All Equal) Jや、

「民主主義、人権、マイノリティ:教育及び文化的観点からの取り組み (Democracy，

Human Rights， Minorities: Educational and Cultural Aspects， DHRM) Jとし、うプログ

ラムが実施され、これらの活動を通して、「アイデンティティJや「シティズンシップ」と

いう中心概念に関する理論研究も進められた390

以上の研究やプロジェクトの成果を踏まえて、 1997年には、 CoEのEDCIHREへの取

り組みが表明される。ストラスプールで、聞かれた第 2回サミットの「最終宣言(Final

Declaration) Jでは、「市民の権利と義務、若者の市民社会への参加に基づいた民主的シテ

ィズンシップのための教育を発展させるという我々の強い希望を表明するJと宣言された

400 続く 1999年の閣僚委員会では、サミットの提案を正式に承認し、次の3年間、 CoE

が、 EDCIHREに高い優先順位を与えることを決議し、加盟各国にも政策の中に取り入れ

ることを要求した41 これを受けて EDC圧王REでは、政策立案者、専門家、国際機関の

関係者、 NGOのメンバーから成る以下の3つのサブ・グ〉レープが編成された420

サブ・グ、ループA:EDC眉REの基本概念と中心的資質の探究(理論的研究)

サブ・グループB:パイロットプロジェクト「シティズ、ンシップ教育都市J(実践的研究)

サブ・グループC:研修および支援システム(理論の実践への適用)

サプ・グループAでは、基本概念や関連語葉、および学ばれるべきコンビテンシーなど

の教育目標についての理論的研究が行われた。サブ・グループBでは、「シティズンシップ

教育都市 (sitesof citizenship) Jと呼ばれるパイロットプロジェクトに取り組み、プロジ

100 



ェクトの参加地域や団体への支援を行った。サブ・グ、ループ Cでは、 EDC圧IREの教授学

習・トレーニングの方法の明確化や、教師、教員養成担当者などのネットワーク作りが行わ

れた。以上のサブ・グループの活動成果として、シティズンシップ概念の理解の拡大や

EDC眉REの効果、教育方法、実践用の資料やガイドラインの開発が行われている。次節

では、主にサプ・グ、ループAの概念的枠組みに関する研究成果に基づき、 EDCIHREの中

心概念と学習目標についての分析を行う。

サブ・グループを中心とした取り組みを終えた2000年以降も、 EDC圧IREでは、 3年ごと

に重点目標を少しずつ移しながら、現在まで継続的な活動が行われている。

2001・2004年は、サブ・グループの研究成果を各国政府の教育政策や実践に反映すること

に力点が置かれた430 2002年の閣僚委員会の勧告では、 EDCIHREは、加盟国の教育政策と

教育改革の中心に据えられるべきであるとされ、 EDCIHREの重要性が再確認されている。

この時期、 CoEの各加盟国のコーディネーターをおき、 EDCIHREの実施状況の調査を行っ

ている。その結果、多くの国で不十分な形でしか実施されていないことが明らかとなり、 CoE

は、政策決定、学校の民主的運営、学校における EDCIHREの取り組みの評価ツールなどを

開発し、それをひとつにまとめたもの (EDCIHREPack)を配布あるいはダウンロードでき

るようにしている。さらに、新規に加盟した中・東欧諸国であるロシア、ボスニア・へノレツェ

ゴヴナ、ウクライナでの教師教育にも取組んで、いる。

2005年は、「教育を通したシティズンシップのためのヨーロッパ年(EuropeanYear of 

Citizenship through Education， EYCE) Jとされ、それまでの総括と今後の方向性が話し合

われた。また、 2005年、ワノレシャワでの第3回加盟国首脳会議では、 EDCIHREの継続が確

認された440

これを受けて 2006-2009年では、「全ての人の民主主義の学習と生活(Learningand living 

democracy for all) Jというテーマの下、シティズンシップ教育と人権教育の更なる連携強化、

教育機関の民主的運営の支援、教師のトレーニングと交流の促進などが中心課題とされている

45。また、ノルウェーに異文化問教育、人権教育、民主主義教育リソースセンターが設立さ

れたほか、教師向けのワークショップやトレーニングを行う「ベスタロッチ」プログラムの設

置と運営、 EDCIHREの教師に必要なコンピテンシーの研究と出版が行われている 460
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第2節 EDC/HREの目的と目標

前節では、 EDCIHREの導入背景についてまとめてきた。そこでは、 1990年代以降、「民

主的安全保障地域Jとしてのヨーロッパ建設という構想が出され、その一貫として、

EDC庄IREが導入されたことを述べた。本節では、 EDCIHREの目的と目標に注目し、特

に複数の地理的次元への参加、多様性の理解と法による社会統合が目指されていることを

明らかにしていく。

1.民主主義と人権の文化の促進

EDCIHREの用語集では、 EDC厄REの目的は、以下のように定義されている。

EDCIHREの根本的な目的は、民主主義と人権の文化を促進することである。その

文化とは、個々人が、共同体を構成する共同プロジェクトを発展させることを可能に

するものである。 ...EDC庄IREは、ボトムアップアプローチで開発された一連の多面

的な実践と活動である。それは、若者と成人が、共同体の意思決定プロセスに積極的

かっ責任を持って参加することを支援する。参加は、人権、自由、差異の平等、法の

支配という根本的な共有理念についての意識と関与に基づく、民主主義文化を発展さ

せ、強化する上で重要なものである 470

以上の定義から分かるように、 EDCIHREの目的は、「民主主義と人権の文化の促進J

である。民主主義ど人権の文化とは、 CoEの共有理念である「人権、自由、差異の平等、

法の支配jに基づき、共同体の意思決定プロセスに積極的かっ責任を持って参加すること

を可能にする文化である。つまり、 EDC圧王REの目的は、 CoEの根本価値をふまえた民主

主義への参加を支援することであると言える。

2.教育目標としての多元的シティズンシップ

EDCIHREは、民主主義への参加の支援という目的を、どのような教育目標として具体

化しているのであろうか。ここでは、教育目標を、多元的シティズンシップの特徴である、

複数の地理的レベルへの参加、多様性の認識と社会統合という観点から明らかにしていく。
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(1)複数の地理的レベルにおけるシティズンシップ

ここでは、 EDCIHREが対象とする地理的レベノレを明確にするにあたって、シティズン

シップを、権利、責任、アイデンティティの3つの要素に分けて論じていく。

EDCIHREが育成する市民の権利に関してまず確認すべきは、 CoEの加盟国には、ヨー

ロッパ人権条約の批准が求められており、加盟国は、国家レベルであっても民主主義の根

本に人権価値を位置づけることが期待されているということである 48。そして、ヨーロツ

パ人権条約が締約国に要求するのは、自国の国民の権利保障だけではなく、国の管轄内に

ある全ての個人の権利を、国籍の有無に関わらず保証することである 49。従って、ヨーロ

ッパ人権条約が対象とするのは、 CoE加盟国に居住するすべての人々である。

しかし、人権条約が求める権利や自由の保障は、第一義的には、締約国の判断に委ねら

れるため、人権条約は、圏内法に取って代わるものではなく、必要であればそれを補完で

きるものという位置づけにある 500 この補完関係は特に「政治的権利jに顕著である。外

国人に地方選挙への投票権を付与する自治体もあるが、基本的に国レベルの選挙の場合は、

国籍を持つ者のみが参政権を付与されている 51。ただし、 EDCIHREでは、政治的権利の

中に、学校の生徒会選挙や地域の団体役員の選挙など地域レベルで行使される政治的権利

も含む52。このことから、「政治的権利j は、地域および国家レベルで、構想されていると

いえる。

一方、「市民的、社会的、経済的権利」の場合は、一定程度の条件を満たせば、国籍に関

わらず外国人にも付与されることが主流である 530 ヨーロッパ人権条約は、締約圏内に居

住する全ての個人に対して、市民的・社会的・経済的権利を保障しており、それを制度的

に保障するため、国家の権利侵害を個人や個人の集団が直接人権委員会に訴える権利を保

障している 54。このように、市民的・社会的・経済的権利は、ヨーロッパレベルで、の権利

が明確に保障されている。また、ヨーロッパ人権条約の根本価値で、ある人権は、世界人権

宣言など、閣を超えて共有されるものであるという点で、グローパノレレベルで、保障される

権利でもあると言える。

これに対して、シティズンシップの責任の側面はどのように考えられているのであろう

か。シティズンシップ概念の研究グ、ループの報告書を執筆したオーディジェーは、責任を

2つの側面から定義する。 1つは、法を遵守する責任であり、もう 1つは、権利を持つ他

者の自由に対する応答としての責任である 550 後者の意味での責任は、法的義務・責任が

課されているか否かに関わらず、権利主体である個人に対して負うものである。用語集に
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よると、「民主的実践としての責任(responsibility)とは、他者を認識する能力、権利の主体

者としての他者に対して応答(response)するための意欲とスキノレで、あるJとされている 56。

人々は、ヨーロッパ人権条約が権利を保障する、加盟国内に居住するすべての人に対する

責任を負う。また、人権はヨーロッパを越えたレベルの人にも保障される権利である。そ

のため、責任の対象となる地理的レベルは、国家に限定されることはなく、地域からグロ

ーパルレベルを含んで、いる 570

アイデンティティは、 EDCIHREでは、 1つの地理的レベルに対してだけではなく、地

域、国家、リージョン、グローパルレベルなど、複数の地理的レベルに対して持つことが

可能なものとして捉えられている。特に、グローパル化によって、ヨーロッパやグローパ

ルレベルに対するアイデンティも、 1つのアイデンティティとして保持されると考えられ

ている 58。権利とアイデンティティは、別々のシティズンシップの要素であるため、法で

規定されていない場合でも、シティズンシップが対象とする地理的レベルは、グローバル

レベルを含むことが可能となる。

以上のことより、政治的権利については、国政の政治参加に関する制限はあるが、市民

的・社会的・経済的権利については国籍に関わらず、加盟国地域内のすべての個人に保障

されるものである。また、責任には、法的責任と、権利主体への応答としての責任が含ま

れ、前者は法に規定されるが、後者は地域からグローパルレベルに至るすべての個人に対

する応答で、あった。アイデンティティには、グローパノレレベルを含めた多元的なアイデン

ティティが含まれるとされる。つまり、 EDC圧王REにおけるシティズンシップは、構成要

素によって異なるが、地域、国家、リージョン、グローパルとし、う複数の地理的レベルに

おいて存在するものとして定義されている 59。デイランティは、このような、シティズン

シップの構成要素の 1つひとつが分離し、それぞれ異なるレベノレに存在するというのは、

グローパル時代のシティズンシップ概念の特徴で、あると述べている 600

(2)多様性の尊重と法による社会統合

次に、 EDCIHREにおける多様性の尊重左、その統合原理に関する議論について検討を

行う。文化的権利は、新しい人権として議論されるようになったもので、未だ正式には法

制化されていないが、アイデンティティと関わる重要な要素として位置づけられている 61o

アイデンティティに関する議論で注目されるのは以下の 3点である。

まず、アイデンティティティの流動性と多元性について言及していることである。これ
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までアイデンティティは、一つの集団への帰属と結びつき、その形態も固定的で安定的な

ものが望ましいとされてきた。しかしオーディジェーは、アイデンティティは、属する集

団を選択する自由、複数の集団に所属する自由、所属しない自由、所属を変更する自由と

結び付つく必要があると主張する 620個人がアイデンティティ集団との関係を自由に選択

できるという考え方は、アイデンティティの尊重とは、アイデンティティ集団の尊重であ

るとする考えに批判的な視点を向ける。これは2つ自の特徴につながる。

第二の特徴は、アイデンティティの尊重を、集団全体の権利保障ではなく、あくまでも

個人に対する権利保障として捉えていることである。オーディジヱーは、実際には人々は

集団を構成するが、民主的な政治契約としては、集団ではなく平等な個人を対象とすべき

であると述べる 63。つまり、人々のアイデンティティを尊重することは、個人の集団への

所属が変容・多元化することを踏まえて、アイデンティティ集団の維持や擁護ではなく、

あくまでも個人の保護を徹底すべきであるという見解である。ただし、オーディジェーは、

人権の観点から、特定の集団への積極的差別が必要であれば、目標達成のため、一時的に

そのような措置が取られることはあるとしている 640以上のように、アイデンティティの

尊重とは、集団全体の優遇という形でなされる場合もあるが、基本的には個人の権利の尊

重として行われるものであるとされていた。

第三の特徴は、多様なアイデンティティを持つ人々が存在する社会の統合原理として、

法が位置づけられていることである。オーディジェーは、多様性を結びつける所属の感覚

は、共通の歴史、アイデンティティ、歴史的遺産、記憶、文化によって、形成されるので

はないとする 650これに代わって社会の統合原理とされるのが人々の討議の中で形成され

る法やノレールであるO オーディジヱーは、市民の第一の権利は法を作る権利であり、第一

の義務は法を尊重することであると述べる 66。法は、異なる見解を持つ者同士が、一定の

/レールに基づいて意見を交換し議論をすることを可能にするため、人々が社会の中で共に

生きる(livingtogether)ことを可能にするものである 67。そのため、社会の統合原理とし

て法を据えることは、法の根本価値である人権を認識し、法形成の手続きに沿って他者と

の関係を構築し、形成した法を尊重し、それに基づく社会の構築・維持に参加することも

含むのである。これについては、後にコア・コンピテンシーの説明の中で取り上げる。

以上のように、 EDC圧IREにおいてアイデンティティとは、流動的、多元的なものとし

て捉えられており、集団よりも個人が重視されていた。また、社会の中の多様性は、民主

的討議を通して形成される法によって統合されると考えられていた。
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3.教育目標としてのコア・コンピテンシー

以上のような、法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育の目標は、「コア・コン

ビテンシーJという形で、具体的な項目として示されている。ここではまず、「コンピテン

シーJが、従来の知識、スキル、態度といった教育目標とどのように異なるのかについて

まとめる 680

まず、知識は固定的で、時代ごとに変化する新たな要請に対応できないのに対し、コン

ピテンシーは、時代の変化に柔軟であり、包括的で多様な文脈に適応できる能力として想

定されている 69。次に、スキルや態度は実践や行動そのものを指すが、コンピテンシーは、

それらを生み出す能力として想定されている。 EDC圧王REでは、言語学者のチョムスキー

(ChomskぁNJの論を参照している。つまり、母語を習得するための普遍的、生得的、抽

象的なルールで、ある「言語コンピテンス(言語能力)J と、特定の学習プロセスと合わさる

ことによって習得される母語や、新しく生み出された文法的に正しい文章としての「言語

パフォーマンス(言語運用)Jの区分に基づき、コンピテンシーとは前者に近い、様々な文

脈において実践や行動を生み出す「人間の潜在能力」であるとしている 700 ただし、チョ

ムスキーは、「コンピテンスJという不加算名詞を用いて、それを人聞が生得的に保持して

いるものと考えていたのに対し、 EDCIHREでは、「コンビテンシー」は複数形・可算名

詞として用いられ、教育を通して獲得される複数の能力としてとらえられている点で違い

が認められる。

以上のことより、 EDCIHREにおけるコンピテンシーは、知識よりも時代の変化に柔軟

であり、包括的で多様な文脈に適応できる能力であり、実践や行動そのものではなくそれ

らを生み出す能力として考えられている。つまり、コンピテンシーは、従来の目標項目よ

りも、柔軟性や実際の文脈への汎用性に焦点が置かれた能力観であると言える。

EDCIHREは、このようなコンビテンシーについて 2つのモデ、ルを提示している。 1つ

は、異なる権利に対応する民主的生活に必要な認知的側面に注目したもの、もう 1つは、

法形成のプロセスへの参加に必要な、認知的、倫理的および行為に関する側面に関するも

のである。
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(1)民主的生活の4つの次元に関するコンピテンシー

1つ目のコンピテンシーモデルは、 EDCIHREの開始当初に、オランダの政治参加研究

所(Institutefor Political Participation)から、 EDCIHREに専門家として参加したフェ

ルドハウス(Veldhuis，R.)によって提案されたモデ、ルで、ある 71。表4・1には具体的な内容を

示した。

表 4・1 フェルドハウスのコア・コンピテンシーモデ、ル

次ヌじ 具体的な認知的内容

政 -民主主義、民主的、ンァィズンシップの概念

1台 -ナショナル、ヨーロッパ、インターナショナルレベルにおける政治的構造と意思決定過程、選挙制
自句 度、政党、圧力団体. 
-ヨーロッパにおける市民社会の歴史と基礎、民主的価値、人権

法
的 -国際関係、国際組織と立法

次 -メディアの役割
フE -裁判制度

-国家予算

-ヨーロッパ統合と国際政治などの現在の政治問題

-政治参加と参加の形態(例:デモ、報道機関に手紙を書く)

干Zi土三』
-国家や国際安全保障

-安全保障、福祉、識字率、健康のグローパルレベルでの差異
的 -情報社会の社会への影響
次 -社会的孤立と社会的排除の根絶
:n; 
-人権の擁護

-社会の多様なグループ(民族的マイノリティなど)を結束させる

-社会問題(社会集団や民族グ『ループの状況について)への感受性

-性の平等のために行動する

-未来志向の社会モデルに基づいて行動する

経済的

-労働法の原則

-消費者の権利

-市場経済の側面
次 -一つのヨーロッパ市場というメカニズム
ヌじ
-ヨーロッパ内で、の異なる職場状況

-震用と非雇用の側面

-ヨーロッパやグローパル経済における協力関係の課題

-世界経済の変化がもたらした社会的影響

-マイノリティグループの経済プロセスへの統合(積極的差別)

-職業資格の付与

-革新的方法と戦略でグローパル化の問題を取り除く

文 -国やヨーロッパ共通の文化遺産

化的
-国の歴史

-特定の規範や価値の支配
次 -環境の保護
:n; 
-情報技術とマスメデ、イアの役割

-人種差別と偏見の根絶

-異文化聞の経験、異なる文化の中における経験

(表は、 Veldhuis，R. (1997) Education lor democratic citizenship: dimensions 01 citizenship， core 
competencel再開riablesand international activiti診's，paper presented at seminar on basic concepts 
and core competenc四 on25th November， EDCS/CIT(97)23， p.12.を参照に、筆者作成。)
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このモヂルは、異なる人権に対応した「政治的・法的次元Jr社会的次元Jr経済的次元」

「文化的次元」という 4つの次元における民主的生活で、最低限必要な能力について、特に

認知的側面に絞って提示したものである。政治的・法的次元には、法・政治制度と、そこに

おける権利と責任についての知識が、社会的次元には、社会生活で生じる格差やそこにおけ

る権利と責任の知識が、経済的次元には、雇用や消費に関わる制度とそこにおける権利と義

務についての知識が、文化的次元には、文化、歴史、環境などに関わる知識が含まれる。

加えてこのモデルは、 4つの民主的生活の次元を、国家、ヨーロッパ、グローパノレレベル

に広がるものとして提示している。政治的・法的次元には、ナショナル、ヨーロッパレベル、

インターナショナルレベルの政治制度、意思決定過程、市民社会に関する知識が含まれてい

る。社会的次元には、国家の安全保障や社会福祉に加えて、識字率などのグローパルレベル

での差異や情報化社会に関する知識が含まれている。経済的次元には、ヨーロッパ市場のメ

カニズム、ヨーロッパやグ、ローパル経済における協力関係、グ、ローパル化による問題を解決

するための知識などが含まれる。文化的次元には、国やヨーロッパの文化遺産・歴史、環境

の保護、人種差別や偏見の根絶、異文化問の経験など国を超えた次元の問題に関する知識が

含まれる。

以上のように、第一のコンピテンシーモデルでは、 4つの民主的生活の領域や複数の地理

的次元に関する認知的側面の目標が示されている。

(2)法に基づく社会統合に関するコンピテンシー

第二のコンピテンシーモデルは、 EDCIHREの開始時に設置されたサプ・グループAの

理論研究をとりまとめた、スイスジュネーブ、大学教授のオーディジェー(A.udigier，F.)が提

案するモデ、ルである 720具体的な内容を表4・2に示した。前述のようにこれは、法形成と

それに基づく民主的生活に参加する市民に求められる能力を、「認知的コンピテンシーj

「倫理的コンビテンシーJr行為に関するコンピテンシー」の3つの側面から示したもの

である。

具体的な内容を見てみると、まず「認知的コンピテンシーJは、民主的な法・政治制度

やその性質に関する知識、現在論点、となっている問題に関する知識、民主主義や人権の価

値と原則に関する知識、議論や反省など民主的議論の手続きに関する知識を含む。次に、

「倫理的コンピテンシーJは、民主主義と人権を支持する自由、平等、連帯などの価値を

尊重することから引き出されるものであり、他者との関係を築き、決断を下す際に必要な
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能力である。具体的には、自己と他者の尊重、人の話を聞く、平和的対立解決を行う、多

様性を肯定的に受け止める、寛容を超えた関係性を作るなどが含まれる。最後に、「行為

に関するコンピテンシー」は、法によって統治される社会を構築するとしづ、共同プロジ

ェクトを進める上で必要な能力で、広い意味では異文化問理解の能力、民主的な法にのっ

とって平和的な対立解決を行う能力、実生活の中での公的議論に参加する能力が含まれる。

このように、第二のコンピテンシーモデルは、法によって統治される民主的社会に参加す

る市民に必要な能力を、認知面、倫理面、行為面から定義するもので、あった。

表4・2 オーディジェーのコア・コンピテンシーモデル

コンヒ。アンシーの分類 具体的内容

自由を擁護し、個人を守り、権威による権力乱用に挑戦する

法と政治の性質についての
ために必要なもの。

コンピテンス
例)共同生活のルール、民主的社会を作るための条件、民主

的社会の権力、自由と行動を統治している民主的な公的制度

認知
とルールの知識など。

的 公的議論に参加したり、意思決定を行う際に必要となる知識。

コ 現在の世界についての知識 例)過去および現在において議論の焦点となっている問題に
ン ついての知識など。
ピ
ア
人権や民主的シティズンシ 合理的な社会契約としての人権、自由と尊厳の平等に基づいン

シ ップを支える価値と原則 た人間存在に関する知識。

議論と反省のための能力

手続き的知識
例)人権の価値に照らして議論を再検討する、可能な行動の

方向性と限界を反省する、対立する価値や利益について反省

する能力など

倫
他者との関係性を築く、決断を下す際に必要な能力テ理 民主主義と人権を支持する

ン的
価値(自由、平等、連帯)の

例)自己と他者の尊重、人の話を聞く、平和的紛争解決を行
シコ
尊重

う、多様性と違いを肯定的に受け入れる、人間としての自己
lン 形成に必要な相手として他者を認識すること、など。
ピ

共同のプロジェクトを構築し進めていく、責任を引き受ける

他者と共存し協力する能力 能力。より広くは、異文化間理解の能力を含む。
コt丁- 例)複数の言語を学ぶことで異なる思考方法や歴史を学ぶ
ン為
ヒ。~:
民主的法にのっとって対立 仲介者を通して、対立する者同士が互いの意見に耳を{漬け、ア」

ン 関 解決する能力 合意を作り出す能力
:/ す
|る

公的議論に参加する能力 実生活の中で議論し選択ができる能力

(表は、 Audigier，F.(2000) Basic conc，伊 tsand core competencies for education for democratic 
citizenship.と、 O'Shea，K. (2003) A glossalァoftermsforeducation for democratic citizenship，pp.19・20.
を参照に筆者作成。)
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以上のように、コンピテンシーの第一のモデ、ルは、異なる民主的生活の次元や地理的レ

ベルに関する認知的側面に焦点を当てたものであり、第二のモデルは、認知的側面に加え

て、倫理的、行為に関する目標を包括的に含んだものであった。これら 2つのコンピテン

シーのモデルは相互補完関係にある。実際、各モデ、ルの開発者は、両者が必要なことを認

識していた。フェルドハウスは、認知的側面に加えて、倫理的、行為的コンピテンシーも

カリキュラムに含まれるべきであると述べており 73、オーディジェーも、政治的権利が、

必要最低限の物資へのアクセスを保証しない限り、実質的なものとならないということか

ら政治的次元は、他の次元(経済的、社会的、文化的次元)のシティズンシップと補完関

係にあると述べていた 740 このように、 2つのコンピテンシーモデルは排他的関係にはな

く、相互補完関係にあるものと言える。

4.まとめ

これまで見てきたように、 CoEのシティズンシップ教育の目的は、ヨーロッパ評議会の

基本的な共有理念である、人権、自由、差異の平等、法の支配に基づき、社会を構築する

という共同プロジェクトへの参加を支援する「民主主義と人権の文化Jの促進で、あった。

この目的は、以下のような教育目標に具体化されている。つまり、権利、責任、アイデン

ティティの分離を前提にした地域からグローパルレベルの複数の地理的レベルのシティズ

ンシップの育成、個人の多元的アイデンティティの尊重、多様なアイデンティティを持つ

人々を統合する法と法形成過程への参加、である。この教育目標は、 2つのコア・コンピ

テンシーモデルという形で提示されている。それらは、政治・経済・社会・文化の次元と、

ローカルからグ、ローパルレベルの地理的次元を含む、民主的共同体に関する知識・理解に

関するコンピテンシーモデルと、法・ルール形成のフ。ロセスに参加するための認知的、倫

理的、行為的側面の能力に関するコンビテンシーモデ、ルで、あった。

以上の目的と目標の分析に基づき、次章では、法を統合原理とする多元的シティズンシ

ップの学習が、どのような内容と方法を通して学ばれているのかについてみてし、く。
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第5章法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育カリキュラム

本章では、法を統合原理とする多元的シティズンシップを、どのような内容と方法に基

づいて育成しているのかを解明するため、その具体例である、ヨーロッパ評議会のシティ

ズンシップ教育のマニュアル、教師用指導書の分析を行った。

第 1節では、代表的な人権教育マニュアルである『コンパス』の分析を行った。内容は、

「市民的・政治的権利Jr社会的・経済的権利Jr文化的権利Jとし、う人権に関連する社会

問題から構成されており、学習過程は、人権をフレームワークとする問題解決過程となっ

ていた。「文化的権利Jの項目では、アイデンティティの多元性が重視されていた。学習過

程は、経験と振り返り(報告・反省・一般化・適用)とし、う学習サイクノレから構成されて

おり、特に反省と社会参加が重視されていることを明らかにした。

第 2節では、教師用指導書である『民主主義の中に生きるJの分析を行ったO 各単元の

内容は、民主主義理論に基づく概念を具体化する社会問題から構成されていた。また、単

元の配列は、多元的アイデンティティを基盤として、社会を構築するプロセスをたどらせ

るものとなっていた。学習過程は、経験を通したスキル習得、振り返りの中での認知的学

習、学習の一般的文脈への適用とし、う段階から成っていること示した。

第3節では、第 1節と第2節を比較し、共通の特徴についてまとめた。
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第5章法を統合服現とする多元的シティズンシップ教育カリキュラム

第 1節教授用マニュアル『コンパス』にみられる多元的シティズンシップの学習

第4章では、 CoEにはヨーロッパ全体を「民主的安全保障地域Jとして再構築するとい

う構想があり、それを実現するための手段として EDCIHREが導入されたことを述べた。

またEDCIHREは、地域からグ、ローパノレレベルに至る複数の地理的レベルの政治共同体の

成員育成を目標としていることや、多様性を尊重する一方で、、法による統合が目指されて

いたことを明らかにした。

以下では、このような理念に基づく多元的シティズ、ンシップ教育の構想が、どのような

内容と方法に具体化されているのかについて明らかにしてし、く。まず本節では、「コンパ

ス:若者の人権教育についてのマニュアル (COMPASS:Amanual on human rights 

education with young people) 、以下『コンパス~ lJを取り上げ、具体的な内容と方法に

関する分析を行う。

1. rコンパス』の位置づけ
『コンパスJは、 CoEの青少年・スポーツ理事会によって、ヨーロッパ人権条約 50周

年にあたる2000年に、「人権教育青少年プログラムjの一貫として作成された人権教育マ

ニュアノレである。作成はCoEの公募によって集められた加盟国の政府、 NGO、大学関係

者の 17人専門家クツレープによって行われた20 WコンパスJは当初、ノンフォーマル教育

の場で人権教育に取組む実践者を対象に作られたマニュアルであったが、ノンフォーマル

教育とフォーマル教育の連携や、人権教育と民主主義教育の連携が模索され、現在では

EDCIHREの公式マニュアルの1っとして推奨されている。『コンパス』は現在、 22カ国

の言語に翻訳されておりに EDCIHREの教材の中でも広く普及しているものの 1つであ

る。また、『コンパス』の内容を、子ども向けに改良したものとして、『コンパシト:子ど

ものための人権教育マニュア/レサが2007年に出版されている。従って本研究では、『コ

ンパス』をEDCIHREの代表的なマニュアルの1っとして取り上げる。

『コンパス』の目的は、人権の文化、つまり「人権が理解され、擁護され、尊重される

文化Jの促進であり、目標は、「人権侵害を認識できるよう人権問題についての意識や理解

を促進することJr人権を擁護するために必要なスキルを発展させるこ左Jr他人の人権を
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意図的に侵害することが無いよう人権を尊重する態度を発達させることJである 5。ここ

で目指されているのは、現在の人権問題を認識して解決することと同時に、意図的に人権

を侵害しないために必要な、知識・理解、スキル、態度の形成である。前章で述べたよう

に、EDC眉REにおいて人権は、民主主義の根本価値として位置づけられている。つまり、

人々の共同プロジェクトである民主主義が機能するためには、その参加者である一人ひと

りの権利が尊重されることが前提とされているのである。

以上のような目的が具体化された『コンパス』の目標は、以下の表5・11こ示すように、

EDCfHREのコア・コンピテンシーと対応している。例えばコア・コンピテンシーの手続

き的価値は、『コンパス』では、家族、学校、共同社会、より広い社会における行動の中で

の交渉や合意形成の枠組みとして目標の中に掲げられている。また、公的議論に参加する

能力についても、『コンパス』では、批判的思考、能動的な傾聴とコミュニケーションとい

う形で目標に盛り込まれている。

表5・1 EDCfHREコア・コンピテンシーと『コンパスJの目標の対応表
コア・コンピテンシー 『コンパス』の目標

認 意人
-重要な概念:自由、正義、平等、人間の尊厳、非差別、民主主義、普遍性、

知
識や権間

権利、責任、相互依存性と連帯性

的 民主的共同体に
. r世界人権宣言Jr子どもの権利条約Jrヨーロッパ人権条約jなど、人権擁謙

コ
ついての知識

理題 の手段として存在するもの
ン 解に -人権擁護の活動をしている地域、国家、国際組織、非政府組織 (NGO)、個
ヒ。

Jコ 人の活動
ア し、

-市民的自身・政、治共的同権社利会、と社グ会ロ的ーパ・経ノレ済な的社権会利での区別ン ~...._.…"向・・・一一"町 .".......M叫.......，.山田町....."..， て
-自分 の生活において、人権が巣たす役シ 世界の性質に関 σ3 

する知識
割と過去・未来における人権

ト一一一一一一一一一一一
・-人人権権のが承、認家へ族、と導学校く主、要共な社会的変化、歴史的出来事、諸原因

手続き的知識
同社会、より広い世界における交渉や合意形成のた

めの枠組みを提供するとの考え方

テンピ 感情的 人権と民主主義
る人

の文化を支持す 価値権を
-好奇心、関かれた心、多様性への肯定的評価

シコ る価値(自由、平 毒事
-社会的、文化的、言語的、宗教的違いに関わらない、人間の尊厳および、自

lン
等、連帯)の尊薫 重

己や他人の価値を感じる感覚

す

他者と共存し、協
人 -社会グループに参加したり、組織するための能力

カし、共同プロジ

擁権護行為 ェクトを実行し、
-自己自身の行為に対する責任感、個人的、社会的な変化に関与する責務

責民任主を的負ルうー能ル力に

-協力的に活動したり、対立に対して建設的に取り組める能力

的 σ〉 山4“a叫……同叩…一圃町叫叩一山…………….叩……問叩…………'町………同目……町……一一一.目一……"白一…胃目叩……山………'由山…….，……山……一一…'叩一…同叩一……………昏向叩………"同叩………町山……'"山……'刊山……".……'目一一一司吋一一.目山…圃司申一…噸刷……'山一…戸一……"目………‘同叩………"出町………山山……叫叩…'刊叫……山…….目………"目一一…刊問山……山……山…………………e内叩一一…『叫叩一……占"山山……山……叫山………'糾山山……山叩……川叩……a“山山……向山……叫山………山………山……川叩…山…………，.……..……"刊一……拘叩町……町………叩……吋一一e岬叩一刊叩叩…a柚…….叩…同叩…，叩…由…町一市一……"叫叩……4“叫……目圃叫叩…a叫叩一，.叩"剖一咽一叩一'………一……酢……一一e申一“問…‘山…甲……"山帥一戸…申………問叩…叩……….一…甲一…a叩…“一日一一一陣叩'一日一一….“…'山岬一一一一…山………山………山……a“一一a山一"凹….一一…目一一……a帥山山…'“山…a“…圃山“.一一一…目一一…白山一.“.…一一…a一輔

コ た
ン のっとって対立 め

-地域・グローパ/レレベルでも、人権の促進と保護のために活動できるスキル
ヒ。
解消する能力 の -正義感と、自由、平等および多様性の尊重量という理想に向けて活動する意欲

ア ス h長車両恵~ :-画逗子.Q議議a-Je見じ、証拠を批判両通蒼工了菟A証手偏百ン キ
シ 公的議論に参加 Jレ を自覚し、様々な形態のごまかしを認識し、合理的な判断を基礎として決断

する能力
. できるスキル
態 -能動的な傾聴とコミュニケーションスキル:自分や他人の人権を擁護するた
度

め、自分とは違う意見をも傾聴できるスキJレ

(表は、 CouncilofEurope (2001) COMPAS8.孔manualonhuman rights education with.voung pe伊.]e.
Council of Europe.を参照に筆者作成)
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2. Wコンパス』の内容編成

『コンパス』は、 5章と付録から構成されている(表5・2参照)0 1章の人権教育の説明

と『コンパスJの使用方法についての解説に続いて、 2章は、グローバノレなテーマに関連

する 49種類の実践的活動の紹介となっている。 3章以昨は2章の学習を支援するための

ガイドや資料集となっている。具体的には、 3章は、活動後に社会参加活動を計画する場

合のアドバイス、 4章は、人権概念や人権に関する国際条約、 NGOの役割などの解説、 5

章は、 2章の活動の内容であるグローパルな社会問題に関する資料、付録は、国際人権文

章となっている。 4章、 5章、付録からは、『コンパスJが、人権を抽象的な理念としてだ

けでなく、国際人権条約に定められた実体的な権利として理解させようとしていることが

分かる。また 3章にみられるように、『コンパスJでは、学習したことを社会参加につな

げていくことが奨励されており、民主的シティズンシップとの関連が伺える。本節では、

2章の実践的活動の内容と方法についての分析を中心的に行う。

表5・2 Wコンパス』の全体計画(1)

1章 人権教育とコンパス:実践のための簡約ガイド

2章人権教育のための49の実践的活動と方法

3章行動を起こすこと

4章人権にする参考情報

5章 グローパノレなテーマに関する基礎情報
(テーマ:環境、教育、グローパノレ化、健康、子ども、差別と外国人に対する偏見、

市民権、社会権、スポーツ、男女平等、人間の安全保障、貧国、平和と暴力、民主

主義、メディア)

付録 国際人権文書

(表は、 Councilof Europe (2001) COA伊~S.:AI11anual on buman rig-bts education witb young-people. 
CouncilofEurope.を参照に筆者作成)

(1) 3つの世代の人権を主題とした学習

本マニュアルに含まれる全ての活動を、重視される人権に沿って分類すると、「市民的・

政治的権利に関する活動Jr社会的・経済的権利に関する活動Jr文化的権利に関する活動J

「人権全般に関する活動jの4つに整理することができる。表5・3には、重視される権利

にそって活動を分類し並び替えたものを示した。表の項目として、左から「活動名」、「グ

ローパルな社会問題J、「重視される人権JrアイデンティテイJr地理的次元」を設けた。

以下、各権利に関連する活動の内容をみていく o
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表 5・3 Wコンパス』の全体計画 (2)

活動名 グローパルな社会問題
重視される アイデンア 地理的次冗

人権 イティ

1. 発電所 社会における暴力の現れ方とその原因 仮想、空間→学校

2. 私が経験した暴力 暴力の被害者と加害者としての自己 仮想空間→地域

3. 全ての人のためのスポ 全ての人が参加できるスポーツの/レール
仮想空間→地域

ーツ f-"pり
4. フェアプレーでいこう ゲームの中での対立解決 仮想!空間→家庭

5 治療薬を手に入れる権
生命への権利と財産権の対立 グローパル→地場

和j
①市民的・政

6. マカ族の捕鯨 文化的生活への権利と環境保護の対立
治的権利

グローパル→地域

7. 使えるお金 個人的、家庭的な必要物と優先順位 家庭、国家→国家

8. どの意見も聞かれるよ 望ましい教育を作るための意思決定機関 非豊島カ的対 学校→地域
うに のありか II.解決

9. 一晩で庭園を 地域開発に駆り立てる諸カと結果 地域→地域

10. 労働組合会議 労働組合の役割 政治参加 地域→地域

11. 私たちの様々な未来 社会生活、未来の世代への権利と責任 仮想空間→地域

12. 関連付ける 市民、政府、 NGO.メディアの権利と責任 仮想空間

13. 選挙運動 権利と責任、表現の自由 国家

14. 第一面
メディアにおける偏向、人権問題に取り組

地域→地域
むメディアの役割

15 投票すべきか棄権すべき
投棄権を行使する自由 国家カミ

16. アシケ君の話 児童労働の実態 グローパル

17. あなたの立場は 市民的・政治的権利と社会的・経済的権利 仮想空間→地域

18. 一歩前へ進め 社会における機会の不平等
仮想空間→地域・国
家・グロ」バル

19. インターネットの影響 インターネットおよび情報技術格差
仮想空間→地域・国

家・グローパル

20. グローパル化の用語辞 グローパル化の利点と欠点、人権に与える @社会的・経 仮想空間→地域
典 影響 渡的権利

21. ご用心!ちゃんとみて
多国籍企業の工場移転がもたらす結果 グローパル→地域

ますよ! 格差の是正
22. すべての人のための教 世界の教育の機会の格差、人権問題として

仮想空間→国家
育。 の教育

23. 富と権力をめぐる闘争 富の奪い合いによって生じる所得の格差 仮想空間→地域

24. 貧困の星占い 貧..の差による人生の機会の格差
仮想空間→地域・国

家・グローバル

25. 二つの都市の物語 社会福祉の重要性、地域的連常 地域

26. 明日がきても
犯罪者に対する偏見、死刑制度がもたらす

犯罪者
結果

27. 家庭内の問題 家庭内暴力および女性の人権 ジェンダー

28. 言葉の壁 庇護申請者に対する移民当局の差別 庇護申請者

29. 仕事と赤ちゃん
職場における女性差別、女性と伎に関する

ジェンダー
権利

30. 人種差別への対応 人種差別、ステレオタイプ、文化の違い 人種

31. 性について話し合おう
ホモセクシュアル的指向を含めた性的指

⑥文化的
性的マイノ

向に関する問題と権利 リティ

32. 生命の網の自 生物と無生物の相互依存性
権利

無生物

33. 入国しでもいいですか 難民の権利、受け入れに関する議論
多元的アイ

難民

34. 能力をみとめて 担軽害者が直面する日常的な問題 デンティテ
障がb、者

35. 平等の国への道 男女平等、女性差別の問題 ィの尊重 ジェンダー

36. ヒロインとヒーロー ジェンダーのスァレオタイプ ジェンダー

37. 不平等な賃金 年齢と性別による給料の格差 ジェンダー

38. 別な手段がありますか いじめの原因と結果
いじめ被害

者

39. みんな平等でもみんな
自民族中心主義、偏見 民族

違う

40. わたしはだれとだれで
自分自身と他人の個性、他の人との共通点 ジェンダー

しょう?
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41.演じてみよう 人権の一般的な概念

42.完全な世界における生活 平和への権利

43.権利のための闘士 20世紀の人権活動家
44.権利ビンゴ 人権について ④人権全般

45. 「言葉を絵に描くJゲーム 「世界人権宣言J

46. 子どもの権利 f子どもの権利条約j

47. ピクチャーゲーム 人権と日常生活の関係

(表は、 CouncilofEurope (2001) COJ必PASS孔manualonhuman rights education with young pe伊 ，le.Council 
ofEurope.を参照に筆者作成)

第一の「市民的・政治的権利に関する活動j は、活動 1から活動 15に対応しており、

表そこでは主に、非暴力的対立解決や政治参加が学ばれる。例えば、活動 4rフェアプレ

ーでいこうJでは、ボードゲームの最中に、ノレールを守らない人たちが出てきて、互いに

納得できる新しいルールを作り出すというシミュレーションである。ここでは、非暴力的

な対立解決のプロセスについて学んで、いるといえる。一方、活動 15r投票すべきか棄権す

べきかJは、地域の人々に対して、次の選挙で投票するか否かとその理由についてアンケ

ート調査を行い、結果を分析・考察する活動である。これによって、投票の意義や役割に

ついての理解を促し、政治参加への動機付けを行っているといえる。

第二の「社会的・経済的権利に関する活動」は、活動 16から活動25にあたり、そこで

は、格差の是正について学ばれる。例えば、活動21rアシケ君の話Jでは、パキスタンの

瓦工場で働く 11歳のアシケ君の生活実態を学んだ後、児童労働撤廃のために出来ること

を計画したり、児童労働に反対する青少年キャンベーンへ参加することを促している。

第三の「文化的権利に関する活動Jは、活動26から活動 40にあたり、そこでは主に多

元的アイデンティティの尊重に関する学習が行われる。例えば、活動36rヒロインとヒー

ローJは、ヒロインとヒーローに関する見方を分析し、ジェンダー的なステレオタイプが

あるかについて話し合う活動である。これを通して、ステレオタイプ的な見方に批判的に

なり、個人が同時に持つ異なるアイデンティティを尊重するための視点を育成していると

いえる。

第四の「人権全般に関わる活動jは、活動41から活動 48に相当し、主に、人権の中心

概念や人権条約など、人権に関する基本的な知識・スキノレ・態度の習得が目指される。例

えば活動46r子どもの権利条約Jでは、子Eもの権利が書かれたカードを重要だと思うも

のから順に並び替えた後、権利の優先順位、付け足すべき権利、子どもの権利を現実的に

するための行動の提案などを行わせるものである。

以上のように、本マニュアルの活動は、大きく分けて、非暴力的対立解決や政治参加に
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ついて学ばせる「市民的・政治的権利に関する活動J、格差の是正への取り組みを促す「社

会的・経済的権利に関する活動J、多元的アイデンティティの尊重を促す「文化的権利に関

する活動J、人権に関する基本的な知識の習得が目指される「人権全般に関する活動jの4

つに整理することができる。そして、これらの内容に密接に関わるグローパルな社会問題

が内容として選択されている。

本マニュアルは、重視されている権利に沿って活動を分類することは可能であるが、こ

れらの権利が学ばれる順番や、その中での活動の順序に関しては、アルファベット顕であ

るということ以外に規則性はみられない。そのため、このマニュアルは、全ての活動を、

段階を追って行うというよりも、実践者が必要に応じた単独の活動を選択し、使用するこ

とが想定されて作成されたものであるといえる九

(2)仮想空間における学智

本マニュアルでは、表5圃3の「地理的次元Jの項目に示されるように、地理的レベルが

特定されている活動では、家庭、学校、地域、国家、グローパノレという様々な地理的空間

を意識できるような場面設定を行い、そこにおける人権の学習が想定されていた。しかし、

本マニュアルでは、特定の地理的空間ではなく、仮想空間における学習を行い、そこで学

んだことを実際の文脈に応用するという構成になっている活動も多くある。例えば、活動

18 r一歩前へすすめJは、人々の背景によって生じる、機会や富の格差についてのシミュ

レーションである。この活動では地理的レベルは特定されず、シミュレーションを通した

仮想空間の中での個々人の差異について体験する活動で、ある。そして活動の終りには、実

際の地域・国家・グローパルレベルいずれかで、文化的あるいは社会的マイノリティの人々

を支援するグ、ループや組織を、自分たちがどのように支援できるかを話し合わせている。

本マニュアルの活動の多くが、仮想空間での活動となっている理由については、仮想空

間学習は、グローパルな社会問題の複雑な構造を理解しやすくすることができることや、

既存の社会の慣習や社会的構造を前提にせず、状祝を批判的に分析してより良い社会へと

改善する前提を用意するという点が挙げられる 7。しかし、本マニュアルが、「法を統合原

理とする多元的シティズンシップ教育Jの具体例であるという視点からは、次の理由が重

要である。つまり、人権は地理的レベルに関わらず全ての人々に対して擁護されるべきも

のであるため、学習は特定の地理的レベノレを設定せず、すべての地理的レベルに共通する

価値や原理を教えた上で、それを様々な地理的レベルで応用することを支援しているとい
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うものである。以上のことより『コンパス』は、普遍的価値である人権を基盤とするため、

仮想空間における活動と、そこで学んだことを実際の社会に応用するという構成となって

いた。

(3)多様な集団的アイデンティティを取り上げる学習

本マニュアルでは、表5・3の「アイデンティテイj の項目に示されるように、多様な集

団的アイデンティティが取り上げられていた。例えば、活動26----活動 40の「文化的権利j

に関連する活動では、ジェンダー、難民、障がい者、犯罪者、性的マイノリティ、人種的

マイノリティなど、様々な集団的アイデンティティ枠組みが取り上げられている。

以上の分析より、『コンパス』の活動は、「市民的・政治的権利Jr社会的・経済的権利j

f文化的権利Jに関連する社会問題と、人権に関連する知識・理解を促す内容から構成さ

れていた。また活動は、仮想空間での学習として設定されており、学習結果を異なる地理

的レベルにおいて応用することが目指されていた。また、多様な集団の持つ文化的権利に

ついても取り上げていた。
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3. rコンパス』の学習過程
それでは、『コンパス』の活動はどのような学習過程からなっているのだろう。ここでは

特に、内容と方法が典型的であると思われる、「文化的権利Jと f市民的・政治的権利Jに

関する活動の学習過程の分析を行う。

(1)文化的権利に関連する活動多元的アイデンティティの尊重

文化的権利に関連する活動は 14ある。ここで取り上げる活動 40r私はだれとだれでし

ょう ?Jは、アイデンティティ概念の認識から始まり、アイデンティティに基づく差別に

ついても触れているという意味で、基本的な考えが示されている活動である。本活動の学

習過程をまとめたものを表5・4に示した。

本活動は大きく 5つの展開からなる。まず[導入】では、初対面の相手のことを知るた

めに必要である項目を列挙させ、それらがアイデンティティであるという理解を促す。

【展開 1]は、自他のアイデンティティを比較させる活動である。まず、自分のアイデ

ンティティをリストアップしたのち、自己と他者のアイデンティティのリストを比較し、

両者の共通点と相違点について認識させている。

{展開2]では、アイデンティティの種類が学ばれている。まず教師は、アイデンティ

ティには、「生まれ持ったアイデンティテイj と「選び取ることのできるアイデンティテ

イjがあることを説明し、それぞれ具体例を挙げさせる。生まれ持ったアイデンティティ

の例として年齢や肌の色選びとるアイデンティティの例として名前、友達、職業などが

挙げられるといえる。さらに、どちらであるのか論争的であるようなアイデンティティと

して、国籍、ジェンダ一、セクシュアリティーなどが挙げられると予想されるヘここで

は、アイデンティティは、生得的なものばかりではなく、自らが選択したものも含まれる

ということの認識を通して、異なるアイデンティティの種類が学ばれているといえる。

【展開3]では、これまでの学習の中で感じたことや学んだことの報告や反省が行われ

る。この過程で特に注目できるのは、アイデンティティの可塑性や流動性の理解を促して

いることである。ここでは、生得的なアイデンティティと、社会的に構築されたアイデン

ティティの区別を確認した後、自分のアイデンティティの形成過程やその変化を振りかえ

らせている。これによって、生得的なアイデンティティであれ、社会的に構築されたアイ

デンティティであれ、変化をしているということから、アイデンティティの可塑性や流動

性を認識させているのである。
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表5・4r私はだれとだれでしょう ?Jの学習過程
活動の概要 学習していると予想される内容

【導入】 -グループを作り、知らない者同士 例:名前、年齢、性別、国籍、宗教、民

アイデンティティ が相手について知ることが重要だ 族、職業、音楽の好み、趣味、スポー

概念の理解 と思うものを挙げる ツ、など

-自分のアイダンティティの中で最 例:女性、 ドイツ人、イスラム教、料理

も重要なものを挙げる。 人など
【展開 1] -自他のリストを比較し、同じ・他 例)自分と他者は、共通点を持ちながら
自他アイデンテ のグループの人と共通点を探す。 も、一人ひとりが個性的な存在である 経

ィティの比較 -全員で各自がどれほど個性的であ ことを知る
験

ったかを話し合う。

一一山町田一….._-_..._._--一一

【展開2]
-グループで「生まれ持ったアイ 例:生まれ持った:年齢、肌の色

デンティティ j ，!:: r選び取るアイ 選びとる:名前、友達、職業、服
アイデンティティの

デンティティ」の内容についてブ 論争的:国籍、ジェンダ一、セクシュア種類の理解
レーンストーミングを行う。 リティー、宗教、民族集団

-自分のアイデンアイアイについて学 例)自分のアイァ‘ンアイアイの多様さに

んだこどは何か。最も重要なアイデ 気づいた。大事なアイデンティティを決

ンティティを決めるのは難しかっ めるのは国難だった。

たか。

-他者と自分のアイデンティティを比 伊tl)他者のアイデンティティの多様さに

【展開3]
較した結果に驚いたか。期待より共 気づいた。期待よりも自分と他者との共

・グ通ル点ーがプあ内っのた多か様0 性についてどう思
通点は多かった。

報告・反省
例)多様性はグループを面白くする 振

り

・生うまかれ?持ったアイデンティティ、社
多様性は共同作業を難しくする 返

飢例)生まれ持ったアイデンティティ: り

会的に形成されたものはどれか? の色、年齢。アイデンティティは家庭で

報tロヒアイデンティティはどのようにつ 作られた

くられるか? . 
-ジェンダーに関して、どの側面が社 例)生まれつき:生物的な男女の違い 反

会的に作られ、どの側面が生まれつ 社会的に作られた:生物的な違いに
省. 

きなのか 付与される社会的役割

「女j r男Jとし、う言葉から何を連
…………...・H・甲山一一……….......・M・""....………町一一一一向日....一一，……ー"一同一一

般例)女は優しい、男は強いなど、男女で

想するか。連想は f女j r男Jで一 連想するイメ}ジは違う。
化

緒か。 適
【展開4] -全ての「女j r男Jは一緒か。 l例)男女でも、地域、人種、年齢によっ 用

) 

一般化・適用
例)て異なる

-人々は、どれくらい個人的特性ある -個人はしばしば属するグループで

いは属する集団で判断されるか。 判断される

-アイデンティティの選択の自由を持 -アイデンティティは自ら選択できるべ

つことをどう思うか?平等や尊敬 きである。

される権利に対してどんな意味が -偶人は属するグループに関わらず自由

あるか? かっ平等である

(表は、 Counci1of Europe (2001) COMPAS8.孔 manuaJon human ri同tseducation with young 
peopJe. Council of Europe.を参照に筆者作成)

【展開 4]では、学習内容の一般化・適用が行われる。ここでは、注目されるのは、ア

イデンティティの可塑性や流動性と、人間の尊厳とのつながりを認識させていることであ

る。まず、ジェンダ一概念に注目し、生まれ持ったアイデンティティと、社会的なアイデ

ンティティを考えさせている。次に、 「男Jr女Jという言葉から連想されるものと、そ
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の違いを尋ねると共に、「男Jr女j というアイデンティティカテゴリーの内部は同一であ

るのかと聞い、カテゴリーを同質的に捉えることを批判的に考察させている。これをふま

えて、アイデンティティの選択の自由と、人々の平等や尊厳との関係についての見解を尋

ねる。ここでは、アイデンティティに基づく差別を受けないことに加えて、望まないアイ

デンティティのカテゴリーを拒否することを含んだアイデンティティの選択の自由が、

人々の平等や尊厳にとって重要で、あることが学ばれている。

以上のように、「私はだれとだれでしょうJに代表される、「文化的権利j に関する活動

は、アイデンティティ概念理解、自己と他者のアイデンティティの比較、アイデンティテ

イの種類の理解、振り返り(報告・反省・一般化・適用)から成っていた。

この活動の特徴として、まず、アイデンティティの可塑性や流動性を学習させようとし

ていることが挙げられる。また、アイデンティティ集団の内部の多様性や、そこに所属す

るかどうかを選択する自由についても言及していたことも特徴として挙げられる。なお、

次にみていくように、アイデンティティに関連した、偏見や差別意識は、民主主義の根本

的な活動を困難にするものである。そのため、文化的権利に関する活動は、シティズンシ

ップ教育には不可欠な要素として取り入れられているといえる。

(2)市民的・政治的権利に関連する活動:非暴力的対立解決

次に、市民的・政治的権利に関する活動の典型例として、活動 6rマカ族の捕鯨Jを取

り上げる。この活動は、アメリカの特別保留地に住む先住民族であるマカ族が「国際捕鯨

委員会j に提出しようとしている捕鯨再開を求める申請書について話し合う会議のシミュ

レーションである。この活動は、非暴力的対立解決を学んでし、く活動であるが、文化に対

する偏見や差別感情にも触れている。本活動の学習過程を表5・5に示した。本活動は5つ

の展開からなっている。

まず導入では、論争的な問題について自分なりの考えを表明させる。【展開 1]は、対立

関係の認識を促す過程である。ここでは、グ、ローパルな問題である少数民族の捕鯨問題に

注目し、立場の異なる、世界中にネットワークを持つ非政府組織 (NGO)同士の意見対立

が取り上げられる。まず学習者はグループにわかれ、少数民族の捕鯨再開に関して異なる

意見について書かれたカードを読んで自分たちの立場を決める。ただし注目すべきは、捕

鯨をめぐる対立関係を、賛成・反対の二項対立として理解させるのではなく、各立場にも

複数の見解が含まれていることの理解が促されていることである。各国体が取りうる立場
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表5・5rマカ族の捕鯨jの学習過程

活動の概要 学習していると予想される内容
学習

過程

-マカ族の背景を知る。

-以下にどの程度賛成するか体の伸び縮みで表現する。

-人権を侵害しない限り、民族の習慣は尊重されるべき

【導入】
-文化的伝統は民族にとって重要なので維持されるべき

-食べ物を自由に選択する権利は尊重すべき

-残酷な飼育方法で家畜を飼育すべきでない

-食べ物は環境に優しい方法で生産されるべき

-鯨は文化的目的であっても捕獲されてはならない

-これは、「クレストJという架空の組織が主催する会議
のシミュレーションである。

-捕鯨に対して、異なるレベル-クレストの代表2人を除いて残りを4つのグループに分

ける。各グループに役割カード(資料1)を配布。 の団体が、様々な根拠に基づ

【腫開1]
-グループ内でディスカッションし、マカ族の人々の申請

いて賛成、反対を表明してい

対立関係 ることを認識する。

の認識 に対する立場を決める。 経験
-全体会を関心模擬会議に60分費やす。会議の目的は、 -国際法においていくつかの合
情報共有、問題についてのディスカッションである。 意がすでになされている

-クレストは、人権および環境の面からの討議の枠組みに

ついて短く発言する。
一・凶一山一・-----_.._.-

-以下の4つの聞いに対する合意を図りなさい。 -捕鯨についての合意形成をは

①捕鯨は許可されるべきか カミる

②捕鯨が文化的伝統の一部であるような特別な事例が 例)捕鯨が文化的伝統の一部で

【贋開2] あるか、 ある場合は、特別な対応をす

対立解決 @捕鯨が行われる場合どんなレベルで行われるべきか べきである。

のルール ④どのような管理体制が必要か -持続可能な資源の使用を行え

形成 ば、捕鯨と環境保護は両立可

能である。

-条件を守っているかを管理す

る体制をつくる

-どんな論じ方が一番有ー効だったか?感情に訴えること -討論のプロセスを振り返り、

か、合理的理論的な議論か? どのような議論の仕方が望ま

-自分と反対の立場の議論を理解するのは難しかったか? しし、かを学ぶ。

【展開3]
対立する側の意見を受け入れるのは難しかったか? -対立する意見を理解する・受 振

け入れることの難しさを意識 り
報告・

する。
返

反省 り
-現実の生活で、野蛮である、理解できない、倫理に反 -現実の世界でも、野蛮、理解 ( 

すると思われる人々の文化的習慣を受け入れるのはど できない、倫理に反するとい £報口士二
のくらい難しし、か? う偏見が相手の意見を受け入 . 

れることを難しくしている。 反町一一一一H・H・...._....._....・M・

-文化の衝突はどんな時に差別になるのか?文化の違いに -文化の変容、喪失については 省

ついて寛容な心を持つのはどれくらい難しし、か? 自己決定の権利を尊重すべき
. 

-グローパル化は、必然的に文化の喪失に通ずるか? である。 般

【展開4】
-文化の変容は、変容しつつある世界にある積極的なプロ イ七

セスであると見るべきか?
. 

一般化・
-この議論を通して意見が変化したか?確かめるために、

........_...........・H・.._..._.-一一一一一一….._..・H・......・m・-・・・---明白一一
適用

適用
-自分の意見は、話し合いを通

どの程度賛成するか、体の伸び縮みで表現する活動をも じて変化した。
) 

う一度する。

-先住民族の手芸品を売っている庖でものを買うという行

動の方法があることを知らせる。

(表は、 CouncilofEurope (2001) COJl..必PASS孔manualonhuman rights education with young people. 
Council ofEurope.を参照に筆者作成)
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資料5・1役割カード

参加 i 
会議参加者の団体名と活動内容 主張の例

団体

少数民 1j7カ族は、捕鯨を伝統的γ」行うアメ ・商業目的で捕鯨を行っていない。儀式の存続の

リカの先住民族。捕鯨再開の申篇を ためであり、存続を脅かすようなことはない。

族 f国際機鯨委員会』に申摘している。! ・捕獲量制限は、私たちの文化に既に組み込まれている。

貸成 マカ族は伝統的に捕鉱を行ってきたし、鯨資源が白人によっ
北部地域同盟は、捕鯨者とアザラシ て奪われた時には回復するまで待っていた。捕鯨再開を認める

個人 業者の統括組織。 べき。

業者 湾岸文化と海産獣類資源の持続可能 ・捕鯨i士、生態系からみて問題なければ認められても良い。乱開

怠使用のための活動に取組む 発ではなく、国際協力を通じて、持続可能な使用の状態で捕鯨

を行うことは可能。

シーシェパードは、海洋野生種を保
."カ族に捕鯨を許可することは、他国へ捕鯨の根拠を与えるこ

とになる。
NGO 題するための視察および国際法、条

約等への違反を立証するグループ。 の肉を売って金儲けをするつもりではないのか。

-現在の先住民は、 100年前とは異なる生活をしている。マカ族
鯨・イルカ保護協会は、あらゆる穣類 も変わるべき。

NGO の鯨およびイルカ懇の保護と福祉に専 長 ・マカ族の漁が、穫の保存にどんな影響を与えるのか不明確であ
念している慈善団体 るからと何もしないのではなく、絶滅の危機に瀕する前に予防

的に行動すべき。

グリーンピースは、捕鯨に反対して

[・鯨な2の知覚カのある嶋乾動物山主人道主義的な権利が与えら l
れるべきであり捕鯨は殺人である。

NGO いる環境保言集団体。持続可能怠世界 -マカ族に捕鯨を許可することは、他国へ捕鯨の根拠を与えるこ

の実現を目指す。 とになる。

-鯨は未だに絶滅の危機にある。

(表は、 CouncilofEurope (2001) COMPASS-A ll1anual on human rights education with young people. 
Council ofEurope.を参照に筆者作成)

についてまとめたものを資料5・1に示した。例えばマカ族は自文化保護のため捕鯨再開を

主張し、北部地域同盟は、湾岸文化と海産獣類資源の保護の一貫としてマカ族の主張を支

持している。それに対し、捕鯨に反対のシーシェパードと鯨・イノレカ保護協会は、マカ族

の捕鯨文化の維持よりも鯨の保護を優先させるべきだという立場から、グリーンピースは、

人道的立場から反対を表明している。つまりここでは、複数の見解を大きく賛成・反対に

分けて、それらの意見の対立関係の理解を促している。

次の【展開 31では、対立関係を解決するための/レール形成が行われるo まず、会議の

主催者が、「先住民の生存のための捕鯨を認めるJr再生可能な海洋資源の最適で持続可能

な利用であれば認めるJといった、人権および環境保護に関する国際法や国際的に合意さ

れた文章の内容の説明を行う。国際法や国際的な合意文章は、いかなる理由であっても捕

鯨を行うべきではないといった極端な主張を排除し、合意形成を行うことを助ける議論の

枠組みとして提示されている。これに基づいて、捕鯨が許可されるべきか、例外を認める

か、許可する場合の条件、必要な管理体制などの新たなルール、といった点に関する合意

形成を行うことが期待される。つまりここでは、議論の枠組みとしての国際法に基づき、

その枠内での討論を通して新たなルーノレ形成を行うことが目指されているといえる。
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【展開 4)では、討議のプロセスで感じたことの報告や反省が行われる。ここでは、自

らとは異なる文化に対する偏見や蔑視が、合意形成を難しくしたかどうかについて話し合

いを行っている。具体的には、「文化の衝突はどんな時に差別になるのかJr文化の違いに

ついて寛容な心を持つのはどれくらい難しいかJといった質問を考えさせる。このことに

よって、対立関係が、必ずしも合理的な意見の食い違いではなく、文化に対する偏見や差

別意識といった感情的な側面にも大きく依存していることの認識を促しているといえる。

最後の【展開 5)では、それまで学んだことをより抽象的に一般化して考え、他の事例

に適用させている。具体的には、文化への差別・寛容の問題、グローパノレ化の中における

文化変容について考えさせた後、導入で行った質問をもう一度行うことで、学習の成果を

一般的な問題に適用させている。また、行動のためのアイディアとして、少数民族の手芸

品の購入を通した少数民族の支援という方法が紹介される。

以上の学習過程から分かるように、「マカ族の捕鯨jに代表される、「市民的・政治的権

利Jに関連する学習は、対立関係の認識、対立解決のためのルール形成、討論の反省、一

般化・適用という学習過程から成っていた。この学習過程の特徴として以下の2つを指摘

することができる。まず、グローパルな問題に関した意見の対立状況において、国際法を

議論の枠組みとして用い、その範囲内の討議を通して対立関係を解決する新たなノレール形

成を行うための能力形成が目指されていたことである。これは、法に基づく社会統合とい

う本マニュアノレ全体の特徴と一致する。次に、市民的・政治的権利を行使し、政治参加を

行う際に、特定の文化に対する偏見や差別意識などが、互いの意見を聞き、対等に議論す

ることを難しくすることを理解させようとしていることである。このような学習は、文化

的権利の学習で取り上げられている、集団的アイデンティテイへの差別、アイデンティテ

イの選択の学習によって補完されるものであると言える。

(3)学習方法:反省と社会参加

ここまで、「文化的権利Jおよび、「市民的・政治的権利j に関する活動の学習過程につ

いてみてきた。これらの活動では共通した学習方法が採用されていた。それは「経験」を

して、その後に「振り返りJを行うことである。振り返りの過程はさらに細かく 4つに分

けられる。そこには、経験の中で起こったことに対する反応と観察をシェアする「報告J、

経験からの洞察を得るために、一般的傾向や変遷について話し合う「反省j、一般的傾向や

学習したことと現実の世界どの関わりについて話し合う「一般化J、学習した内容を用いた
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社会参加や態度変容を期待する「適用Jとし、う段階が含まれる。

例えば、「市民的・政治的権利j に関する活動「マカ族の捕鯨Jでは、「経験j として、

少数民族、環境保護団体が参加する、捕鯨再開に関する会議のシミュレーションを行う。

次に、どんな論じ方が一番効果的で、あったかなど感じたことを「報告Jし、より深い洞察

を行うために野蛮である、理解できないと思われる人々の文化的習慣を受け入れるのはど

のくらい難しいかなどの「反省Jを行っている。最後に、文化の衝突はどんな時に差別に

なるのかといった「一般化」を行った上で、少数民族が作った手芸品を買うなどの参加の

アイディアが「適用jの段階で紹介される。このような経験と振り返りのサイクルは、『コ

ンパス』では、図5・1のような形で図示されている 90

図5・1Wコンパス』における経験と振り返りのサイクノレ

第 1段階経験すること(活動、行うこと)

第5段階適用すること

(学習したことを用いること、古い態度を

変えること)

第4段階一般化すること I (----， 
(一般的傾向と、学習したことと「現実の I~一

世界Jとの関わりについて話し合う)

第2段階報告すること

(起こったことに対する反応と観察を

シェアする)

第3段階反省すること
(経験からの洞察を得るために、一般的

傾向や変遷について話し合う)

(表は、 CouncilofEurope (2001) COMPASS孔manualonhuman rights education with young people. 
Council ofEurope.を参照に筆者作成)

この 5つの段階で、特に重要視されているのが、「反省j と「適用j の段階である。「反

省Jの段階では、経験を超えてそれが意味する一般的な傾向をつかむことに焦点が置かれ

る。活動「マカ族の捕鯨j では、捕鯨をめぐる議論の中で学習者が感じる異なる見解を受

け入れることの困難さなどについて考察を深め、それには、合理的な意見の食い違いと異

なる文化への嫌悪という感情的な側面があることを探究している。一方 f適用」の段階で

は、学習によって個人が変容するだけでなく、学習の成果を実際の社会に適用するという

社会参加が奨励されている。ここには、権利の学習に留まらないEDC圧fREの特色がみら

れる。

以上のように、『コンパス』の学習過程は、経験と振り返りのサイクノレから成っており、

その中でも特に、経験の反省と、学習成果の適用による社会参加が重視されていた。
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4.まとめ

『コンパス』では、人権の文化の促進という目的のもと、「人権侵害を認識できるよう

人権問題についての意識や理解を促進することJr人権を擁護するために必要なスキルを

発展させることJr他人の人権を意図的に侵害することが無いよう人権を尊重する態度を

発達させることJという 3つの目標が示されていた。この目的・目標に基づき『コンパス』

では、次のような内容編成・学習過程を採用している。

まず『コンパス』の内容は、「市民的・政治的権利Jr文化的権利Jr社会的・経済的権

利Jr人権一般j という人権に関わるグローパルな問題からなっていた。またそれらの学

習は、仮想空間における学習として設定されており、そこで学んだ内容を、地域、国家、

グ、ローパルなど複数の地理的レベルに応用するという過程になっていた。さらに、「文化

的権利jに関連する活動では、様々なアイデンティティに関する活動が取り上げられてい

た。学習過程から見ると、学習の中で討議の枠組みとして人権が位置づけられており、人

権が定める一定の合意や手続きを踏まえた上で、新たな合意を形成していくことが期待さ

れていた。また、学習過程は、経験と振り返りとしての報告、反省、一般化、適用という

学習のサイクルに沿ったものであり、特に、経験を一般化する「反省Jと、学習内容を現

実社会に適用する「適用Jが重視されていた。

以上のことより『コンパスJは、様々な人権に関連するグローバルな社会問題を内容と

し、人権を枠組みに基づき、経験と振り返りのサイクルの中で問題解決に取組ませるとい

う構成になっていた。また学習成果を、地域、国家、クキローパルとし、う複数の地理的次元

において活用されることが期待されていた。

なお『コンパス』の課題として、以下の二点が指摘できる。第一に、より明示的に民主

主義概念を取り上げる必要があるという点である。『コンパス』は、個人の権利に焦点が

当てられており、人権に関わる問題や人権関連文書についての知識・理解は十分に獲得さ

れると予測される。しかし、人々の相互関係に関わる正義、平等、自由、法、政治など民

主主義の中心概念については、十分な学習の機会が設けられていないといえる。『コンパ

ス』でも、学習の中に埋め込まれる形で学習されていると思われるが、より明示的に取り

上げる必要がある。第二に、『コンパス』は、 トピック学習のような構成となっているた

め、一時間の授業の構成については明らかになっても、全体としてどのようにカリキュラ

ムを構成すべきかについては明らかに出来ないということである。以上の課題を踏まえて、

第2節では、民主主義原理に基づくカリキュラムを取り上げて分析を行ってして。
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第2節教師用指導書f民主主義の中に生きる』にみられる多元的シティズンシップの学習

本節では、民主主義概念を幅広く取り上げ、 トピック学習ではない、カリキュラム原理

を持つ、多元的シティズンシップ教育の事例として、『民主主義の中に生きる (Livingin 

Democracy) 1 0 ~の分析を行ってし、く。

1. W民主主義の中に生きる』の位置づけ

本節で取り上げる『民主主義の中に生きる』は、 EDCIHREの一環として開発された教

師用指導書である。 CoEは、 1996年よりボスニア・ヘルツェゴヴィナで、紛争後の平和

構築活動に取組んでいる。学校教育に関しては、「市民防衛(Civildefense) Jに代わって

導入された教科「民主主義と人権Jのための教材や指導書の開発を、現地の教師と協力し

て行ってきた 11。これらの教材や指導書は、現地の学校で積極的に受け入れられたため 12、

他国でも参照可能なものとして改訂され、その 1っとして『民主主義の中に生きる』が出

版された 13。本節ではこの指導書を、 EDCIHREの代表的な事例として分析を行う。

2. r民主主義の中に生きる』の全体計画
表5・6では、本指導書の記述に基づき、『民主主義の中に生きる』の全体計画を示した。

左より「単元名Jr中心概念Jrねらしリ「民主的共同体Jr学習領域Jについてまとめた。

(1)中心概念の学習を促す内容編成

『民主主義の中に生きる』の各単元は、表 5・6の「中心概念Jと「ねらいJの項目に示

すように、概念を中心として、その学習を促す内容から編成されている。

これらの概念は、図 5嶋2に示すように、民主主義を中心として、そこから派生した概念

である 14。本指導書が中心概念を取り上げるのは、民主主義理論を体系的に理解するため

ではなく、中心概念が、民主主義に関する情報の整理、スキ/レや価値の学習を促す道具と

して重要であるからである 150 実際、 fノレールと法j を中心概念とする単元8では、様々

な種類の法に関する知識だけでなく、良い法に関する知識や公平な法を特定するスキルの

習得が目指されている。このことから本指導書の各単元は、民主的な共同体への参加を目

指す民主主義理論から暫定的に導き出された概念を中心に、それに関連する知識、スキル、

価値の習得を促す内容によって編成されているといえる。
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表 5・6W民主主義の中に生きる』の全体計画
単元名 中心概念 ねらい 民主的共同体 学習領域

ステレオタイプと

偏見
アイデンティ

-知識:お互いに対する認議、ステレオ

l アイデンティティは
ティ

タイプや偏見、個人的、集団的アイデ
クラス

何か、私は他者を他者
個人と共同体

ンティティ

l士私をどうみている -スキノレ:視点を転換守る

か ①多元的アイデ

クフス、仮想、空 ンティティの尊重

平等 平等 -知識:社会の偏見、基本的人権として
間(家庭、地域)

2 あなたは私よりも平 差別 の平等
家族、地域、学

等か 社会jf義 -スキノレ・価値:被差別者の視点、に立つ
校、国家、グロ

ーーノ王ノレ

-知識:多元主義とその限界、権利の平 ②多元的アイデ
多様性と多元主義 多様性 等と教育の役割、人権条約による脆弱

仮想、空間(地 ンティティを尊重
3 どうすれば人は平和 多元主畿 な人身や集団の保護

域、学校) する社会のジレに共存できるのか 民主主義 -スキル:人ではなく問題へ焦点化する

-価値:寛容 ンマ

仮想空間

対立
対立

-知識:Win.winの状況、「要求Jrニー (地域、国家) A非暴力

4 対立した場合どうす
平和

ズJr妥協J 的対立解

るのか -スキ/レ:非暴力的な対立解決 クラス、学校、 決
国家、国家間

権利、自由、責任 権利 -知識:基本的ニーズや顧い、人間の尊
家庭、学校、

5 権利は何か、どうやっ 自由 厳、責任、人権擁護
国際社会

て守られるのか 責任 -価値:個人的な責任の認識 B 民主的 ③ 

仮想空間(家 共同体に

主民
責任

-知識:法的・社会的・道徳的責任、市 庭、学校、地域、 おける権利

6 どんな責任を人々は 責任
民社会のNGOの役割 国家、世界) と責任 的

負っているのか
-スキル:道徳的推論、対立する責任の i 共
対立解決 家庭、学校、地

体同
域、国家、世界

-知識:印刷メディアの種類、ニュース の
クラスの新聞

世鵠 欄の毘的
構再築7 メディアを作って理

民主主義 -スキル:情報と表現の自由、計画作成、
学校

解する
合同の意思決定を行う c民主主

ルールと法
ルールと法

-知識:法の目的、民法、刑法、青少年 義制度設

8 社会にはどんなルー
法の支配

に適用される法、良い法の基準 仮想空間 計への参
/レが必要均、 -スキ/レ:公平な法を特定する (学校、国家) 加

↓ 
政府と政治 政治 -知識:様有な政府の形態と政府の責任 学校、国家
9 社会どのようには統 権力と権威 -スキル:思想・表現の自由、批判的思

治されるべきか 民主主義 考

(表は、 Gollob，R.， Huddleston， T. Krapf， P. Rowe， D. And Taelman，W. (2008) Living in democracy: 
EDCIHRE lesson plans far lower seconda~ァ level.Strasburg: CoE.を参照に筆者作成)

131 



図5・2W民主主義の中に生きる』の中心概念の配置図

仁コ 民主的共同体への参加

(図は、 Gollob，R.， Huddleston， T. Krapf， P. Rowe， D. And Taelman，W. (2008) Living in democracy: 
EDCIHRE lesson plans for lower secondary level. Strasburg: CoE.を参照に筆者作成)

(2)複数の地理的レベルの民主的共同体における学習

表 5・6の「民主的共同体Jの項目に示したように、本指導書は、複数の地理的レベルの

民主的共同体における学習を想定している。ただし、多くの単元で、クラスや学校もしく

は仮想空間の中での学習を行った後、学んだことを実際の共同体に応用するとしづ構成に

なっている。例えば単元4 r対立Jは、仮想空間の地域、国家における対立解決のスキル

を学んだ後、実際のクラス、学校、国家、国家聞における問題に対してそれを応用すると

いう学習となっている。本指導書においてクラスや学校は、民主的原理によって統制され

た、より良い現実社会のモデ、ルとなる空間とされている 16。仮想空間も同様に、現実を相

対化して批判的検証を行うことを可能にする空間であると言える。このように本指導書で

は、民主主義の学習に望ましい空間から現実社会への移行を含んだ、複数の地理的レベル

の民主的共同体における学習が計画されている。

(3)民主的共同体の構築過程をたどる単元配列

では各単元は、どのような配列となっているのであろうか。表 5・6の「学習領域Jの項

目に示すように、本指導書の内容は、①多元的アイデンティティの尊重、②多元的アイデ

ンティティを尊重する社会のジレンマ、③民主的共同体の再構築、という 3つの学習領域

からなり、それらは、①→②→③の順番に学習されるものとなっている(表5・7参照)。

第一の学習領域である「多元的アイデンティティの尊重Jに関連するのは、単元1rス

テレオタイプと偏見Jと単元2r平等Jである。単元1では、個人や集団のアイデンティ

ティに対する見方を、視点を変えることで批判的に認識させている。単元2では、少数民
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族や女性という集団的アイデンティティを持つ人に対する社会的差別の事例を、被差別者

の立場に立って分析することで、アイデンティティの平等について考えさせている。

表5剛7W民主主義の中に生きる』の学習領域とその配列

① 多元的アイデンティティの尊重(単元 1、2)

↓ 
② 多元的アイデンティティを尊重する社会のジレンマ(単元3)

↓ 
③ 民主的共同体の再構築(単元4""'9)

仏)非暴力的対立解決(単元4)

(B)民主的共同体における権利と責任(単元5、6)

(C)民主主義制度設計への参加(単元7、8、9)

(表は、 Gollob，R.， Huddleston， T. Krapf， P. Rowe， D. And Taelman，W. (2008) LIving in democracy: 
EDC/HRE 1esson p1ans for 10開'Fsecondary 1e開-1Strasburg: CoE.を参照に筆者作成)

第二の学習領域である「多元的アイデンティティを尊重する社会のジレンマJに関する

のは、単元3r多様性と多元主義Jである。単元3では、社会における多様な価値や信念

を認める「多元主義jについて学ぶ一方、社会を維持するためには、意見の不一致や対立

をコントロールするための最低限のルールや価値が必要で、あることを学ばせている。

第三の学習領域である「民主的共同体の再構築Jに関連するのは、単元4から単元9で

あり、それらは民主的共同体の再構築の方策に基づき、さらに 3つに分類で、きる。 1つ目

の仏)r非暴力的対立解決jに関連するのは単元4 r対立Jであり、そこでは、対立する両

者にメリットをもたらす Wln-Wlnの状況を知り、それを作り出す非暴力的対立解決のスキ

ルが学習される。 2つ目の(B)r民主的共同体における権利と責任jに関連するのは、単元

5 r権利、自由、責任j と単元6 r責任jである。単元5では、基本的ニーズとしての人

権と、自他のニーズに対して応える (response)としづ責任 (responsibility)概念が学ば

れ 17、単元6では、複数の地理的レベノレに対する責任とそれらの対立を解決するスキルが

学ばれる。 3つ自の(C)r民主主義制度設計への参加Jに関わるのは、単元7rクラスの新

聞」、単元8 rノレーノレと法J、単元9 r政府と政治jである。各単元では、メディア、法、

政府という民主主義制度の現状を批判的に分析し、改善、あるいは新たに創りだすという

活動がおこなわれる。

これら 3つの学習領域は、表 5・7に示すように、①→②→③の順に並べられている。本

指導書はまず、生徒たちに人々が多元的アイデンティティを持っているという現状を認識

させ、次に、そのような社会のジレンマを経験させることで、社会を維持するための/レー
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ルに基づ、く民主的共同体の構築過程に参加させることを促している。言い換えると、本指

導書の単元は、多元的アイデンティティを持つ個人を基盤とした共同体の構築過程を生徒

にたどらせるという順番になっているといえる。

以上の分析より各単元は、複数の地理的レベルの民主的共同体における学習として設定

され、そこへの参加を目指す民主主義理論から暫定的に導きだされた中心概念の学習を促

す内容から編成され、多元的アイデンティティを持つ個人を基盤とした共同体の構築過程

を生徒にたどらせるように配列されていた。
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3. W民主主義の中に生きる』の単元構成

多元的シティズンシップを育成する方法を詳しく分析するため、以下では、①多元的ア

イデンティティの尊重、②多元的アイデンティティを尊重する社会のジレンマ、③民主的

共同体の再構築の各領域の学習過程について分析を行っていく。

(1) r多元的アイデンティティの尊重Jの単元構成

学習領域「多元的アイデンティティの尊重Jは、単元 1rステレオタイプと偏見Jと単

元 2r平等jから成る。指導書の記述をもとに単元構成をまとめたものを表 5・8に示した。

単元 1では、個人と集団の多元的アイデンティティの認識を促すこと、単元2では、アイ

デンティティの平等への取り組みを行わせることが目指されている。ここでは、単元 1全

体と、単元2の典型的な小単元 3r男性と女性の平等Jを取り上げて分析を行う。

表 5・8r多元的アイデンティティの尊重」に関する単元の学習過程

単 JG
小単元名 学習目標 単元構成の分析

名

偏 1 1.他人はある人 。見方の複雑性を知り、自分の選択をする

見 をどのように見
個人の多元的アイ

ス ているか? デンティティの認識
ア 2.一人ひとりの 0同じ人、同じアイデンァィティに対して 個人の多

レ 違い 異なる説明の仕方があることに気づく 元的アイデ
オ 3.スァレオタイ Oスァレオタイプと偏見のつながり

ステレオタイブや
ンテイティの

タ プと偏見 0園、人々、グループ、個人を、単純化し、 寵醜
イ 不公平な見方で見ていなし、かを理解する

偏見の自覚と反省

プ 4.私についての O自分が他者からどう見られているかを 自己の多冗的アイ
と 偏見 知り、それに応対する デンティティの認識

2 1.相違点と類 0平等と人々の聞の相違点について説明
似点 する。 相違点と類似点の

平 or平等j と「違し、jの両者を評価するこ 双方の評価
等 とができる アイデンティ

2.ベスナの物 0社会の偏見や差別に自覚的になる ティの平等

語 0差別された人の視点を理解する への取り組

3.男女の平等 0差別の状況に対して対処できる 差別の理解とそれ み

への取り組み
4.社会的lE義 0社会のジェンダーに関する差別に対し

L 主君事量~持竺
(表は、 Gollob，R.， Huddleston， T. Krapf， P. Rowe， D. And Taelman，W. (2008) Living in democracy: 
EDCIHRE lesson plans for lower secondary level. Strasburg: CoE.を参照に筆者作成)

135 



① 個人のアイデンティティの多元性の認識を促す小単元

単元 1の小単元 1r他人はある人をどのようにみているのかJと小単元 2rある人はし、か

に異なる方法で説明されうるかj は、個人のアイデンティティの多元性の認識を促す小単

元である。本小単元ではまず、マックスという名の新しいクラスメートが書いた日記から 3

箇所を抜粋し、 3つのグループに各々 1箇所を読ませ、彼の特徴を説明させる。ここでは、

各グループの生徒は、自分たちの説明がマックスのアイデンティティの唯一の説明である

と理解していると予想される。次に、本小単元では、アイデンティティに対する言説を批

判的に分析する活動が行われる。具体的には、各グツレープの説明が比較され、担当した日

記の箇所によって、マックスについての説明が大きく異なることが確認される。これを受

けて教師は、「マックスは一体誰なのでしょうJr何が本当なのでしょうJという批判的思

考を促す質問を生徒に対して行っている。最後に、授業を振り返り、マックスという個人

のアイデンティティは、確からしい 1つの説明によって理解されるものではなく、多様な

側面があり、状況によって変化するものとして説明する方がよりよく理解できるという考

えが促されているo つまり、ここでは個人のアイデンティティを可変的、流動的なものと

して構築しなおすことが期待されている。この学習過程を図 5・3に示した。

② ステレオタイプと偏見の自覚と反省を促す小単元

小単元 3rステレオタイプと偏見Jでは、諸集団についての言説の分析を通して、ステ

レオタイプや偏見の概念を理解し、個人や集団のアイデンティティを一面的に認識しよう

とする見方に対して反省を迫るものである。まず本小単元では、「男性/女性Jr専門家Jr民

族Jr国家Jr大陸」の諸集団について、社会(メディアや近所の人々)はどのように語っ

ているのかについてのアイディアを挙げさせる。次に、それらの中でステレオタイプや偏

見を含んでいるものを区別させ、それらが何によって形成されているのかについて話し合

わせる。ステレオタイプと偏見についてはあらかじめ説明がなされている 180 そこでは、

ステレオタイプや偏見の効果である、複雑で多様な側面を持つ個人や集団を単純化して理

解させることが強調されていると予想される。最後に、生徒たちに諸集団のアイデンティ

ティを説明するように求める。以上のことから本小単元は、社会の諸集団についての言説

の分析を通してステレオタイプや偏見を自覚し、それによる個人や集団のアイデンティテ

イの単純な理解を批判的に見ることを促しているといえる。この学習過程を図 5・4に示し

た。
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自分のアイデンティティの多元性の認識を促す小単元③ 

自らのアイデンティティに対する他小単元4rわたしについてのステレオタイプJは、

自分のアイデンティティに対する認識の捉えな者の多様な反応を認識することを通して、

おしを促す活動である。本小単元では、ベアになり、自己認、識(self-perception)と、他者の

私に対する認識(perceptionby others)を比較させ、両者の類似点・相違点を確認させた後、

ステレオタイプだと思ったことを考えさせ驚いたこと、嬉しかったこと、傷ついたこと、

自らの自分についての言説と、他者による自分についての言説を比較させここでは、る。

自分のアイデンティティの多元性を認識すること一面的な自己理解を見直し、ることで、

この学習過程を図5・5に示した。をイ起しているといえる。

アイデンティティについての言説を批判的に分析することを以上のように、単元 1は、

より多元的なものとして再構築自分を含めた個人と集団のアイデンティティを、通して、

することを支援する活動からなっている。

単元Hステレオタイプと偏見j小単元H他人はある人をどのように見ているか?J、
小単元2r一人ひとりの違しリの学習過程

図5・3

ノ屯ート C

新しいクラスメート(マックス)の書いた臼記を 3つに分ける

ノ4ート B

マックスのアイデンティテ
ィについての言説C

マックスのアイデンティテ

ィについての言説B

マックスのアイデンティテ
ィについての言説A

個人のアイデンティティの多元性の認識

パート A

の学習過程単元 1rステレオタイプと偏見j小単元 3rステレオタイプと偏見J図5・4

社会(メディアや近所の人)が持つ諸集団に関する言説を挙げる

一
プ
因
一

一
イ
要
一

一
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す
一

一
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出
一
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レ
み
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生
一
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ス
を
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『偏見jと「ステレオタイプJを分類する
、‘

ステレオタイプ:実態に沿わないイ
メージを付与したもの

a/ 
!偏見 ステレオタイプを一般 i
化したもの | 

集団的アイデンティティスに対するテレオタイプや偏見の反省

単元 1rステレオタイプと偏見j小単元4rわたしについてのステレオタイプJの
学習過程

図 5・5

他者による自分の説明

A， B， C 
自分自身による自分の説明

①、②、③

自分のアイデンテイティの多元性の認識

(以上の図は、筆者作成)
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④ アイデンティティの平等への取り組みに関する小単元

ここでは、単元2の典型的な事例である小単元 3r男性と女性の平等Jを取り上げる。

本小単元は、集団的アイデンティティ開の平等に対しての取り組みを促す学習である。本

小単元ではまず、家庭、学校、職場における女性差別に関する物語を読ませる。例えば、

あるグループは、「女性であるという理由から家庭での皿洗いを父や兄から押し付けられ

た」としづ物語を読み、女性は家事をすべきだという見解があることを理解しているとい

える。次に、本小単元では、「主人公の立場であれば兄や父に何と言うかJ、「世界人権宣言

はこの事例に応用できるかj を話し合い、物語の主人公に対する共感的理解や、差別を禁

じる法の存在の認識を行わせる。その後、教師から「ジェンダーJと「性別Jの違いが説

明される 19。ここでは「ジェンダーJが、社会的に作られたものであるため変更可能であ

ることや、それを根拠に差別することへの批判的思考を促していると考えられる。これら

を踏まえて本小単元では、ジェンダーの平等のために学校でできることを提案・計画させ

ている。これを通して、生徒たちが学校生活の中のジェンダー観を批判的に分析し、差別

の是正に取り組むことを支援している。以上の活動を通して本小単元では、社会的差別に

ついて、集団的アイデンティティの可変性・流動性を認識させることで差別の根拠を批判

的に検討し、アイデンティティ聞の平等に積極的に取組bことを促しているといえる。こ

れを図示したものを図5・6に示した。

図5・6 単元2小単元 3の学習過程

! 事例を分析する
〆 /¥

物語の主人公に対して

共感する

ジェンダーは、社会的に作

られたものであり、差別の

根拠とするのは不当

jジェンダーは生物学的な違いに付:
ーー-i与された、社会的につくられた役割;
:であり、時代によって変化し、社会 i
i的要因によって多様に定義される。 l

(図は、筆者作成)

このように学習領域「多元的アイデンティティの尊重Jは、個人や集団のアイデンティ

ティに対する言説を批判的に分析することで、多元的・流動的なアイデンティティ観を構

築するとし、う学習過程からなっていた。そして、この過程を通して、多元的アイデンティ

ティの尊重を促す構成となっていた。
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(2) r多元的アイデンティティを尊重する社会のジレンマJの学習過程

学習領域「多元的アイデンティティを尊重する社会のジレンマJに対応するのは、単元

3 r多様性と多元主義Jである。指導書の記述をもとに単元構成をまとめたものを表 5圃9

に示した。

表5・9r多元的アイデンティティを尊重する社会のジレンマj に関する単元の学習過程

単

:x; 小単元名 学習目標 単元構成の分析

名

0具なる価値観や信念を持つ人が平和に共生しようとす
1.人はどう る際に問題になることを挙げる。

異なる集団
すれば共 0異なる価値を持つ人々の間の理解を促進するための教
存可能か 育の役割を考える。

間の対立

0個人だけで社会に影響を与えられるか考える

2.なぜ人 0大事な問題に人々が異なる意見を持つ理由を考える
多元性が存

3 在する理由

様多
は合意し 0論争問題を話し合うための能力を発達させる

社会のルー
多元的ア

ないのか 。民主主義社会を支えるために必要な価値を考える イデンティ
性 ルの必要性

ティの車庫
と 3. どうい Oより広い共同体において平等への障害となっているも

重のジレ多 う意味で のは何か 平等を確保
:x; 人は異な 0ある人には、教育へのアクセスが不平等な形でしか与 した妥協の

ンマ
性
っている えられてない原因を明確にする 必要性
カミ 0誰が、平等への障害を取り除く責任を負うのか考える

4.なぜ人
0異なる価値観や信念を持つ人が平和に共生しようとす

権が重要
る際に問題になることを挙げる。 公平な妥協

0特lこ、個々人と共同体が傷つきやすいところにおいて、 の必要性
なのか L なぜ国際人権条約が規定されたのか考える。

(表は、 Gollob，R.， Huddleston， T. Krapf， P. Rowe， D. And Taelman，W. (2008) Livi刀'gin democracy: 
EDCIHRE lesson plans for lower secondazァlevel.Strasburg: CoE.を参照に筆者作成)

単元 3は4つの小単元から成るが、ここでは単元 3の典型事例である小単元 2rなぜ人々

は合意しないのかJを取り上げて分析する。小単元2は、多元的アイデンティティを尊重

する多元主義社会の限界と、それを克服する方策について学ばせる活動である。

まず本小単元では、多元主義の概念の理解を促す活動から始めている。具体的には、論

争的な問題である「動物を食べることに反対Jr死刑制度は禁止されるべきJr自由な発言

は良くなし、Jなどを提示し、生徒に賛成・反対を表明させることで、クラスに多様な意見

が存在することが確認させる。その後、教師は、「社会の中で、複数の利益、価値、信念が

存在することが認められ、抑圧されることがない状態j として「多元主義jの概念を紹介す

る20。続いて本小単元では、人々が論争的な問題に対して持っている様々な意見や、それ

を支える価値や信念が、宗教や文化など個人のアイデンティティに関わる複数の要因によ

って形成されていることが学習される 210 具体的には、生徒は、「両親の考えJr友人の意

139 



見Jr宗教や文化JrメディアJr教師の考えJr個人の性格j などのリストの中から、個人

の意見形成に影響を与える要因を複数選択し、それらを優先順位に応じてピラミッド型に

並び替えるという活動を行う。これによって自分の意見とアイデンティティの関係の自覚

を促している。ところで生徒は、小単元 1r人はどうすれば共存可能かJにおいてすでに、

宗教や生活習慣の異なる民族が、自らのアイデンティティの擁護のみを主張した結果、共

通の財産まで、失ってしまったという物語について学んでいる 22。これをふまえて生徒たち

は、本小単元の学習において、自らの信念や主張が尊重されることの要求と、それだけで

は共存が不可能であることの認識の間でジレンマを感じると考えられる。

続いて本小単元では、教師が、多元主義は自由と開かれた社会に必要な要素であるが、

社会維持のためには、社会の構成員の聞に最低限の合意が必要であることを説明する。教

師の提案は、多元主義に基づく社会を否定するのではなく、その限界を補うための最低限

の価値やルーノレの必要性の理解を促すものである。この理解をふまえて生徒たちは、「他者

の意見を尊重するJr他者に意見を言う機会を提供する」など手続きに関する合意の必要性

を提案すると予想される 230

以上のように、学習領域「多元的アイデンティティを尊重する社会のジレンマ」は、多

元的アイデンティティの尊重に起因する多元主義について理解させる一方で、多元主義の

限界とのジレンマを経験させ、最終的には、その限界を補うルールや価値の必要性の認識

を促すとし、う学習過程からなっていた。またこの過程を通して、多元主義を基盤とした社

会を維持するために必要な価値やスキノレの習得が期待されていた。

(3) r民主的共同体の再構築j の単元構成

学習領域「民主的共同体の再構築j に関するのは、単元4から単元9である。また、こ

の学習領域はさらに、仏)非暴力的対立解決(単元4)(B)民主的共同体における権利と

責任(単元 5，6)(C)民主主義制度設計への参加(単元 7，8，9)の3つに分けることができ

る。ここでは特に、 (B)民主的共同体における権利と責任と、 (C)民主主義制度設計への

参加を取り上げる。指導書の記述をもとに、学習領域「民主的共同体の再構築j の単元構

成をまとめたものを表 5・10に示した。

① f民主的共同体における権利と責任Jにおける学習過程

まず、「民主的共同体における権利と責任Jの学習過程を見ていく。ここでは、やや不規
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表 5・lOr民主的共同体の再構築j の学習過程

単元
小単元名 学習目標 単元構成の分析名

4 1. 対立解決 0対立のための6つのアプローチを紹介する
対立解決のための 6つのアプロ
ーチの理解

暴非力対 2 6つのアプロー
06つのアプローチの応用方法を学ぶ立 チの応用

6つのアプローチの応用 的

3 対立する人権
0人権同士が対立している状況を認識し、分析するこ

立対とを学ぶ

4 暴力を用いる
0個人的な態度や、暴力が受け入れられるかどうかに

限定的な暴力の使用の検討
解決

ついて、批判的に考える思考を発達させる。

5 
1. 基本的ニーズ、

0人権は全ての人間にとって尊厳を持って生きるた
願い、人間の尊

めの前提であることを示すことができる 基本的ニーズとして
利権 厳、人権

の人権理解と応用 人権と2 人権侵害を特定
する

0人権侵害を特定することができる 責任の
自 関係の 民
由 0人権と責任の関係を理解する。

人権に対する責任の 理解 主

任責
3 人権と責任 0人権擁護のために個人と、または公共機関が担う責

理解 共的任について理解する

4 人権クイズ 。間際的に認められている人権について知る 国際人権法の認識

6 0人身の持つ様々な責任を考える
異なる地理的レベル

1.家における責任 で対立する責任のジ

責任
0責任問土が対立することもあることを理解する

レンマ

2 なぜ法律に従う 0責任問土の対立の下での決定に横たわる道徳的推 道徳的責任と法的責
のか 論について探究する 任の対立のジレンマ 異なる

3.それは誰の問題 0人々の法的責任の性質について探求する 責任の
カミ 道徳的と法的な義務の違いを探求する 理解と

0社会問題に対する責任が持つ、「共有されていると
責任の具体的な場面

応用

4. なぜ人はアクテ いう性質jについて探究する
での応用

イブシティズン 0なぜ人々は他者の苦しみに対して責任を負うのか
になるのか を考える

0市民社会の非政府組織の役割について探求する

1. わたしたちの周
0様々な印刷メディアの内容編成の違いを理解する7 りの新聞

印刷メディアの評価
ク 2. 私たちの新聞が 0良い新聞や雑誌の基準を明確にする。 基準の明確化
フ 最高だと恩わな

O自分の興味や価値を自覚する メディス b 、ヮ
。〉 アの設

新聞
3. 自分たちの壁新 Oグループで、アイディアや能力を出し合って、 トピ

新聞の作成 言十
聞を作ろう ック、短目に合意し、協力しながら新聞を作る

0壁新聞プロジェクトをこれから継続するか、継続す
作成した新聞の評価

主民4. 第一号! るためには何が必要かを話し合う。
と改善

0決定を行いそれに責任を負う

8 
1. 良い法律、悪い

0良い法律を決める要閣を自覚し理解する
法律の評価基準の明

法律 確化

法 2. どの年齢で? 0法律が若者にどう適用されるか検討する
法制度と 0法律を破った若者が翻せられるべきかどうか、もし

律法 3. あなたが法律を 法の評価と作成 の設計

作る
罰するのであれば、どのような方法で行うべきかを ，、、

話し合う。
参加の

4. 証拠法則 0法廷における証拠法則を理解する 法廷のルールの理解

9 1.誰の責任か。 0異なる政府形態について知る 政府形態・機能・責

2. もしあなたが大
任の理解と評価基準

政 0政府の機能と責任を説明できる の明確化 統治制
府 統領なら

度の設と 政府が保障すべき権

政治
3. 私と私の役割 0民主的社会における市民の義務について学ぶ

利と市民の責任
計

4. 生徒会
0学校の運営方法と生徒会がそこで果たす役割につ 生徒会の運営基準
いての基準を決める の作成

(表は、 Gollob，R.， Huddleston， T. Krapf， P. Rowe， D. And Taelman，W. (2008) Living in democraζv: 
EDC/llRE lesson plans for lower secondalァle開.J.Strasburg: CoE.を参照に筆者作成)
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別であるが、多元的シティズンシップにおける権利と責任の考え方を最も良く説明するた

めに、単元 5r権利、自由、責任Jと単元6 r責任j の大きな流れを説明した後に、単元

6 r責任」の小単元 1r家における責任Jの学習過程を説明する。

単元5と単元6の大きな流れで特徴的な点を2点にまとめて説明する。

第一に、シティズンシップの権利を人権として、責任を権利への応答として理解させよ

うとしていることである。単元 5の小単元 1r基本的ニーズ、願い、人間の尊厳、人権J

では、まず、生徒たち自身に基本的ニーズや願いを提示させる。そして、それらと人権条

項を対比させ、その類似点を認識させることで、基本的ニーズ、や願いを具体化したものが

人権であり、それは全ての人聞にとって尊厳を持って生きるための前提であることの理解

を促している。また、小単元 3r人権と責任jでは、人権とはその保持者が主張する(claim)

ことができるもので、個人や公共機関は、その主張に対して応答する(response)という責

任(responsibility)を負っていると説明される 24。このような基本的ニーズや願いとしての

権利とそれへの応答としての責任の考え方は、国家が国籍に基づき成員に付与する権利と

それに伴う義務の考え方とは大きく異なっている。つまり国籍に関わらず、全ての人に尊

厳を持って生きる権利を認め、意思決定の過程と結果に関わる全ての人の主張に対して応

答していくことを責任とする考え方である250

第二に、複数の地理的次元の責任、法的責任、道徳的責任など、複数の市民の責任を取

り上げ、それらの対立または共有関係を理解させようとしていることである。これは、国

家に眼定されない、複数の地理的レベルに市民の参加を拡大したことに基づき、これまで

とは異なる性質を持つ責任概念の理解を促すものである。例えば、単元 6の小単元 1r家

における責任」では、家族、地域、国家、グ、ローパノレレベルという複数レベノレにおいて個

人が負う責任の対立関係を取り上げ、小単元 2rなぜ法律に従うのかj では、法に従う法

的責任と法を犯してでも自らの良心に従う道徳的責任の対立関係を取り上げている。また、

小単元3 rそれは誰の問題かj と小単元 4rなぜ人はアクティプシティズンになるのかj

では、政府や公共機関と、個人や非政府組織の成員として人々が担う責任の共有と分担に

ついて取り上げている。以上のような責任の対立や共有といった問題は、アイデンティテ

ィや市民参加が、国家レベルに限定されていた時には、比較的顕在化しなかったと言える。

しかし、国家以外の政治的共同体への参加も視野に入れる場合、個人はどのレベルに対し

て、どれだけの責任を負うのかという問題は、シティズンシップ教育の中で取り上げるべ

き重要な学習要素となってくるといえる。
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以下では、単元 6r責任jの小単元 1r家における責任Jを取り上げ、本指導書におい

て、対立する責任がどのように学ばれているのかについて明らかiこする。小単元 1r家に

おける責任Jではまず、ミランという主人公と父親のやり取りに関する物語を通して、責

任の対立関係の認識が促される。物語の場面は、ミランの父親は学校を休んで農作業を手

伝うように言い、ミランは学校に行きたいと主張することで両者は言い合いになるという

場面である。物語を読んだ後、本小単元では、ミランが負っている異なる責任と、父親が

負っている責任について話し合うことを通して、責任の対立関係の認識が促される。具体

的には、ミランは、勉強する(自分自身)、農作業を手信う(家族)、地域の収穫に貢献す

る(地域)、生徒会の会議に出る(学校)、科学の世界的発見をする(グローパル社会)と

いう異なる対象に対する責任を持っていることが話し合われる。一方父親は、地域への責

任と、家族を養うという責任を負っていることが話しあわれる。これを踏まえて、本小単

元では、責任の対立状況における解決方法の探究が行われる。父親の要求の妥当性、ミラ

ンが父親に背くことの困難さを話し合い、最終的にミランが下した決断について予測し、

それをクラスで比較させている。最後に本小単元では、道徳的推論の一般化を行う。つま

り、人々が一般に、自分自身、家族、地域、国家、より広い世界に対して負っている責任

を挙げ、それらの責任が対立する理由や、対立した場合の解決方法を話し合わせる。図 5・7

には本小単元の責任の対立構造を示した。

図5-7 単元6r責任J小単元 1r家における責任j の責任の対立構造

父親の責任 ミランの責任〈学校〉

(図は、筆者作成)

以上のように、「民主的共同体における権利と責任jの学習過程では、異なる地理的レベ

ルにおける権利とそれへの応答として、シティズンシップの権利と責任を定義した上で、

その場合に避けて通れない責任の対立としづ問題をとりあげ、対立解決の探究を試みてい

るといえる。
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②「民主主義制度設計への参加j の単元構成

次に、 rc:民主主義制度設計への参加Jの中でも法の制定に関連する、単元 8rノレール

と法J小単元 1r良い法、悪い法Jを取り上げて分析を行う。

本小単元は、民主的共同体を支えるルールと法を評価する際に参照すべき価値や手続き

の習得の理解を促す単元である。まず、教師は、想像上の校則を読み、生徒たちに校則の

各項目について、それが良いノレールで、あるのか、悪いルールで、あるのかを判断させる。そ

の後、生徒たちに、良い校則の要素について話し合わせて発表させる。続いて、想像上の

法についても同じ手順で話し合いが行われる。ただし、ここでは、良い法の基準(例えば、

公平性、便利性、簡潔さ、共通の利益、実現可能性など)について、より具体的に考えら

れるよう、教師が積極的な支援を行うことである。これらの活動を通して、クラス全体で、

良い法の基準に関する合意形成を行うことが期待されている。次に本小単元では、良い法

の基準を用いて、実際の法律を批判的に分析・評価させている。具体的には、自分の国の

法律の条文の一部を分析し それが 良い法であるのか悪い法であるのかを判断させ、発

表させている。最後に本小単元では、環境などの特定のテーマに関する新しい法もしくは

校則を提案させ、それがなぜ導入される必要があるのかについて良い法の基準を用いなが

ら議論するとしづ活動を行わせている。以上のように、本小単元では、ルール・法を評価

し、新たに作り出す際に参照すべき価値や手続きの習得が支援されていた。

以上のように、学習領域「民主的共同体の再構築Jは、民主主義制度を評価する視点を

構築させ、それに基づいて現状を批判的に分析・評価させ、改善あるいは新規に作成させ

るとし、う学習過程からなっていた。また、このような学習過程を通して民主的共同体は、

人々が合意した基準に沿って評価され、常に改善・更新されていくものとして理解されて

いた。この学習過程では、地域(学校)や国家の文脈における、ルール・法の評価、その

ための価値や手続が中心に学ばれていたが、これは、地域や国家に限定されず、他の地理

的レベルにおけるルール・法の評価や作成においても応用可能なものである。つまりこの

学習過程は、異なる地理的レベノレにおけるルール・法の評価や作成への参加を促すもので

あり、その意味において多元的シティズンシップの育成を行うものであると言える。
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(心学習方法:反省と社会参加

これまで分析してきた 3つの学習領域の学習過程の共通点を指摘するならば、現状を対

象化し、批判的に分析させ、望ましい社会の構築への参加を促していること、また、これ

らの活動を通して中心概念の意味を構築し、習得することが期待されていることが挙げら

れる。また、授業の中では直接扱わないが、学んだことを実際に用いて行動を起こすこと

については、授業の最後に紹介する、宿題として出す、もしくは今後の生活の中での取組

みに期待するという形で取り上げられている。

以上のような学習過程の特徴について本指導書では、表 5-11に示すように、①経験の中

で知識を用いるなどのスキルトレーニングに関する学習 (through)→②認知的側面の学

習 (about)→③学んだことを実際の生活へと応用する学習(for)という順番に進む学習と

して説明されている 260 この中でも特に、経験の中で学んだことを一般化する反省の過程

と、学んだことを実生活に応用するという社会参加の過程が重視されていた。

実際、「アイデンティティの尊重jに関する単元では、アイデンティティの言説を批判的

に振り返り、個人や集団のアイデンティティの多元性を認識させる学習となっていた。ま

た、「民主的共同体の再構築jに関する単元においても、責任の対立関係を認識しその解決

法を話し合った後に一般化を行うといった学習過程や、民主主義制度の評価基準を作成し、

それに基づいて現在の社会を批判的に分析し、より良い制度設計への参加を促すという学

習過程がみられた。

表5・11 W民主主義の中に生きる』の学習過程

①経験の中で知識を用いるなどのスキノレトレーニングに関する学習 (through)

↓ 

②認知的側面の学習 (about)

③学んだことを実際の生活へと応用する学習(for)

(表は、筆者作成)
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4.まとめ

以上の議論を踏まえると、本章で分析対象とした『民主主義の中に生きる』多元的シテ

ィズンシップを育成する教育の内容と方法の特徴を以下3点に整理することができる。

第一に、全体計画の特徴として、以下の3つがある。まず、各単元の内容が、民主的な

共同体への参加を目指す民主主義理論から暫定的に導き出された概念を中心に、それに関

連する知識、スキル、価値の習得を促す内容によって編成されていることである。次に、

各単元の学習が、民主主義原理に統制された空間での学習から始まりそれを現実社会へ応

用する過程を含んで、地域、国家、グ、ローパル社会など複数の地理的レベルにおいて設定

されていることである。最後に、各単元の配列が、多元的アイデンティティを持つ個人・

集団を基盤とした社会の構築過程を生徒にたどらせるものとなっていることである。

第二に、単元構成の特徴として、以下の3点がある。まず、アイデンティティの言説を

批判的に分析させることで、個人や集団のアイデンティティの多元性の認識を促し、どん

なアイデンティティを持つ人でも平等に処遇されることへの取り組みを支援していたこと

である。次に、アイデンティティの尊重と社会の維持の開のジレンマを体験させ、ノレール

を形成することの必要性の理解を促していたことである。最後に、応答としての責任の考

え方に基づく複数の地理的レベルに対する責任の対立や解決、ノレール・法の根底にある価

値を認識し、評価したり作成したりする際の手続きの習得が期待されていたことである。

第三に、学習方法としては、現在の社会の状況を対象化して批判的に分析させると共に、

それらを通して中心概念を習得させ、望ましい社会構築への参加を促すための、反省と社

会参加が重視されていた。

以上のことより、『民主主義の中に生きる』は、アイデンティティの多元性をふまえた社

会構築のために必要な概念理解、スキル、態度の獲得を促すものとなっていた。

146 



第3節法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育の特徴

本章では、ヨーロッパ評議会におけるシティズンシップ教育の、教師用マニュアルであ

る『コンパス』と、指導書である『民主主義の中に生きる』を、法を統合原理とする多元

的シティズンシップ教育の典型事例として取り上げ、分析を行ってきた。これらは、国際

人権法を基盤としたトピック学習および、より体系的に民主主義の原理を取り上げるカリ

キュラムという点で特徴づけられるもので、あった。これらには4点の共通する特質がみら

れる。

第一の特質は、地域、国家、グローパルといった被数の地理的レベノレにおける権利と参

加の責任が学ばれていたことである。ただし、それら異なる地理的レベルの権利と責任は、

相互に明確に区別された領域であるというよりも、国際人権法に代表される一つの法・ル

ールが適用される複数の文脈として提示されている。ここでは、国家が特に強調されるこ

とはなく、あくまで、も一つの文脈として取り上げられていた。

第二の特質は、イギリスのシティズンシップ教育と同様、ジェンダ一、民族、「人種j、

国家、社会階級、障がいなど、多様な集団を明示的に取り上げるとともに、その集団的ア

イデンティティ内部の多様性についても学習させていたことである。しかし、ここでは、

アイデンティティは、可変的で流動的なものとして捉えられていることが特徴である。つ

まり、自らが、どの、あるいはいくつの集団的アイデンティティに所属するのかを選択す

る自由や、そこから離脱する自由についても認めているということである。これは、少数

者集団そのものではなく、集団内部の個人に対する権利保障を求めるものであり、集団に

対する権利保障の方向とは基本的には折り合わない。しかし、 EDCIHREでは、個人の権

利保障のための一時的な措置としてなされる積極的差別についても、少数者集団の権利と

その保障の為に何が出来るかを考えさせることで取り上げていた。

第三の特質は、法による社会統合が重視されているということである。つまり、国際人

権法や、集団の討議の中で、形成されたルー/レ・法によって、多様な見解を持つ人々が、特

に多数派が少数派に同化を迫ることなしに、共に生きる(livingtogether)ことができると考

えられていた。学習過程の中では、法の根本原理として、国際人権宣言やヨーロッパ人権

条約で保障される人権規定が参照されるが、その価値形成に関わった人々に対する共感を

伴う価値あるいは、特定の国家や社会の文脈における価値としては教授されていない。従

って人々に要求されているのは、法形成への参加と法の尊重であり、特定の文化や特定の
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国家に具体化される価値への同化ではないといえる。

第四の特質は、学習方法として、経験、反省、適用といった学習サイクルが採用されて

おり、その中でも特に経験から一般化を引き出す反省と、学んだことを社会に応用する適

用が採用されていたことである。これは、例えば、アイデンティティをより流動的で多元

的なものとして捉えていることで、既存のアイデンティティのカテゴリーを批判的に分析

し、アイデンティティ概念を再構築させるという活動に見られる。また、そのような多元

的なアイデンティティを持つことで、差別や社会的に不利益を受けないために、ステレオ

タイプや偏見の認識や、それを踏まえた社会の再構築に参加することが期待されていた。

つまり、討議の中で構築された知識の一般化と社会参加が、学習方法として重視されてい

た。

このように、共通する法原理が適用される文献として地域、国家、グローパルレベルの

共同体を位置づけ、可塑性、流動性を持つものとしてアイデンティティを理解し、それに

基づく社会構築を批判的討議と社会参加によって、法による社会統合を実現しようとする

のが、法を統合原理とする多元的シティズンシップの特徴である。

この多元的シティズンシップは、学習者のアイデンティティの焦点が、国家の枠組みに

規定されてしまうという、イギリスのシティズンシップ教育の課題を克服しているといえ

る。つまり、国民的アイデンティティの形成ではなく、どの地理的レベルにも共通して適

用可能な法原理とそれを支える人権価値に対するコミットメントを促すことで、シティズ

ンシップが国家レベルに規定されることを回避しているといえる。
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第6章多元的シティズンシップ育成の原理と方法

本章では、第 2章から第 5章で検討した 2つの多元的シティズンシップ教育の類似点と

相違点の考察を行い、留意点や今後の課題についても述べた。

第 1節では、 2つの多元的シティズンシップ教育の目的、目標、内容、方法の分析結果を

比較し、その類似点と相違点をまとめた。両者の類似点は、複数の地理的レベルの権利・

義務の理解、多元的アイデンティティの尊重、社会統合原理の構築過程への参加の促進を、

批判的・反省的討論と社会参加という方法を通して行おうとしている点で、あった。一方、

両者の相違点は、統合原理の違いから導かれる、複数の地理的レベルにおける権利・義務

が相互補完関係にあるのか連続性をもつのか、アイデンティティの多様性が国内に眼定さ

れるのか限定されず既存のアイデンティティ枠組みからの自由も含むのかという点であっ

た。

第 2節では、両者の違いをふまえた筆者の見解を示すとともに、多元的シティズンシッ

プ教育の留意点や今後の課題についても述べた。筆者は、国家の枠組みでアイデンティテ

ィが規定される多元的シティシップ教育は、それが異なる解釈に開かれていても一定の同

化を求める点および、国家への帰属の是非を選択する自由が想定されていないため限界が

あると述べた。また留意点として、討議に用いられる言語への習熟、柔軟な対応、最低限

の人権尊重の要求に応えられない集団や個人を排除する可能性があることを指摘した。最

後に、今後の課題として、実践の研究、カリキュラム全体の中でのシティズンシップ教育

の位置づけの解明、研究成果の日本の文脈への応用可能性の探究を挙げた。
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第6章多元的シティズンシップ宵成の原理と方法

本研究では、第2章から第4章にかけて、多元的シティズンシップを育成する教育につ

いて、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップJを育成する教

育と、「法を統合原理とする多元的シティズンシップJを育成する教育の 2つの枠組みに

基づき分析を行ってきた。本軍では、両者の比較と分析に基づき、多元的シティズンシッ

プ育成の原理と方法について述べていく。

第 1節 2つの多元的シティズンシップ教育の比較:類似点と相違点

本節ではまず、 2つの類型に共通する、多元的シティズンシップを育成する教育が備え

ておくべき原理とその育成方法についてまとめ、次に、両者の相違点について述べる。以

下の表6・1では、「多元的シティズンンシップの内実Jr求められる資質Jrカリキュラム原

理Jr排除される人Jという観点から、両者を比較したものを示した。

1.多元的シティズンシップを育成する教育が備えるべき原理

2つの多元的シティズンシップ教育に共通する点を、ここでは、多元的シティズンシッ

プを育成する教育が備えるべき原理として 4点にまとめる。

第一に、国家レベルのシティズンシップの育成、あるいは、グローパノレレベルのシティ

ズンシップの育成に限定されることなく、地域、国家、グローパノレレベルのシティズンシ

ップの育成を行うことを目指していることである。本研究で取り上げた教科書、マニュア

ル、実践計画は、いずれも、地域、国家、グローパルレベルの政治、社会、経済的領域に

関連する社会問題から成っていた。それらの社会問題の学習を通して、複数の地理的レベ

ルにおける制度やそこにおける市民の権利、責任ついて学習させていた。

第二に、一国であれ超国家レベ/レで、あれ、社会の統合原理は構築されたものであること

を認識させていることである。本研究が分析した教科書、マニュアル、教育計画では、社

会の多様性の統合原理を、受動的に理解される既存のものではなく、社会の成員の討議に

よる再解釈に聞かれたものとして学習させていた。このような理解を促すために、既存の

価値やルールを批判的に検討し、新たに構築、共有していくプロセスをたどらせていた。
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表6・1 2つの多元的シティズンシップ教育の比較

国民的アイデンティティを統合原理 法を統合原理とする多元的シティ

とする多元的シティズンシップ ズンシップ

分析対象 イギリスのシティズンシッブ教育 CoEのシティズンシップ教育

権利・責任
相互補完関係にある地域、国家、グローパ 地域・国家・超国家レベルの各文脈で適

多 ルレベルの権利・責任 用される人権左、応答としての責任
シフむ
ツ的
プシ

個人や集団の多元的アイデンティティ 偶人の多元的アイデンティティのテ アイデン
内イ それを統合するものとしての国民的アイデ 国民的アイデンティティを特別に強調し
実ズ アイアイ ンティティ ない。アイデンティティを離脱する自由。
ン

統合原理 国民的アイデンティティ 法 .Iレール

-地域、国家、グローパルレベルの政治、
-地域、国家、グローパルレベルの政治、

多 社会、経済制度
社会、経済、文化制度

:JC 
知識

-国内の権利と責任、人権と責任
-人権と責任

求 的 -時事問題
め シ -圏内の偶人や集団の集団的アイデンティ

-時事問題

らア
ティの多様性

-個人のアイデンティティの多様性
れ イ
る ズ

資質ゲJ 
価値

-国内で人々に共有される価値
-人権、民主主義を支える価値ツ -人権、民主主義を支える価値

プ
で

スキル -批判的思考、議論、社会参加のスキル -批判的思考、議論、社会参加のスキル

内容編成
-民主主義の概念を具体化する、地域、国 -民主主義概念を具体化する、仮想空間

家、グローパルレベルの社会問題 における社会問題

-習得するスキルの高度化
-人々のアイデンティティの多元性をふ

-地域、国家、グローパルレベルへと地理
カ 内容配列 的範囲の拡大による内容配列

まえた討議によるルール・法形成によ

リ (ただし、地域とグローパルレベルのつな
って、民主的共同体を再構築する構築

キ
がりも教える)

過程をたどらせる配列
ニ1

フ トピック
内容が別々の活動として組織される 内容が別々の活動として組織されるム 学習の場

原 配列の原理を持たない 配列の原理を持たない
理

メ口~ 

批判的討議、反省、社会参加

例)シミュレーション、ロ-;レプレー、調査・分析・考察・発表、
学習方法 討論・議論、共同プロジェクトの企画、実行など

歴史的文脈の中での価値理解

討議に参加できない人
討議に参加できない人

排除される人 国民的アイデンティティを受け入れない人
人権価値を形式的にも受け入れない人

社会的少数者のカテゴリーに入らない人

(表は、筆者作成)
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第三に、社会の中の多様性と政治参加を結び付けて学習させていることである。本研究

で取り上げた多様性について学ぶ単元や活動では、異なるアイデンティティをもっ個人や

集団同士が良好な関係を築くという水平的関係構築に関するものと、異なるアイデンティ

ティをもっ個人や集団が、政治的問題の解決や政治的価値の形成に関わっていくという垂

直的関係構築に関するものがあった。多元的シティズンシップの学習では、後者の垂直的

関係構築、つまり、特に多様なアイデンティティを持つ人々が、社会全体の価値やルーノレ

の形成に参加することが重視されていた。

第四に、教育方法として、批判的討議、反省、社会参加が採用されていたことである。

本研究が分析した教科書、マニュアノレ、教育計画では、社会の統合原理の学習は、既存の

文化や価値を受動的に学ぶのではなく、むしろ、討議を通して能動的に形成されるもので

あるとされていた。このため、既存の社会を吟味し、改良、再構築していくことが期待さ

れており、批判的討議、経験の反省、社会参加が教育方法として採用されていた。

以上、多元的シティズンシップ教育が備えておくべき 4つの原理とその育成方法につい

て述べてきた。このような共通点を持つ多元的シティズンシップ教育であるが、より細か

い点に目を向けると、 2つの類型化された多元的シティズンシップには相違点も見られる。

以下では、2つの類型の相違点について取り上げることで、より詳しい検討を行ってして o

2. 2つの多元的シティズンシップ教育の相違点

以上の類似点がある一方で、両者には、社会の統合原理と、それに関連した相違点が見

られた。まず、 2つに類型化した多元的シティズンシップの資質と学習方法の概要をまと

めると以下のようになる。

「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップJ教育は、地域、

国家、グ、ローパルという複数の地理的レベルの市民の権利や責任を認めつつも、現代の社

会において民主主義が最も良く機能する場である民主的国家を維持・強化するために、成

員の団結を強める国民的アイデンティティの形成を重視する立場で、あった。このため、ま

ず求められる知識として、地域、国家、グローパ/レレベノレの政治、社会、経済的領域の制

度、各領域での市民の権利や責任、関連する時事問題、圏内の多様性に関する知識がある。

次に価値として、人権や民主主義を支える価値に加えて、それを国家の文脈で解釈した「共

有価値j の習得が求められる。ただし、ここで目指される「共有価値Jは、固定的なもの

ではなく、社会の成員の異なる解釈に聞かれたものである。また、「共有価値Jに基づいて
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形成される国民的アイデンティティも、柔軟性と可塑性を持つものであった。ここで求め

られるスキルは、文化や政治的価値を自分たちの立場から解釈し再構成していくための、

批判的思考や社会参加のスキルであった。以上の資質を育成するための学習内容は、民主

主義に関連する基本概念を、地域、国家、グローパルレベルで具体化した社会問題から成

り、異なるレベルの権利や責任は相互補完関係にあった。学習内容の学年ごとの配列の原

理は、問題解決の過程で使用するスキルの高度化と、地域、国家、グ、ローパルという地理

的レベルの拡大であった。また学習方法は、スキルを育成する批判的討議や社会参加が採

用されていた。

一方、「法を統合原理とする多元的シティズンシップj教育は、地域、国家、グローパル

レベルという複数の地理的レベルにおいて、共通の法と法形成の手続きに社会統合の原理

を求める立場である。この立場で求められる知識として、地域、国家、グ、ローパ/レレベル

の政治、社会、経済的、文化的領域の制度、各領域での市民の権利や責任、関連する時事

問題、人々のアイデンティティの多様性がある。また、求められる価値は、人権や民主主

義を支える価値である。そして、既存の法を評価して改善していくことや新たに法を作成

し、法を遵守するための、批判的思考、議論、社会参加のスキルが求められる。以上の資

質を育成するための学習内容は、仮想空間における民主主義原理を具体化する社会問題か

ら構成されており、人々のアイデンティティの多元性を理解させ、それに基づき社会の再

構築を促す配列となっていた。学習方法としては、批判的討議や問題解決などの社会参加

を採用していた。

以上の2つのシティズンシップの資質とその育成方法を、その相違点に注目して 3つに

まとめなおすと以下のようになる。

第一の相違点は、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ教

育Jでは多様性を統合するものとして開かれた国民的アイデンティティの育成が必要とさ

れていたのに対し、「法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育Jでは、多様なアイ

デンティティを持つ人々の統合原理を、討議の中で形成されるルーノレ・法においていたこ

とである。前者の事例であるイギリスのシティズンシップ教育の教科書 WActivate!J1の単

元「多様性Jの「ナショナノレ巻Jでは、イギリスを構成する4つのネイション、英語の語

源の多様性、移民の歴史、文化、「人種J、宗教の多様性について学ばせた上で、自分自身

の考える国民的アイデンティティを定義させる活動を行っている。このように、国民的ア

イデンティティの基盤となるイギリス社会の文化や価値を、その多様性をふまえて、批判
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的に解釈することが期待されていた。一方、後者の事例である CoEのシティズンシップ教

育では、社会統合の原理を、共通のエスニシティ、歴史、文化に基づくアイデンティティ

の共有ではなく、人々の討議の中で形成されるルール・法においていた。そして、互いの

主張への応答関係が、人々の聞の連帯感や相互の信頼を酒養すると考えられていた。例え

ば、 CoE開発の『コンパス』では、異なる背景を持つ人々に対する差別や偏見を自覚させ

っつ、議論の枠組みとしての国際法に則った話し合いを通して、問題解決のための法・ノレ

ール形成に取組ませていた。ここで重視されているのは、異なる人々の主張を対等に承認

する一方で、国際法の枠組みをもとに、対立関係を解決するための新たな法・/レーノレにつ

いて合意を重ねていくことであった。

第二の相違点は、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ」

教育では国家とその他の地理的レベルのシティズンシップを相互補完的に捉えられていた

のに対し、「法を統合原理とする多元的シティズンシップj教育では、複数の地理的レベル

は、共通する法・ルールが適用される文脈であると捉えられていたことである。前者の事

例である、イギリスのシティズンシップ教育では、地域・国家レベルのシティズンシップ

育成を主張する立場と、よりグローパノレなレベルのシティズンシップ育成を主張する立場

が混在して盛り込まれていた。そのため、地域・国家・グローパノレレベルのシティズンシ

ップは一貫性を持つものというよりも、相互補完関係にあるものとして構想されていた。

例えばイギリスのシティズンシップ教育の典型的な教科書である WActivate!J1は、「ロー

カルシティズンシップJrナショナノレシティズンシップJrグローバルシティズンシップ」

の3巻から成っており、ローカルとグローパルレベルのシティズンシップは、人権に基づ

く地域やグローパノレコミュニテイへの参加が期待されていたが、ナショナルレベルのシテ

ィズンシップは、国家の権利に基づく国家レベルへの参加が期待されていた。一方、後者

の事例である CoEのシティズンシップ教育では、文脈に関わらず適用可能な法・ノレールの

学習が重視されていた。例えばCoE開発の『民主主義に生きる』カリキュラムでは、仮想

空間における学習が重視され、そこで学んだことを、地域、国家、グローパルという具体

的な文脈に適用することが期待されていた。

第三の相違点は、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップJ

教育では、国内における集団の多様性が焦点化され国民的アイデンティティが重視されて

いたのに対し、「法を統合原理とする多元的シティズンシップj教育では、国民的アイデン

ティティは特別視されず、個人のアイデンティティの多元性の学習が重視されていたこと
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である。前者の事例であるイギリスのシティズンシップ教育では、『ナショナノレ・カリキュ

ラム』の規定に従い、園内の多様なアイデンティティを持つ集団の存在、集団に属するこ

とで差別されないこと、その集団内部の多様性について学ばれていた。例えば、シティズ

ンシップ教育に積極的に取りくむ中等学校Aの教育計画の中の 1つの単元「奴隷制Jでは、

奴隷制廃止キャンベーンに参加したグループの中には、指導者、女性、黒人、一般大衆、

といった、ジェンダ一、「人種J、社会階級の多様性があったことを学ばせると同時に、各

グ、ループで、実際に活躍した複数の人々が紹介されているため、グ、/レープ内の多様性につ

いても学習させようとしていると考えられる。一方、後者の事例である CoEのシティズン

シップ教育では、国民的アイデンティティを特別視せず、個人や集団のアイデンティティ

の多元性lこ焦点を当てている。これは、集団に所属することで差別されないことに加えて、

集団に所属しない権利、集団への所属を変更する権利にも関連する。具体的には、 CoE開

発の『コンパス』の「私はだれとだれでしょう ?Jでは、「ジェンダーj というアイデンテ

ィティの生得的な側面と、社会的に作られた側面をとりあげた後、「すべての男女は一緒方、J

Iアイデンティティの選択の自由を持つことをどう思うかj と問うことで、アイデンティ

ティの流動性や可塑性、集団内部の多様性、集団への所属を選択する自由についても考え

させる活動となっていた。
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第2節多様性と複数の地理的レベルに開かれた多元的シティズンシップ教育

1.法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育の有効性

ここまで、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップJを育成

する教育と「法を統合原理とする多元的シティズンシップJを育成する教育の類似点と相

違点を明らかにした。では、これらの多元的シティズンシップ教育をどのように評価する

ことが可能であろうか。基本的に、 2つの多元的シティズンシップ教育のうち、どちらの

モデルに基づ、いて実践を行うのかについての判断は、実践者自身の信念や価値に沿って判

断されるものであるだろう。しかしながら、筆者は、後者の「法を統合原理とする多元的

シティズンシップJ教育の方が、より多文化化した社会において望ましいモデ、ルであると

考える。その理由として、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシ

ップj教育が、 2つの潜在的な課題を持っていることを指摘する。

まず、第一の課題として、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズン

シップJ教育は、主流文化への一定程度の同化を求める可能性があるということである。

この多元的シティズンシップ教育は、確かに、異なる解釈に開かれた文化や政治的価値(共

有価値)を基盤とした国民的アイデンティティ形成を模索しており、従来の同質的文化や

価値に基づく国民教育とは一線を画している。しかし、ここでいう文化や政治的価値は、

あくまでも、これまで圏内の主流派が構築してきた文化や、国家の歴史的文脈の中で具体

化された価値を基盤としているということである。つまり、異なる解釈に聞かれていると

しても、完全に自由な解釈が可能なのではなく、既に主流派の影響が色濃く反映された、

歴史的な積み重ねの枠内においてのみ解釈が可能であるに過ぎないということである 10

そのため、実際には、国家の主流派の文化や価値を相対化し、再構成することにはつなが

らず、新しく社会に参入した人々や社会的少数者に対して一定の同化を迫る可能性がある

と言える。これに対して、「法を統合原理とする多元的シティズンシップJ教育では、国家

の文化や価値どは区別された政治的価値や法形成の手続きへの同意のみを求めており、多

様性に対してより寛容であると考えられる。

第二の課題として、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシッ

プ」教育において、国民的アイデンティティからの離脱の自由が想定されていないことで

ある。「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップJ教育では、個

人が集団的アイデンティティをもち、それによって差別されないことについては学習させ
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ているものの、国民的アイデンティティや、民族的、宗教的、「人種的」アイヂンティティ

といった国家の下位レベルのアイデンティティについても、それらのアイデンティテイへ

の所属を選択する自由は明示されていない。この見解の背景には、人々は、自らの出自や

居住地の文化、民族、宗教などにアイデンティティのよりどころを求め、それを承認され

ることを求めているという前提がある九また、これらのアイデンティティのどちらも抑

圧することなく同時に承認することがその解決策を提示すると考えられている。しかし現

在、国家を超えて移動する人々が増加し、出身地や居住地のどちらにも強い所属感覚を持

たない、あるいは、既存の民族的枠組みで自己のアイデンティティを規定しない、「ハイブ

リッドなアイデンティテイJrディアスポラアイデンティティJという考え方が出てきてい

る3。このようなアイデンティティをもっ人々は、アイデンティティ枠組みを与えられな

いまま、排除される傾向がある。このような場合を考慮すると、既存の「国家Jや「エス

ニシティ」の枠組み自体を問題化し、それに所属しない自由を持つことは、所属する自由

を持つことと同等に重要であると言える。従って、アイデンティティへの所属に関する自

由を明確にしていない多元的シティズンシップの学習には限界があると言える。これに対

して、「法を統合原理とする多元的シティズンシップJ教育では、個人と集団的アイデンテ

ィティの関係において常に選択の自由を認めた上で、個々人を結び付ける最低限の原理と

して法が想定されており、異なるアイデンティティに対してより寛容であると言える。

以上のことより、筆者は、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズン

シップJ教育と比較して、「法を統合原理とする多元的シティズンシップj教育の方が、よ

りグローパル時代に相応しいシティズンシップモデ、ルであると考える。

以上のように、異なる統合原理とそれに関連する相違点を持つ、 2つの多元的シティズ

ンシップモデルであるが、両者の統合原理を近いものとして設定する可能性も見出すこと

ができる。具体的には、共有価値を、民主主義に関する政治的価値に限定し、抽象性の高

い価値として設定することである。イギリスでシティズンシップ教育に取り組むA校の教

育計画の単元「奴隷制Jでは、奴隷制撤廃のキャンベーンに関わった人々が参照した価値

を、人権価値と連続性のあるものとして学習させていた。つまり、イギリス社会独自の共

有価値を、政治的価値に限定し、国外でも共有される普遍的価値に近い価値として理解さ

せることで、国家レベルと超国家レベルの価値を調和的なものとして学習させようとして

いた。このように価値を定義する場合は、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元

的シティズンシップJ教育と「法を統合原理とする多元的シティズンシップJ教育は近い
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原理を持つ学習となっていた。

2.多元的シティズンシップ教育の留意点

最後に、多元的シティズンシップ教育に関する留意点として 2点をまとめておきたい。

まず、討議に参加できない人々を排除する可能性があるということである。多元的シティ

ズンシップ教育では、既存の価値や制度を批判的に吟味し、討議し、新たに再構築するこ

とや、アイデンティティのカテゴリーを柔軟にとらえ、他者との関係性の中で変化させて

いくことが期待されていた。このような多元的シティズンシップが要請する資震は、その

基礎として、使用言語に熟達していることや、自らの状態に固執せず、柔軟に対応してい

くとしづ態度を必要とする。しかし、シティズンシップ教育を受ける全ての人々が、この

ような資質を既に備えていることは想定されにくい。実際、イギリスでは、義務教育段階

の停学・退学がマイノリティの生徒に多いという問題が指摘されているヘこのため、多

元的シティズンシップとは、討論を行い、自己を変容させていく資質を身に付けることが

できた、一部の人々のみが学習可能なものとなる可能性がある。この点について山崎望は、

従来の国民国家と結びついたシティズンシップの境界を乗り越える新しいシティズンシッ

プが、「変容し続けること」といった新たなシティズンシップの論理によって包摂/排除の

境界線を引し、ていると指摘する 5。この点が、実際の教育実践の場でどの程度問題となっ

ているのかについては、本研究では明らかではない。そのため、シティズンシップ教育が、

その前提となる資質を身につけるための教育と、どの程度補完関係を持ちながら行われて

いるのかについて検討を加える必要がある。

次の点は、より包摂的なシティズンシップモデ‘ルとして位置づけた「法を統合原理とす

る多元的シティズンシップJ教育も、人権に賛同しない人々を排除する可能性があるとい

うことである。 CoEの多元的シティズンシップ教育では、ヨーロッパ人権条約に具体化さ

れる人権価値や人権法をフレームワークとし、それに基づいた討論とノレール形成を行うこ

とが期待されていた。このことより、学習者は、し、かなる理由からであっても、話し合い

のフレームワークとしての国際人権法に賛同することが求められていた。しかし、人権概

念は、例えば個人の自律を重視するなど、欧米の文化的前提の影響を強く受けて形成され

てきたことが指摘されている凡人権の持つこの傾向は、例えば、個人よりも親族・同族

的な結び、つきを重視する一部のムスリムなど、非欧米国の文化的背景を持つ新たに社会に

参入した人々にとって受け入れにくいものとされる可能性もある。そのような場合、 CoE
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が目指す多元的シティズンシップの構想は、 CoEの掲げる人権の文脈に賛同しない人々を

排除することにつながる。この点については、人権や民主主義を、より開かれた概念とし

ていくための取り組み7に注目しつつ、批判的に見ていく必要がある。
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終章本論文のまとめと今後の課題

1.本論文のまとめ

本研究の目的は、イギリスおよびヨーロッパ評議会のシティズンシップ教育の分析を通

して、多元的シティズンシップを育成する教育の目的、目標、内容、方法について明らか

にすることであった。

第 1章では、まず、シティズンシップの市民共和主義と自由主義という 2つの伝統が、

国民国家と強く結びついてきた過程と、その成員育成において学校教育が重要な役割を果

たしてきたことを明らかにした。これをふまえて次に、日本におけるシティズンシップ教

育の中でも、特に国際化やグローパノレ化に対応した教育の模索を行ってきた、国際理解教

育・グローパノレ教育についての考察をおこなった。その結果、国民育成に留まる国際理解

教育に対する批判として、多文化共生のための国際理解教育と、地球市民育成を目指すグ

ローパル教育が提案されてきたことを明らかにした。しかし、新たに提案された国際理解

教育・グローパル教育も、以下のような課題を持っていたO それらは、①グローパ/レ教育

の目標が「国民育成Jか「地球市民育成Jかの二者択一に陥っていること、②多文化共生

を目指す国際理解教育において一国=一民族=一文化とし、う等式が保持されており、「日本

人」と「外国人j という構図を作り出していること、③グローパル教育が基づ、く普遍的価

値の定義が暖昧であること、である。以上の国際理解教育・グローパノレ教育の課題を克服

するシティズンシップ概念として、本研究では、多元的シティズンシップに注目した。そ

の上で、多元的シティズンシップを民主主義国家の成員同士を強く結び付けるための国民

的アイデンティティの育成を重視する「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的

シティズ‘ンシップj と、国境を越えて共有される法に人々を結び付ける契機を見出そうと

する「法を統合原理とする多元的シティズンシップj の2つに類型化し、第2章以降で用

いる分析枠組みとした。

続く第 2章と第 3章では、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズ

ンシップ」を育成する教育の具体的事例として、イギリスのシティズンシップ教育を取り

上げ、分析を行った。第2章では、イギリスのシティズンシップ教育の導入背景をふまえ、

その目的、目標についての考察を行った。イギリスのシティズンシップ教育は、主に民間

レベルで研究・実践されてきたが、 1980年代後半以降、初めて正式にカリキュラムの中に
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位置づけられたものであり、その導入背景には、グローパル化に対応するための経済政策、

治安維持、移民対策があったことを明らかにした。次に、イギリスのシティズンシップ教

育の骨子を示す政策文書を、多元的シティズンシップの視点から分析した結果、その目的

が、「社会的・道徳的責任Jrコミュニテイへの参画Jr政治的リテラシー」を含む「活動的

シティズンシップ」の育成であることが分かつた。また目標としては、異なる立場の主張

が混在する形で、地域、国家、グローパルレベルのシティズンシップ育成が目指されてい

たこと、国内の多様性の学習と、その統合原理としての異なる解釈に開かれた政治的価値

に基づく国民的アイデンティティが提案されていたことを明らかにした。さらに、人権を

統合原理とすべきだとする論者の主張にも触れた。

第 3 章では、イギリスのシティズンシップ教育の代表的な教科書である~ActivateUIと、

シティズンシップ教育に積極的に取り組む中等学校の教育計画の分析を通して、「国民的ア

イデンティティを統合原理とする多元的シティズンシップj を育成する教育の内容と方法

の考察を行った。その結果、両者に共通の特質として以下の4点を明らかにした。第一に、

内容として、地域、国家、グローパルといった複数の地理的レベルにおける権利と責任が、

地域・国家レベノレは国家法、グローパルレベルは国際人権法という異なる原理に基づき、

相互補完関係にあるものとして学ばれていたことである。第二に、内容として、民族、「人

種j、ジェンダー、社会階級などの国内の多様なアイデンティティ集団と、集団内部の多様

性について取り上げていることである。第三に、内容として、異なる解釈に開かれた文化

や政治的価値に基づく、国民的アイデンティティの形成が目指されていたことである。た

だし中等学校でのカリキュラムでは、学ばれる政治的価値が普遍的価値に近いものとなっ

ていた。第四に、学習方法として、既存の制度や価値を再吟味するという批判的討議と、

それらを再構築する過程への社会参加が用いられていたことである。

以上の特質を持つ、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元的シティズンシッ

プJを育成するカリキュラムは、同質的な文化や価値に基づく国民教育の排他性という限

界を克服するものである。またこれは、第 1章で触れた、国際理解教育・グローパル教育

の問題点である、国民育成と地球市民育成の二者択一的な理解やアイデンティティ枠組み

の固定的な理解を乗り越えている。しかし、この多元的シティズンシップ教育は、社会の

統合原理を、異なる解釈に聞かれた文化や価値に置くものの、実際には過去の解釈を一定

程度踏襲した価値形成が求める点、アイデンティティ集団に所属しない自由に触れていな

いという点で限界を抱えていた。
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第4章、第 5章では、「法を統合原理とする多元的シティズ、ンシップ教育j の具体的事

例として、 CoEのシティズンシップ教育を取り上げて分析を行った。第4章では、 CoEの

シティズンシップ教育の導入背景をふまえて、その目的、目標について考察を行った。 CoE

では、西側諸国の相互理解と団結強化のための教育協力が主流で、あったが、冷戦が終結し

た 1990年代に、中・東欧諸国を加えた「民主的安全保障地域Jとしてのヨーロッパ建設

という使命のもと、シティズンシップ教育が導入されたことを明らかにした。シティズン

シップ教育の目的は、社会構築の共同プロジェクトへの参加のための「民主主義と人権の

文化Jの促進であった。また、それを具体化した教育目標は、 2つの「コア・コンピテン

シー」モデルという形で提示されており、それらは、政治・経済・社会・文化の次元と、

ローカノレからグローパルレベルの地理的次元を含む、民主的共同体に関する知識・理解に

関するコンビテンシーと、法・ルール形成のプロセスに参加するための認知的、倫理的、

行為的側面の能力に関するコンピテンシーから成っていた。

第5章では、CoEのシティズンシップ教育の代表的なマニュアルである『コンパスJと、

教師用指導書である『民主主義の中に生きる』の分析を通して、「法を統合原理とする多元

的シティズンシップJを育成する教育の内容と方法の考察を行った。その結果、両者に共

通の特質として以下の4点を明らかにした。第一に、内容として、仮想空間における国際

人権法などの法・ルールの学習を、異なる文脈に適用することで、地域、国家、グ、ロ}パ

ノレといった複数の地理的レベルにおける権利と責任が学ばれていたことである。第二に、

内容として、ジェンダー、民族、「人種Jなど、多様な集団的アイデンティティを柔軟に認

識させると共に、アイデンティティ集団への所属もしくは離脱を選択する自由についても

学習させていたことである。第三に、内容として、多様性を統合する原理としての法・ル

ールと、その形成過程へ参加するためのスキルや態度を学習させていたことである。具体

的には、国際人権法を議論のフレームワークとして用い、既存の法・ルールを批判的に吟

味し、その上で新たな法・ノレールの作成過程へ参加させるというプロセスをたどらせてい

た。第四に、学習方法として、経験したことを吟味し一般化を引き出す反省と、学習した

ことを現実の文脈に適用する社会参加が重視されていたことである。

以上の特質を持つ、「法を統合原理とする多元的シティズンシップJを育成する教育は、

国家独自の文化や価値ではなく、抽象度の高い政治的価値と法形成手続きへの参加を求め

るどいう点や、アイデンティティ集団に所属しない自由を認めるという点で、「国民的アイ

デンティティを統合原理とする多元的シティズンシップ」を育成する教育の限界を克服す
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るものであると言える。

以上の分析をふまえて、第 6章では、「国民的アイデンティティを統合原理とする多元

的シティズンシップ教育Jと「法を統合原理とする多元的シティズンシップ教育」のカリ

キュラム原理をまとめた上で、両者の比較から得られる示唆について述べた。まず、多元

的シティズンシップ教育の共通要素として、複数の地理的レベルにおけるシティズンシッ

プを想定していること、社会の中の多様性とシティズンシップ教育を結び付けていること、

社会の統合原理を成員の再解釈に開かれたものとして設定していること、学習方法として

批判的討論と社会参加が想定されていることを指摘した。また両者は、社会の統合原理の

違いから、国家と超国家レベルのシティズンシップが相互補完関係にあるいのかあるいは

連続したものなのか、国民的アイデンティティを重視するのかあるいは国民的アイデンテ

ィティは多くのアイデンティティの 1っとして理解させるのか、という相違点を持ってい

ることを指摘した。

この上で、「国民的アイデンティティを統合原理とするシティズンシップ」教育は、一定

の同化を求める可能性があること、および、帰属を選択する自由が限定されている点で限

界があり、「法を統合原理とする多元的シティズンシップj教育の方が、多文化化した社会

においてより望ましいシティズンシップ教育のモデルであることを論じた。しかしながら、

「法を統合原理とする多元的シティズンシップj教育も、討議で使用される言語の熟達、

討議の中での柔軟な意見の変容、形式的であれー定の人権価値の承認などの条件を満たす

ことを求めており、それができない者は排除される可能性があることも指摘した。

2.今後の課題

以上の本論文のまとめをふまえ、今後、取組むべき課題として次の3点を示したい。

第一に、学校全体の教育計画における多元的シティズ、ンシップ学習の位置づけを明らかに

することである。本論文で分析したカリキュラムは、基本的には単独で行うシティズンシ

ップの授業を想定したもので、あった。しかし、多元的シティズンシップの育成は、学校教

育に限定した場合でも、他の教科との関連、学校全体の活動を通して行うことが可能であ

る。実際、イギリスでは他教科とのクロスカリキュラム方式が採用されており、CoEでも、

歴史・地理教育、言語教育がシティズンシップ教育と平行して行われている 1。このなか

でも特に注目されるのが、前述のように、学習の前提となるスキルを育成する語学学習と
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シティズンシップ教育の関連についてである。 CoEは、異文化間交流を主な目的として、

コミュニケーションが可能な程度に複数の言語が使える能力を身につけさせるという「複

数言語主義」を採用し、それを民主主義の実践に不可欠なものとして支援している 2。こ

れらをふまえ、今後は、多元的シティズンシップの学習を、他の教科や学校教育計画全体

の中に位置づけて理解していくことが必要であると考える。

第二に、多元的シティズンシップ教育の実践と効果について明らかにすることである。

本論文では、政策文書とシティズンシップ教育の計画段階のものを分析対象とし、多元的

シティズンシップを育成するカリキュラムの枠組みと特徴について明らかにした。しかし、

本論文では、それらがどのように実践され、どのような効果をもたらすと考えられている

のかについては明らかではない。多元的シティズンシップ教育の中でも、アイデンティテ

ィに関する学習は、教師と生徒、生徒同士の関係性が重要である。異なるアイデンティテ

イを持つ人々の関係性を対等なものとするためには、アイデンティティの枠組みを批判的

に分析し、その枠組み自体を再構築することに加え、新しいアイデンティティの枠組みに

基づいた関係作りが支援される必要があるといえる。従って今後、参与観察などを通して、

多元的シティズンシップの形成を可能とする実践とその効果について解明していくことが

必要である。この課題に取組むための具体的な研究の対象と方法として、本論文で教育計

画を分析したイギリスの中等学校Aおよび、 CoEが支援するボスニア・ヘルツエゴヴィナ

の学校における授業を対象とし、参与観察を通して考察を行うことを計画している。

第三に、本論文で明らかにした多元的シティズンシップ教育の視点を、日本の学校教育

のカリキュラムおよび実践に応用可能であるかについての検討を行うことである。本研究

から得られた日本の国際理解教育・グローパル教育に対する示唆は以下の 3点である。ま

ず、文化的アイデンティティの枠組みとその内部の多様性について批判的に考察させるこ

とで、一国=一民族=一文化という視点を問い直すことができるという点。次に、共通の

アイデンティティの源泉を、社会の構成員の討議によって形成される政治的価値におくこ

とで、同質的な文化・伝統におくよりも、多様性に開かれたものとなるという点。最後に、

人権という政治的価値に基づく法形成過程への参加を促すことで、異なる地理的レベルに

共通する討議空間への参加という具体的なシティズ、ンシップ像を示すことにつながるとい

う点である。今後は、これらの観点を、日本の国際理解教育・グローパノレ教育のカリキュ

ラムおよび実践に、応用可能で、あるのかについて検討を行っていく必要があると考える。
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